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用語解説 資料集１ 

 
【あ行】 
ＬＧＢＴ 
「同性愛者」「両性愛者」や，体と心の性が一致しない「性同一性障がい者」など，性的指向
（どの性を性愛の対象とするか）や性自認（自分の性をどう認識するか）において多数派とは
異なる面を持つ人々の総称。 

 
 
【か行】 
居住支援法人 
住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため，住宅確保要配慮者に対
し家賃債務保証の提供，賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提供・相談，見守りなどの生活支
援等を実施する法人として都道府県が指定するもの。 
 
居住支援協議会 
住宅確保要配慮者または民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供その他の住宅確保要配慮
者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し必要な措置について協議するため，地方公共団
体，支援法人，宅地建物取引業者等により構成された組織。 
※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法） 
 
近傍同種の住宅の家賃 
住宅の所在地周囲の同種住宅（規模・構造が同種）の家賃の額。 
 
公営住宅 
公営住宅法に基づき，国の補助を受けて地方公共団体が供給する，住宅に困窮する低額所得
者向けの低廉な家賃の賃貸住宅。 
 
公営住宅等長寿命化計画 
公営住宅等の長寿命化を図り，ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減をめざすため，確実
な点検及びその結果に基づく早期修繕，計画的な修繕による予防保全的管理，長寿命化に資す
る改善事業等の取組みを計画的に実施するための計画。 
 
公的賃貸住宅 
公的主体が自ら供給し，またはその関与のもとで供給される賃貸住宅。公営住宅のほか，都
市再生機構賃貸住宅，住宅供給公社賃貸住宅，特定優良賃貸住宅及び高齢者向け優良賃貸住宅
などがある。 
 
高齢者居住安定確保計画 
住宅部局と福祉部局が共同で，高齢者の住まいをトータルに捉え，居住する場所，バリアフ
リー化，高齢者居宅支援体制等の確保のために必要な施策を位置づけるものとして策定する計
画。 
福岡市では，高齢差が住み慣れた地域で安心して生活できる環境づくりに向け，住宅関連施
策と福祉関連施策が連携した取り組みを総合的かつ計画的に推進することを目的に，平成25年
1月に策定。 
※高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法） 
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用語解説 資料集１ 

 
高齢者向け優良賃貸住宅 
高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づき整備された，良好な居住環境を備えた高齢者
向けの賃貸住宅。 

 
 
【さ行】 
サービス付き高齢者向け住宅 
バリアフリー構造を有し，安否確認サービス・生活相談サービスを提供することにより，高
齢者が安心して居住できる住宅。 
※高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法） 
 
最低居住面積水準 
最低居住面積水準は，世帯人数に応じて，健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可
欠な住宅の面積に関する水準。 
その面積（住戸専用面積・壁芯）は，住宅性能水準の基本的機能を充たすことを前提に，以
下のとおり。 

(１) 単身者 25㎡ 
(２) ２人以上の世帯10㎡×世帯人数＋10㎡ 

注１ 上記の式における世帯人数は，３歳未満の者は 0.25 人，３歳以上６歳未満の者は 0.5 人，６歳以上
10 歳未満の者は 0.75 人として算定する。ただし，これらにより算定された世帯人数が２人に満たな
い場合は２人とする。 
２ 世帯人数（注１の適用がある場合には適用後の世帯人数）が４人を超える場合は，上記の面積から５%
を控除する。 
３ 次の場合には，上記の面積によらないことができる。 
① 単身の学生，単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場合 
② 適切な規模の共用の台所及び浴室があり，各個室に専用のミニキッチン，水洗便所及び洗面所が確
保され，上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で確保され
ている場合 
③ 既存住宅を活用する場合などで，地域における住宅事情を勘案して地方公共団体が住生活基本計画
等に定める面積が確保されている場合 

 
市営住宅 
公営住宅，改良住宅，再開発住宅等の公的賃貸住宅のうち，福岡市が管理している住宅。 
 
住生活基本計画 
住生活基本法に基づく国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画。 
福岡市では，住生活関連施策を総合的・体系的に推進するため，平成 28年 5月に策定。 
 
住宅確保要配慮者 
低額所得者，被災者，高齢者，障がい者，子どもを養育する者，その他住宅の確保に特に配
慮を要する者。 
※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法） 
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住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅 
住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅として都道府県・政令市・中核市に登録された，耐
震性，一定の面積，設備等の基準を備えた民間の賃貸住宅。 
※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法） 

 
住宅セーフティネット 
自力では住宅を確保することが困難な者が，それぞれの所得，家族構成，身体の状況等に適
した住宅を確保できるような様々な仕組み。 
 
住宅扶助費 
生活保護法による住宅扶助のうち，家賃（地代を含む。）に相当する金銭をいう。 
 
収入分位 
全国の２人以上の世帯を収入の低い順に並べ，収入の低い方から区分したもの。 
 
新耐震基準 
昭和56年６月の建築基準法改正で規定された地震に対する建築物の安全性に関する基準。 
 
住まいサポートふくおか 
緊急連絡先や保証人が確保できない高齢者に対し，「支援団体」が実施する見守りや死後事務
等の入居支援・生活支援サービスをコーディネートし，高齢者の入居に協力する「協力店」へ
紹介を行い，高齢者の民間賃貸住宅への住替えを支援する制度。 
 
生活困窮者 
生活困窮者自立支援法第２条第３項第３号に規定する「生活困窮者住居確保給付金」を受給
している者。 
※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法） 

 
生活困窮者住居確保給付金 
生活困窮者のうち離職又はこれに準ずるものとして厚生労働省令で定める事由により経済的
に困窮し，居住する住宅の所有権若しくは使用及び収益を目的とする権利を失い，又は現に賃
借して居住する住宅の家賃を支払うことが困難となったものであって，就職を容易にするため
住居を確保する必要があると認められるものに対し支給する給付金。 
 
政令月収 
年間総所得金額から，給与所得控除，配偶者控除，扶養控除等の額を控除した後の月平均額。 

 
 
【た行】 
代理納付 
生活保護法に基づき，福祉事務所長が民間賃貸住宅に居住する被保護者に代わり住宅扶助費
を納付すること。 
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用語解説 資料集１ 

 
地域優良賃貸住宅 
高齢者世帯，障がい者世帯，子育て世帯等，各地域における居住の安定に特に配慮が必要な
世帯の居住の用に供する，居住環境の良好な賃貸住宅。 
 
賃貸住宅供給促進計画 
住宅確保要配慮者の住まいに関し，総合的かつ計画的に施策を展開するための計画。 
※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法） 
 
登録住宅 
住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅として都道府県・政令市・中核市に登録された住宅。 
※住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅を参照 
 
特定優良賃貸住宅 
特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づき整備された，中堅ファミリー世帯向け
の良質な賃貸住宅。 

 
 
【は行】 
福岡市高齢者世帯住替え助成事業 
居住環境が悪い民間賃貸住宅に居住している，または建替えなどにより住替えが必要な高齢
者世帯への民間賃貸住宅への住替えに係る初期費用の一部助成制度。 

 
福岡市市営住宅ストック総合活用計画 
市営住宅のストックを有効活用するための取組方針と，一定期間を対象とした建替・改善等
の整備内容や計画修繕等の維持管理について定めた計画。 

 
 
【や行】 
家賃債務保証 
入居希望者が賃貸住宅の契約を締結する場合に，保証会社が借主の連帯保証人に近い役割を
果たす制度。借主が賃貸借契約の期間中に家賃等を滞納した場合に，保証会社が一定範囲内で
立て替える。 

 
ＵＩＪターン 
大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称のこと。Uターンは出身地に戻る形態、Jター
ンは出身地の近くの地方都市に移住する形態、Iターンは出身地以外の地方へ移住する形態を指
す。 
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誘導居住面積水準 
誘導居住面積水準は，世帯人数に応じて，豊かな住生活の実現の前提として多様なライフス
タイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準であり，都市の郊外及び都
市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居住面積水準と，都市の中心
及びその周辺における共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積水準からなる。 
その面積（住戸専用面積・壁芯）は，住宅性能水準の基本的機能を充たすことを前提に，以
下のとおり。 

(１) 一般型誘導居住面積水準 
① 単身者55㎡ 
② ２人以上の世帯25㎡×世帯人数＋25㎡ 
(２) 都市居住型誘導居住面積水準 
① 単身者40㎡ 
② ２人以上の世帯20㎡×世帯人数＋15㎡ 

注１ 上記の式における世帯人数は，３歳未満の者は 0.25 人，３歳以上６歳未満の者は 0.5 人，６歳以上 10
歳未満の者は 0.75 人として算定する。ただし，これらにより算定された世帯人数が２人に満たない場
合は２人とする。 
２ 世帯人数（注１の適用がある場合には適用後の世帯人数）が４人を超える場合は，上記の面積から５%
を控除する。 
３ 次の場合には，上記の面積によらないことができる。 
① 単身の学生，単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場合 
② 適切な規模の共用の台所及び浴室があり，各個室に専用のミニキッチン，水洗便所及び洗面所が確
保され，上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で確保され
ている場合 

 
要支援世帯 
公営住宅以外の借家に居住する公営住宅入居資格世帯のうち，賃貸住宅市場において自力で
は適正な水準の住宅を適正な負担で確保することが困難と見込まれ，公的な支援により居住の
安定の確保を図るべき世帯。 
 



 

○福岡市住宅審議会条例 

平成11年３月11日 

条例第27号 

改正 平成19年12月20日条例第51号 

（設置） 

第１条 本市の住宅施策に関する重要事項について調査し，及び審議するため，福岡市住宅審議

会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は，市長の諮問に応じ，次の各号に掲げる事項を調査し，及び審議する。 

(1) 居住水準の向上及び住環境の整備に関すること。 

(2) 公的住宅の供給及び管理に関すること。 

(3) 民間住宅に係る施策に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか，本市の住宅施策に関し市長が必要と認めること。 

（組織） 

第３条 審議会は，20人以内の委員をもって組織する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は，２年とする。 

２ 補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長２人を置き，委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は，会務を総理し，審議会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，会長があらか

じめ定める順序により副会長がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は，会長が招集し，会長がその議長となる。 

２ 審議会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

（専門部会） 

第７条 審議会は，特定の事項について調査し，及び審議させるため，専門部会を置くことがで

きる。 

（関係者の出席） 

第８条 審議会は，必要があると認めるときは，会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聴

くことができる。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は，住宅都市局において処理する。 

（平成19条例51・一部改正） 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この条例は，規則で定める日から施行する。ただし，次項の規定は，平成11年４月１日から

施行する。 

（平成11年規則第99号により平成11年６月23日から施行） 

附 則（平成19年12月20日条例第51号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は，平成20年４月１日から施行する。 

資料集２ 



 

○福岡市住宅審議会条例施行規則 

平成11年３月29日 

規則第73号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，福岡市住宅審議会条例（平成11年福岡市条例第27号。以下「条例」という。）

第10条の規定に基づき，福岡市住宅審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 審議会の委員（以下「審議会委員」という。）は，次の各号に掲げる者のうちから市長

が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市議会議員 

(3) 関係行政機関の職員 

(4) 前３号に掲げる者のほか，市長が特に必要と認めるもの 

（専門部会） 

第３条 条例第７条に定める専門部会（以下「部会」という。）は，会長が審議会委員のうちか

ら指名する専門部会委員（以下「部会委員」という。）をもって組織する。 

（専門部会長） 

第４条 部会に部会長を置き，部会委員の互選によってこれを定める。 

２ 部会長は，部会の事務を掌理し，部会を代表して部会の審議結果を審議会に報告しなければ

ならない。 

３ 部会長に事故があるとき，又は部会長が欠けたときは，部会長があらかじめ指名する部会委

員がその職務を代理する。 

（委任） 

第５条 この規則に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長が審議会に諮っ

て定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，条例（条例附則第１項ただし書の規定に係る部分を除く。）の施行の日から施

行する。ただし，次項の規定は，平成11年４月１日から施行する。 

（住宅委員会規則の廃止） 

２ 住宅委員会規則（昭和28年福岡市規則第48号）は，廃止する。 

 

資料集３ 



住宅審議会の概要（第１期～第６期） 
 

第１期 『市民生活を支える良好な住宅の供給と管理について』 

■審議期間  平成 11～12年度（諮問：H11.6 答申：H12.8） 

■答申 
１ 公営住宅のあり方について 
低額所得者向け住宅は，民間を含めた住宅市場全体で受け持つことを基本とし，管理戸数は
現状程度にとどめ，量の拡大より，改善や建替えなどのストックの質の向上を考慮しつつ進め
ることが必要。 
２ 高齢者への対応のあり方について 
民間事業者による高齢者向け賃貸住宅の供給を支援するとともに，高齢者対応の公的住宅の
整備・改善などが必要。また，入居保証制度等による民間の高齢者向け賃貸住宅市場を活性化
するとともに，高齢者向け住宅の情報提供，住宅のバリアフリー化の推進などが必要。 

第２期 『これからの民間共同住宅の施策のあり方について』 

■審議期間  平成 13～14年度（諮問：Ｈ13.7 答申：Ｈ15.3） 

■答申 
１ マンション 
適切な管理運営を誘導するための総合的な情報提供・相談体制の整備，データベースの整備，
管理組合登録制度の創設や計画的な修繕等の誘導，円滑な建替えの誘導，良質な供給・流通に
対する支援誘導等が必要。 
２ 民間賃貸共同住宅 
適切な維持管理の徹底，住まい方の意識向上，ファミリー向けの良質な賃貸住宅の供給誘導，
高齢者居住の安定化に対する支援，特定優良賃貸住宅等の的確な情報提供等が必要。 
３ まちづくりと連携した共同住宅 
地域に調和・貢献する民間共同住宅の誘導，都心部のまちづくりと連携した民間共同住宅の
誘導，良好な住宅市街地の形成の誘導が必要。 

第３期 『今後の住宅政策のあり方について』 
～ 建築行政における地域コミュニティの支援・誘導のあり方 ～ 

■審議期間  平成 16～17年度（諮問：Ｈ16.7 答申：Ｈ18.3） 

■答申 
１ 建築紛争 
［紛争予防］ 
地域 
コミュニティ 

・地域における建築物の制限内容の周知，紛争事例等の情報提供 
・まちなみルールづくり等のまちづくり活動の支援，人員育成や啓発 等 

事業者 ・事業者への配慮事項等の周知啓発 
建設時の 
基準の検討 

・道路幅員に応じた建築物の規模基準等の検討 
・ワンルームマンションの建設における周辺環境への配慮事項の検討 

［紛争発生後の対応］ 
・「市長のあっせん」による住民と事業者の協議推進，「調停」機能の充実 
２ 共同住宅管理 
・分譲マンションの管理：適正な管理の誘導や人材の育成 
・入居者及び管理組合に対する自治活動に関する啓発の仕組みづくりの検討 
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３ 狭あい道路整備 
・狭あい道路拡幅整備事業の推進（事業の周知，地域との連携） 
・まちなみルールづくりなどのまちづくり活動と連携した道路拡幅の積極的な推進 
４ 地域課題に対応した建築物整備 
・総合設計制度の拡充（公開空地のインセンティブの見直し，適正な維持管理の誘導） 
・市営住宅建替え等における市有建築物の整備における地域課題への対応推進 

第４期 『住宅セーフティネットの再構築について』 
～ 多様化する住宅困窮者への適切な対応 ～ 

■審議期間  平成 18～19年度（諮問：Ｈ18.10 答申：Ｈ19.11） 

■答申 
１ 市営住宅ポイント方式の速やかな導入 
既存住宅の更新需要と財政健全化推進のため，管理戸数は現状程度に留めざるを得ない。  
住宅困窮度に応じた市営住宅入居選考方法としてポイント方式を速やかに導入する必要があ
る。 
２ 民間賃貸住宅に対する住宅困窮の内容に応じた居住支援制度等の構築 
民間賃貸住宅への入居支援・誘導策として，住宅困窮の内容に応じた居住支援制度の創設・
拡充を検討する必要がある 
３ 各主体の連携，福祉施設 
住宅困窮者の円滑入居支援施策をより効果的に推進するため，公的・民間賃貸住宅事業者，
ＮＰＯ団体等による居住支援協議会を設立し，個別施策に関する協議や情報交換を通じて支援
策の充実を図っていく必要がある。また，行政内部においても住宅部局と福祉部局との庁内連
携組織を立ち上げ，福祉施策との連携により困窮事情に応じた居住支援策の充実を図っていく
必要がある。 

第５期 『住宅セーフティネットの今後のあり方について』 
～ 公営住宅法改正への対応について ～ 

■審議期間  平成 22～24年度（諮問：Ｈ22.8 答申：Ｈ25.2） 

■答申 
住宅困窮者の居住の安定確保のため，民間賃貸住宅の空き家活用の検討や，居住支援協議会に
おける支援策を強化し，重層的な政策を構成するよう取り組む必要がある。 
また，市営住宅については，引き続き住宅困窮者への配慮に取り組むとともに，地域コミュニ
ティの バランス化を図るため，ファミリー世帯が積極的に市営住宅へ入居できるよう更なる検
討が必要である。 

第６期 『福岡市住生活基本計画の策定について』 

■審議期間  平成 26～28年度（諮問：Ｈ26.2 答申：Ｈ28.5） 

■答申 
少子・高齢化や単身世帯の増加など大きな社会情勢の変化に直面するなか，多様なニーズに対
応し，多様な世帯が，地域のコミュニティの中で，安心して，健康，快適に暮らしていける住ま
い・まちづくり のあり方についての検討を踏まえ，福岡市住生活基本計画（案）として答申。 
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１ 公営住宅の現状と課題 

○ 応能応益家賃制度によって多くの公営住宅で家賃が引き下げられ応募が急増したが，住宅の量的な充足や市
民の居住ニーズの多様化から辞退者も多い。 
○ 利便性に劣る郊外の団地や，エレベーターのない最上階の住戸では，入居者がなかなか決まらない状況があ
る一方で，新築や交通利便性が高い住宅では非常に高い応募倍率となっており，公営住宅のストックと応募
者のニーズに隔たりがある。 
○ 市営住宅の約半数がまもなく更新時期を迎えるが，これらの市営住宅が現在の整備水準よりかなり低いもの
が多い。 
○ 市営住宅を取りまく財政状況が厳しくなっている。 
○ 福祉との連携強化など高齢社会への対応がより必要になっている。 
 

２ 公営住宅の基本的な考え方 

○ 真に困窮する低額所得者に対しては公営住宅で対応する必要がある。 
○ 低額所得者に対しては住宅市場全体で対応する必要がある。 
○ 既存住宅の改善及び建替等による質的向上に重点を置く必要がある。 
○ 入居者構成のバランスに配慮するとともに，相互扶助のシステムを研究する必要がある。 
 

３ 推進すべき施策 

（１）公営住宅整備の進め方 
◆ 管理戸数については現状程度にとどめ，量の拡大より改善や建替などのストックの質の向上に重点を置い
た対応が必要である。 
◆ 既存公営住宅の全面的改善，民間住宅の借上など経済性を重視した更新が必要である。 
◆ ストック活用計画を策定し，今後の住宅建設計画に反映する必要がある。 
◆ 建替など新たに建設する住宅は，長期間利用できるものとする必要がある。 
◆ 生活支援サービス施設の導入や団地規模の見直し・再配置が必要である。 
◆ 高齢者対応の住宅ストックとなるよう公営住宅の整備・改善を検討する必要がある。 
 
（２）公営住宅管理の進め方 
◆ 幅広い年齢層・世帯構成となるよう配慮する必要がある。 
◆ 団地管理のあり方や地域で助け合う仕組みを研究する必要がある。 
◆ 同じ団地で高齢者と親族が居住できるような仕組みづくりと，高齢者向け住戸の確保に努める必要がある。 
◆ 家族構成に応じた住戸への住替促進手法を検討する必要がある。 
◆ 公的住宅応募情報の一元化・相談窓口の充実を進める必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第１期住宅審議会  諮問事項：市民生活を支える良好な住宅の供給と管理について（公営住宅のあり方について）  審議期間：平成 11～12年度   答申：平成 12 年 8月 

◆ 市営住宅の現状・課題等に対応したストック総合活用計画を策定し，財政の軽減・平準
化を図りながら，効率的・効果的な建替・改善により居住水準の向上を目指す。 
◆ 全面的改善事業の導入により，住宅を長期活用するとともに，高齢化対応を図る。 
◆ 建替にあわせて確保した将来活用地を活用した，地域の課題を踏まえた生活支援サービ
ス施設（利便施設，高齢者福祉施設等）の導入を推進する。 

 
 

◆ 世帯構成の動向への対応や団地コミュニティの活性化を図るため，様々な世帯に応じた
住戸タイプの供給を図る。 

 
 

◆ 小規模な高齢者向け住宅の供給や，既存住棟へのエレベーター設置を推進。 
◆ 高齢化に対応した住替え制度の拡充や介護のための住替えを承認。 
◆ 保健福祉局の「見守りダイヤル」との連携など，高齢者に配慮した支援策を実施。 

≪答申に基づく施策の実施状況≫ 

（１）市営住宅ストック総合活用計画の策定，計画的な建替・改善の推進 

（２）型別供給に基づく市営住宅供給の推進 

（３）高齢者対応の充実 

○ 「官民の役割分担に基づく低廉な民間住宅の活用」を進めてもらいたい。民間住宅の借上
げや家賃の一部補助が考えられないか。 
○ 公営住宅は住宅困窮者が入るものだときちっとしておいた方がよい。 
○ 市営住宅の量的なことも重要な課題だと思うが，今までおろそかであったストック改善に
重点を置くことが，住宅政策にとって重要ではないか。 
○ 財政状況を考えて，管理戸数は現状程度にとどめるとなっており，住宅審議会での議論は
ここに落ち着いたと考えている。 
○ 応募倍率が高いこと，入居希望者が低所得層であることを踏まえ，質だけではなく量も考
えるべきだ。 
○ 市場性の中の公的住宅のあり方で，民間住宅の有効活用を合わせて考えなければ，公営住
宅のあり方が見えないという意見もある。 

≪住宅審議会における多様な意見≫ 

１ 
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１ 市営住宅の現状と課題 

○ 市営住宅の応募理由が「家賃が安い」など，民間賃貸住宅の利用が可能な世帯の応募がみられる。 
○ 真に住宅に困窮する世帯を優先するため，住宅の困窮度が高い世帯から優先的に入居者を決定する仕組みの
整備が必要である。 
○ 大量に建設した住宅の更新時期を迎え，厳しい財政状況が続く中，更新についてさらなる効率的・効果的な
対応が必要である。 

 

２ 住宅セーフティネットの再構築に向けた取組み等 

（１）住宅セーフティネットの再構築に向けた基本的な考え方 
～各主体の役割分担による重層的なセーフティネットづくり～ 

○ 重層的な住宅セーフティネットを構築するため，市営住宅だけでなく，その他の公的賃貸住宅，民間賃貸住
宅も含めた賃貸住宅市場全体による適切な役割分担のもと，各住宅事業者がそれぞれの役割を果たしていく
ことが必要である。 

（２）市営住宅の役割 
○ 賃貸住宅市場全体による重層的な住宅セーフティネットを構築する観点から，市営住宅は，真に住宅に困窮
する低額所得者世帯への供給を基本に，より公平かつ的確な供給を図っていく必要がある。 

 

３ 推進すべき施策 

（１）市営住宅の入居者選考方法のより一層の的確化等 
◆ より困窮度の高い世帯に的確に供給するため，困窮度を数値化して入居者を決定するポイント方式の導入
を検討する。 
◆ 高額所得者等について退去措置を講じるなど管理の一層の適正化を図るとともに，収入の増加が見込まれ
る世帯への期限付き入居制度の導入について研究する。 
◆ 若年世帯の入居を促進するため，子育て世帯等の募集枠を確保するとともに，住替え制度の活用を図る。 
◆ 良好なコミュニティバランスを形成するため，公営住宅以外の住宅の整備等について調査・研究する。 

（２）民間賃貸住宅に関する支援・誘導策 
◆ 民間賃貸住宅には多くの空き家があり，民間事業者との連携により，住宅困窮者対応のための有効活用を
図るべく，その具体的方策について検討を進める必要がある。 
◆ 民間家賃債務保証制度等の利用促進など困窮の内容に応じた居住支援制度等の構築について検討が必要で
ある。 

（３）各主体の連携，福祉施策との連携等 
◆ 住宅困窮者の円滑入居支援をより効果的に推進するため，行政や民間事業者等による居住支援協議会を設
立し，居住支援策の充実を図る必要がある。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４期住宅審議会  諮問事項：住宅セーフティネットの再構築について  審議期間：平成 18～19年度   答申：平成 19 年 11月 

＜附帯意見＞ 
市営住宅の管理戸数，民間賃貸住宅の活用等に関し，以下の意見があった。 
・入居餞別方法の見直しや管理の適正化を行っても，応募倍率の大幅な低下にはつながらないことから，市営住宅の
管理戸数を増やす必要がある。 
・民間賃貸住宅に相当数ある空家を活用せず，市営住宅の新設により管理戸数を増やすことは問題である。住宅セー
フティネットをより有効なものとするため，民間賃貸住宅への支援のあり方をさらに研究する必要がある。 

◆ 住宅困窮度を住環境（老朽度・狭小度等）や世帯属性（子の数等）等の項目別に数値化
し，総ポイントの高い世帯から優先して住宅を提供するポイント方式による入居者選考
を実施（H21.8～） 
ポイント方式によるあっせん件数 ： 21 件（H28 年度） 

◆ 子育て世帯に対する別枠募集，入居収入基準緩和等の優遇を実施 
子育て世帯別枠募集戸数 ： 99 戸（H28 年度） 
収入基準緩和 ： 158,000 円以下 → 259,000 円以下（H25 年度～） 

◆ 子育て世帯に対し，期限付き入居制度をモデル的に実施（H27 年度） 
期限付き入居募集戸数 ： 8 戸 

 
 

◆ 民間賃貸住宅を活用した住宅困窮者の円滑入居支援策の効果的な推進を図るため，行政
や民間賃貸住宅事業者等による居住支援協議会を設立（H21.3） 

＜主な取組み＞ 「住まいサポートふくおか」の実施（H26.10～） 
緊急連絡先や保証人が確保できない高齢者に対し，「支援団体」が実施する見守りや
死後事務等の入居支援・生活支援サービスをコーディネートし，高齢者の入居に協力
する「協力店」へ紹介を行い，高齢者の住替えを支援する。 
【利用状況】（H29.10 末時点） 
相談件数 ： 568 件 
物件紹介 ： 515 件 （うち成約件数 ： 163 件） 

≪答申に基づく施策の実施状況≫ 

（１）市営住宅の入居者選考方法のより一層の的確化等 

（２）居住支援協議会の設立と，入居支援策の検討・実施 

○ 市の財政は良くないが，市民のために使う予算は必要であり，市営住宅の数を増やさない
と今の状況は解決できない。 
○ 住宅困窮者の問題は市営住宅だけで議論しても解決しようがない。ストックの活用につい
ては，市営住宅と民間住宅を合わせて議論しないといけない。 
○ 市営住宅は，所得基準による公開抽選という形で入居が決められているが，真に困窮して
いる方に対して優先入居を図る選択方式を実施すべきではないか。 
○ 公営住宅の借上方式も検討しつつ，セーフティネットの公的ストックを確保しようという
ことか。 
→ 事務局説明：直接建設と比較すると自治体の持ち出しが多くなるという問題がある。 

≪住宅審議会における多様な意見≫ 

２ 
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○住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 

（平成十九年七月六日） 

（法律第百十二号） 

第百六十六回通常国会 

第一次安倍内閣 

改正 平成二三年四月二八日法律第三二号 

同二九年四月二六日同第二四号 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律をここに公布する。 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 

目次 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 基本方針（第四条） 

第三章 都道府県賃貸住宅供給促進計画及び市町村賃貸住宅供給促進計画（第五条―第七条） 

第四章 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業 

第一節 登録（第八条―第十五条） 

第二節 業務（第十六条・第十七条） 

第三節 登録住宅に係る特例（第十八条―第二十一条） 
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第五節 指定登録機関（第二十五条―第三十七条） 
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第六章 住宅確保要配慮者居住支援協議会（第五十一条・第五十二条） 

第七章 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する施策（第五十三条―第五十

七条） 

第八章 雑則（第五十八条―第六十条） 

第九章 罰則（第六十一条―第六十四条） 

附則 

第一章 総則 

（平二九法二四・章名追加） 

（目的） 

第一条 この法律は、住生活基本法（平成十八年法律第六十一号）の基本理念にのっとり、住宅

確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関し、国土交通大臣による基本方針の策定、都

道府県及び市町村による賃貸住宅供給促進計画の作成、住宅確保要配慮者の円滑な入居を促進

するための賃貸住宅の登録制度等について定めることにより、住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、もって国民生活の安定向上と社

会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（平二九法二四・一部改正） 

（定義） 

第二条 この法律において「住宅確保要配慮者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

一 その収入が国土交通省令で定める金額を超えない者 

二 災害（発生した日から起算して三年を経過していないものに限る。以下この号において同

じ。）により滅失若しくは損傷した住宅に当該災害が発生した日において居住していた者又

は災害に際し災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号）が適用された同法第二条に規定す

る市町村の区域に当該災害が発生した日において住所を有していた者 

三 高齢者 

四 障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第二条第一号に規定する障害者 

五 子ども（十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者をいう。）を養育

している者 

資料集６ 
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六 前各号に掲げるもののほか、住宅の確保に特に配慮を要するものとして国土交通省令で定

める者 

２ この法律において「公的賃貸住宅」とは、次の各号のいずれかに該当する賃貸住宅をいう。 

一 公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第二条第二号に規定する公営住宅その他地

方公共団体が整備する賃貸住宅 

二 独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）が整備する賃

貸住宅 

三 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成五年法律第五十二号。以下「特定優良

賃貸住宅法」という。）第六条に規定する特定優良賃貸住宅（同法第十三条第一項に規定す

る認定管理期間が経過したものを除く。以下単に「特定優良賃貸住宅」という。） 

四 前三号に掲げるもののほか、地方公共団体が住宅確保要配慮者の居住の安定の確保を図る

ことを目的としてその整備に要する費用の一部を負担して整備の推進を図る賃貸住宅（当該

負担を行うに当たり付した条件に基づきその入居者を公募することとされているものに限

る。） 

３ この法律において「民間賃貸住宅」とは、公的賃貸住宅以外の賃貸住宅をいう。 

（平二三法三二・平二九法二四・一部改正） 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を図るため、

必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

第二章 基本方針 

（平二九法二四・章名追加） 

第四条 国土交通大臣は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方

針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方向 

二 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標の設定に関する事項 

三 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な事項 

四 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する基本的な事項 

五 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する基本的な事項 

六 次条第一項に規定する都道府県賃貸住宅供給促進計画及び第六条第一項に規定する市町村

賃貸住宅供給促進計画の作成に関する基本的な事項 

七 前各号に掲げるもののほか、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する重

要事項 

３ 基本方針は、住生活基本法第十五条第一項に規定する全国計画との調和が保たれたものでな

ければならない。 

４ 国土交通大臣は、基本方針を定めようとするときは、関係行政機関の長に協議しなければな

らない。 

５ 国土交通大臣は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（平二九法二四・一部改正） 

第三章 都道府県賃貸住宅供給促進計画及び市町村賃貸住宅供給促進計画 

（平二九法二四・追加） 

（都道府県賃貸住宅供給促進計画） 

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内における住宅確保要配慮者に対

する賃貸住宅の供給の促進に関する計画（以下「都道府県賃貸住宅供給促進計画」という。）

を作成することができる。 

２ 都道府県賃貸住宅供給促進計画においては、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 当該都道府県の区域内における住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標 
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二 次に掲げる事項であって、前号の目標を達成するために必要なもの 

イ 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項 

ロ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する事項 

ハ 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 

三 計画期間 

３ 都道府県賃貸住宅供給促進計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、当該都道府県の

区域内における住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関し必要な事項を記載する

よう努めるものとする。 

４ 都道府県は、当該都道府県の区域内において公社による第九条第一項第七号に規定する住宅

確保要配慮者専用賃貸住宅の整備及び賃貸その他の管理に関する事業の実施が必要と認められ

る場合には、第二項第二号に掲げる事項に、当該事業の実施に関する事項を記載することがで

きる。 

５ 都道府県は、都道府県賃貸住宅供給促進計画に公社による前項に規定する事業の実施に関す

る事項を記載しようとするときは、当該事項について、あらかじめ、当該公社の同意を得なけ

ればならない。 

６ 都道府県は、当該都道府県の区域内において、特定優良賃貸住宅法第三条第四号に規定する

資格を有する入居者をその全部又は一部について確保することができない特定優良賃貸住宅を

活用し、住宅確保要配慮者（同号に規定する資格を有する者を除く。以下この項及び第七条第

一項において同じ。）に対する住宅を供給することが必要と認められる場合には、第二項第二

号に掲げる事項に、特定優良賃貸住宅の住宅確保要配慮者に対する賃貸に関する事項を記載す

ることができる。 

７ 都道府県は、都道府県賃貸住宅供給促進計画に特定優良賃貸住宅の住宅確保要配慮者に対す

る賃貸に関する事項を記載しようとするときは、当該事項について、あらかじめ、当該都道府

県の区域内の市（特別区を含む。以下同じ。）の長の同意を得なければならない。 

８ 都道府県は、都道府県賃貸住宅供給促進計画を作成しようとするときは、あらかじめ、イン

ターネットの利用その他の国土交通省令で定める方法により、住民の意見を反映させるために

必要な措置を講ずるよう努めるとともに、当該都道府県の区域内の市町村に協議しなければな

らない。この場合において、第五十一条第一項の規定により住宅確保要配慮者居住支援協議会

を組織し、又は地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法

（平成十七年法律第七十九号。第五十二条において「地域住宅特別措置法」という。）第五条

第一項の規定により地域住宅協議会を組織している都道府県にあっては、当該住宅確保要配慮

者居住支援協議会又は地域住宅協議会の意見を聴かなければならない。 

９ 都道府県は、都道府県賃貸住宅供給促進計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表する

よう努めるとともに、国土交通大臣及び当該都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しな

ければならない。 

10 第四項から前項までの規定は、都道府県賃貸住宅供給促進計画の変更について準用する。 

（平二九法二四・追加） 

（市町村賃貸住宅供給促進計画） 

第六条 市町村は、基本方針（都道府県賃貸住宅供給促進計画が作成されている場合にあっては、

都道府県賃貸住宅供給促進計画）に基づき、当該市町村の区域内における住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の促進に関する計画（以下「市町村賃貸住宅供給促進計画」という。）

を作成することができる。 

２ 市町村賃貸住宅供給促進計画においては、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 当該市町村の区域内における住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標 

二 次に掲げる事項であって、前号の目標を達成するために必要なもの 

イ 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項 

ロ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する事項 

ハ 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 
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三 計画期間 

３ 前条第三項から第十項までの規定は、市町村賃貸住宅供給促進計画について準用する。この

場合において、同条第三項中「前項各号」とあるのは「次条第二項各号」と、「当該都道府県」

とあるのは「当該市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）」と、同条第四項及び

第六項中「都道府県」とあるのは「市町村」と、「第二項第二号」とあるのは「次条第二項第

二号」と、同条第五項、第八項及び第九項中「都道府県は」とあるのは「市町村は」と、同条

第七項中「都道府県は」とあるのは「町村は」と、「当該都道府県の区域内の市（特別区を含

む。以下同じ。）の長」とあるのは「都道府県知事」と、同条第八項及び第九項中「当該都道

府県の区域内の市町村」とあるのは「都道府県」と、同条第八項中「都道府県に」とあるのは

「市町村に」と読み替えるものとする。 

（平二九法二四・追加） 

（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例） 

第七条 特定優良賃貸住宅法第五条第一項に規定する認定事業者（第三項において単に「認定事

業者」という。）は、次に掲げる区域内において、特定優良賃貸住宅の全部又は一部について

特定優良賃貸住宅法第三条第四号に規定する資格を有する入居者を国土交通省令で定める期間

以上確保することができないときは、特定優良賃貸住宅法の規定にかかわらず、都道府県知事

（市の区域内にあっては、当該市の長。第三項において同じ。）の承認を受けて、その全部又

は一部を住宅確保要配慮者に賃貸することができる。 

一 第五条第六項の規定により都道府県賃貸住宅供給促進計画に特定優良賃貸住宅の住宅確保

要配慮者に対する賃貸に関する事項を記載した都道府県の区域 

二 前条第三項において準用する第五条第六項の規定により市町村賃貸住宅供給促進計画に特

定優良賃貸住宅の住宅確保要配慮者に対する賃貸に関する事項を記載した市町村の区域 

２ 前項の規定により特定優良賃貸住宅の全部又は一部を賃貸する場合においては、当該賃貸借

を、借地借家法（平成三年法律第九十号）第三十八条第一項の規定による建物の賃貸借（国土

交通省令で定める期間を上回らない期間を定めたものに限る。）としなければならない。 

３ 認定事業者が第一項の規定による都道府県知事の承認を受けた場合における特定優良賃貸住

宅法第十一条第一項の規定の適用については、同項中「処分」とあるのは、「処分又は住宅確

保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成十九年法律第百十二号）第七条

第二項の規定」とする。 

（平二九法二四・追加） 

第四章 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業 

（平二九法二四・追加） 

第一節 登録 

（平二九法二四・追加） 

（住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録） 

第八条 住宅確保要配慮者の入居を受け入れることとしている賃貸住宅を賃貸する事業（以下「住

宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業」という。）を行う者は、住宅確保要配慮者円滑入居賃

貸住宅事業に係る賃貸住宅（以下「住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅」という。）を構成す

る建築物ごとに、都道府県知事の登録を受けることができる。 

（平二九法二四・追加） 

（登録の申請） 

第九条 前条の登録を受けようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる事

項を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の位置 

三 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の戸数 

四 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の規模 

五 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の構造及び設備 
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六 入居を受け入れることとする住宅確保要配慮者の範囲を定める場合にあっては、その範囲 

七 入居者の資格を、自ら居住するため賃貸住宅を必要とする住宅確保要配慮者又は当該住宅

確保要配慮者と同居するその配偶者等（配偶者その他の親族（婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者及び当該事情にある者の親族を含む。）で国土交通省令

で定める者をいう。）に限る賃貸住宅（第十八条第一項において「住宅確保要配慮者専用賃

貸住宅」という。）にあっては、その旨 

八 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の家賃その他賃貸の条件に関する事項 

九 その他国土交通省令で定める事項 

２ 前項の申請書には、第十一条第一項各号のいずれにも該当しないことを誓約する書面その他

の国土交通省令で定める書類を添付しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（登録の基準等） 

第十条 都道府県知事は、第八条の登録の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときは、

次条第一項の規定により登録を拒否する場合を除き、その登録をしなければならない。 

一 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の各戸の床面積が、国土交通省令で定める規模以上で

あること。 

二 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の構造及び設備が、住宅確保要配慮者の入居に支障を

及ぼすおそれがないものとして国土交通省令で定める基準に適合するものであること。 

三 前条第一項第六号に掲げる範囲が定められている場合にあっては、その範囲が、住宅確保

要配慮者の入居を不当に制限しないものとして国土交通省令で定める基準に適合するもの

であること。 

四 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の家賃その他賃貸の条件が、国土交通省令で定める基

準に従い適正に定められるものであること。 

五 その他基本方針（住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅が市町村賃貸住宅供給促進計画が作

成されている市町村の区域内にある場合にあっては基本方針及び市町村賃貸住宅供給促進

計画、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅が都道府県賃貸住宅供給促進計画が作成されてい

る都道府県の区域（当該市町村の区域を除く。）内にある場合にあっては基本方針及び都道

府県賃貸住宅供給促進計画）に照らして適切なものであること。 

２ 第八条の登録は、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅登録簿（以下「登録簿」という。）に

次に掲げる事項を記載してするものとする。 

一 前条第一項各号に掲げる事項 

二 登録年月日及び登録番号 

３ 都道府県知事は、第八条の登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録を受けた者に通

知しなければならない。 

４ 都道府県知事は、第八条の登録の申請が第一項の基準に適合しないと認めるときは、遅滞な

く、その理由を示して、その旨を申請者に通知しなければならない。 

５ 都道府県知事は、第八条の登録をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該登録を受けた住宅

確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業（以下「登録事業」という。）に係る住宅確保要配慮者円

滑入居賃貸住宅（以下「登録住宅」という。）の存する市町村の長に通知しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（登録の拒否） 

第十一条 都道府県知事は、第八条の登録を受けようとする者が次の各号のいずれかに該当する

とき、又は第九条第一項の申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記

載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならな

い。 

一 成年被後見人又は被保佐人 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終
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わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して二年を経過しない者 

四 第二十四条第一項又は第二項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算し

て二年を経過しない者 

五 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六

号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から五年を経過しない

者（第八号において「暴力団員等」という。） 

六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が

法人である場合においては、その役員を含む。）が前各号のいずれかに該当するもの 

七 法人であって、その役員のうちに第一号から第五号までのいずれかに該当する者があるも

の 

八 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

２ 都道府県知事は、前項の規定により登録の拒否をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録

の申請をした者に通知しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（登録事項等の変更） 

第十二条 登録事業を行う者（以下「登録事業者」という。）は、第九条第一項各号に掲げる事

項（以下「登録事項」という。）に変更があったとき、又は同条第二項に規定する添付書類の

記載事項に変更があったときは、その日から三十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出な

ければならない。 

２ 前項の規定による届出をする場合には、国土交通省令で定める書類を添付しなければならな

い。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による届出（登録事項の変更に係るものに限る。）を受けた

ときは、当該届出に係る登録事項が第十条第一項各号に掲げる基準に適合しないと認める場合

又は第二十四条第一項若しくは第二項の規定により登録を取り消す場合を除き、当該変更があ

った登録事項を登録簿に記載して、変更の登録をしなければならない。 

４ 都道府県知事は、前項の規定により変更の登録をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該登

録に係る登録住宅の存する市町村の長に通知しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（登録簿の閲覧） 

第十三条 都道府県知事は、登録簿を一般の閲覧に供しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（廃止の届出） 

第十四条 登録事業者は、登録事業を廃止したときは、その日から三十日以内に、その旨を都道

府県知事に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出があったときは、第八条の登録は、その効力を失う。 

（平二九法二四・追加） 

（登録の抹消） 

第十五条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、第八条の登録を抹消しなけ

ればならない。 

一 前条第二項の規定により登録が効力を失ったとき。 

二 第二十四条第一項又は第二項の規定により登録が取り消されたとき。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により登録を抹消したときは、遅滞なく、その旨を、当該登録

に係る登録住宅の存する市町村の長に通知しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

第二節 業務 

（平二九法二四・追加） 

（登録事項の公示） 

第十六条 登録事業者は、国土交通省令で定めるところにより、登録事項を公示しなければなら
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ない。 

（平二九法二四・追加） 

（入居の拒否の制限） 

第十七条 登録事業者は、登録住宅に入居を希望する住宅確保要配慮者（当該登録住宅について

第九条第一項第六号に掲げる範囲を定めた場合にあっては、その範囲に属する者。以下この条

及び第二十条第二項において同じ。）に対し、住宅確保要配慮者であることを理由として、入

居を拒んではならない。 

（平二九法二四・追加） 

第三節 登録住宅に係る特例 

（平二九法二四・追加） 

（委託により公社の行う住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の整備等の業務） 

第十八条 公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条に規定する

業務のほか、次に掲げる区域内において、委託により、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅（登録

住宅であるものに限る。）の整備及び賃貸その他の管理の業務を行うことができる。 

一 第五条第四項の規定により都道府県賃貸住宅供給促進計画に公社による同項に規定する事

業の実施に関する事項を記載した都道府県の区域 

二 第六条第三項において準用する第五条第四項の規定により市町村賃貸住宅供給促進計画に

公社による同項に規定する事業の実施に関する事項を記載した市町村の区域 

２ 前項の規定により公社が同項に規定する業務を行う場合には、地方住宅供給公社法第四十九

条第三号中「第二十一条に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び住宅

確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成十九年法律第百十二号）第十

八条第一項に規定する業務」とする。 

（平二九法二四・追加） 

（機構の行う登録住宅の改良資金の融資） 

第十九条 独立行政法人住宅金融支援機構（次条において「機構」という。）は、独立行政法人

住宅金融支援機構法（平成十七年法律第八十二号。次条第一項において「機構法」という。）

第十三条第一項に規定する業務のほか、登録住宅の改良（登録住宅とすることを主たる目的と

する人の居住の用その他その本来の用途に供したことのある建築物の改良を含む。）に必要な

資金を貸し付けることができる。 

（平二九法二四・追加） 

（機構の行う家賃債務保証保険契約に係る保険） 

第二十条 機構は、機構法第十三条第一項に規定する業務のほか、家賃債務保証保険契約に係る

保険を行うことができる。 

２ 前項の「家賃債務保証保険契約」とは、機構が事業年度ごとに家賃債務保証業者（賃貸住宅

の賃借人の委託を受けて当該賃借人の家賃の支払に係る債務（以下「家賃債務」という。）を

保証することを業として行う者であって、家賃債務の保証を適正かつ確実に実施することがで

きると認められるものとして国土交通省令で定める要件に該当する者をいう。以下この条にお

いて同じ。）と締結する契約であって、家賃債務保証業者が登録住宅に入居する住宅確保要配

慮者（以下「登録住宅入居者」という。）の家賃債務（利息に係るものを除く。以下この条に

おいて同じ。）の保証をしたことを機構に通知することにより、当該家賃債務保証業者が登録

住宅入居者の家賃債務につき保証をした金額の総額が一定の金額に達するまで、その保証につ

き、機構と当該家賃債務保証業者との間に保険関係が成立する旨を定めるものをいう。 

３ 前項に規定する家賃債務保証保険契約（第十項において単に「家賃債務保証保険契約」とい

う。）に係る保険関係においては、家賃債務保証業者が登録住宅入居者の家賃債務につき保証

をした金額を保険価額とし、家賃債務保証業者が登録住宅入居者に代わってする家賃債務の全

部又は一部の弁済を保険事故とし、保険価額に百分の七十を超えない範囲内において国土交通

省令で定める割合を乗じて得た金額を保険金額とする。 

４ 機構が前項の保険関係に基づいて支払うべき保険金の額は、家賃債務保証業者が登録住宅入
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居者に代わって弁済をした家賃債務の額から当該家賃債務保証業者が保険金の支払の請求をす

る時までに当該登録住宅入居者に対する求償権（弁済をした日以後の利息及び避けることがで

きなかった費用その他の損害の賠償に係る部分を除く。）を行使して取得した額を控除した残

額に、同項の国土交通省令で定める割合を乗じて得た額とする。 

５ 前項の求償権を行使して取得した額は、家賃債務保証業者が登録住宅入居者の家賃債務のほ

か利息又は費用についても弁済をしたときは、当該求償権を行使して取得した総額に、その弁

済をした家賃債務の額の総弁済額に対する割合を乗じて得た額とする。 

６ 家賃債務保証業者は、保険事故の発生の日から一年を超えない範囲内において国土交通省令

で定める期間を経過した後は、保険金の支払の請求をすることができない。 

７ 家賃債務保証業者は、第三項の保険関係が成立した保証に基づき登録住宅入居者に代わって

弁済をした場合には、その求償に努めなければならない。 

８ 保険金の支払を受けた家賃債務保証業者は、その支払の請求をした後登録住宅入居者に対す

る求償権（家賃債務保証業者が登録住宅入居者に代わって家賃債務の弁済をした日以後保険金

の支払を受けた日までの利息及び避けることができなかった費用その他の損害の賠償に係る部

分を除く。）を行使して取得した額に、当該支払を受けた保険金の額の当該保険金に係る第四

項に規定する残額に対する割合を乗じて得た額を機構に納付しなければならない。 

９ 前項の求償権を行使して取得した額については、第五項の規定を準用する。 

10 機構は、家賃債務保証業者が家賃債務保証保険契約の条項に違反したときは、第三項の保険

関係に基づく保険金の全部若しくは一部を支払わず、若しくは保険金の全部若しくは一部を返

還させ、又は将来にわたって当該保険契約を解除することができる。 

（平二九法二四・追加） 

（保護の実施機関による被保護入居者の状況の把握等） 

第二十一条 登録事業者（第五十一条第一項の住宅確保要配慮者居住支援協議会の構成員である

ことその他の国土交通省令・厚生労働省令で定める要件に該当する者に限る。）は、被保護入

居者（被保護者（生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第一項に規定する被保

護者をいう。）である登録住宅入居者をいい、登録住宅入居者となろうとする者を含む。以下

この条において同じ。）が家賃の請求に応じないことその他の被保護入居者の居住の安定の確

保を図る上で支障となるものとして国土交通省令・厚生労働省令で定める事情があるときは、

国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、その旨を保護の実施機関（同法第十九条

第四項に規定する保護の実施機関をいう。次項において同じ。）に通知することができる。 

２ 保護の実施機関は、前項の規定による通知を受けたときは、当該通知に係る被保護入居者に

対し生活保護法第三十七条の二の規定による措置その他の同法による保護の目的を達するため

に必要な措置を講ずる必要があるかどうかを判断するため、速やかに、当該被保護入居者の状

況の把握その他当該通知に係る事実について確認するための措置を講ずるものとする。 

（平二九法二四・追加） 

第四節 監督 

（平二九法二四・追加） 

（報告の徴収） 

第二十二条 都道府県知事は、登録事業者に対し、登録住宅の管理の状況について報告を求める

ことができる。 

（平二九法二四・追加） 

（指示） 

第二十三条 都道府県知事は、登録された登録事項が事実と異なるときは、その登録事業者に対

し、当該事項の訂正を申請すべきことを指示することができる。 

２ 都道府県知事は、登録事業が第十条第一項各号に掲げる基準に適合しないと認めるときは、

その登録事業者に対し、その登録事業を当該基準に適合させるために必要な措置をとるべきこ

とを指示することができる。 

３ 都道府県知事は、登録事業者が第十六条又は第十七条の規定に違反したときは、当該登録事
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業者に対し、その是正のために必要な措置をとるべきことを指示することができる。 

（平二九法二四・追加） 

（登録の取消し） 

第二十四条 都道府県知事は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第八条の登

録を取り消さなければならない。 

一 第十一条第一項各号（第四号を除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 不正な手段により第八条の登録を受けたとき。 

２ 都道府県知事は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第八条の登録を取り

消すことができる。 

一 第十二条第一項の規定に違反したとき。 

二 前条の規定による指示に違反したとき。 

３ 都道府県知事は、前二項の規定により登録を取り消したときは、遅滞なく、その旨を当該登

録事業者であった者に通知しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

第五節 指定登録機関 

（平二九法二四・追加） 

（指定登録機関の指定等） 

第二十五条 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定登録機関」という。）に、住宅確保

要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録及び登録簿の閲覧の実施に関する事務（前節の規定によ

る事務を除く。以下「登録事務」という。）の全部又は一部を行わせることができる。 

２ 指定登録機関の指定（以下この節において単に「指定」という。）は、登録事務を行おうと

する者の申請により行う。 

３ 都道府県知事は、指定をしたときは、指定登録機関が行う登録事務を行わないものとし、こ

の場合における登録事務の引継ぎその他の必要な事項は、国土交通省令で定める。 

４ 指定登録機関が登録事務を行う場合における第八条から第十五条までの規定の適用について

は、これらの規定中「都道府県知事」とあるのは、「第二十五条第二項の指定を受けた者」と

する。 

（平二九法二四・追加） 

（欠格条項） 

第二十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、指定を受けることができない。 

一 未成年者、成年被後見人又は被保佐人 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終

わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して二年を経過しない者 

四 第三十五条第一項又は第二項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し

て二年を経過しない者 

五 法人であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 

（平二九法二四・追加） 

（指定の基準） 

第二十七条 都道府県知事は、当該都道府県の区域において他に指定を受けた者がなく、かつ、

指定の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときでなければ、指定をしてはならない。 

一 職員、登録事務の実施の方法その他の事項についての登録事務の実施に関する計画が、登

録事務の適確な実施のために適切なものであること。 

二 前号の登録事務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的な基礎を

有するものであること。 

三 登録事務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって登録事務の公正

な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

四 前三号に定めるもののほか、登録事務を公正かつ適確に行うことができるものであること。 
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（平二九法二四・追加） 

（指定の公示等） 

第二十八条 都道府県知事は、指定をしたときは、指定登録機関の名称及び住所、指定登録機関

が行う登録事務の範囲、登録事務を行う事務所の所在地並びに登録事務の開始の日を公示しな

ければならない。 

２ 指定登録機関は、その名称若しくは住所又は登録事務を行う事務所の所在地を変更しようと

するときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければ

ならない。 

３ 都道府県知事は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（秘密保持義務等） 

第二十九条 指定登録機関（その者が法人である場合にあっては、その役員。次項において同じ。）

及びその職員並びにこれらの者であった者は、登録事務に関して知り得た秘密を漏らし、又は

自己の利益のために使用してはならない。 

２ 指定登録機関及びその職員で登録事務に従事する者は、刑法（明治四十年法律第四十五号）

その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（平二九法二四・追加） 

（登録事務規程） 

第三十条 指定登録機関は、登録事務に関する規程（以下「登録事務規程」という。）を定め、

都道府県知事の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 登録事務規程で定めるべき事項は、国土交通省令で定める。 

３ 都道府県知事は、第一項の認可をした登録事務規程が登録事務の公正かつ適確な実施上不適

当となったと認めるときは、その登録事務規程を変更すべきことを命ずることができる。 

（平二九法二四・追加） 

（帳簿の備付け等） 

第三十一条 指定登録機関は、国土交通省令で定めるところにより、登録事務に関する事項で国

土交通省令で定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、指定登録機関は、国土交通省令で定めるところにより、登録事務

に関する書類で国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（監督命令） 

第三十二条 都道府県知事は、登録事務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認め

るときは、指定登録機関に対し、登録事務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

（平二九法二四・追加） 

（報告、検査等） 

第三十三条 都道府県知事は、登録事務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認め

るときは、指定登録機関に対し登録事務に関し必要な報告を求め、又はその職員に、指定登録

機関の事務所に立ち入り、登録事務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示し

なければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（平二九法二四・追加） 

（登録事務の休廃止） 

第三十四条 指定登録機関は、都道府県知事の許可を受けなければ、登録事務の全部若しくは一

部を休止し、又は廃止してはならない。 

２ 都道府県知事は、前項の許可をしたときは、その旨を公示しなければならない。 
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（平二九法二四・追加） 

（指定の取消し等） 

第三十五条 都道府県知事は、指定登録機関が第二十六条各号（第四号を除く。）のいずれかに

該当するに至ったときは、その指定を取り消さなければならない。 

２ 都道府県知事は、指定登録機関が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消

し、又は期間を定めて登録事務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

一 第二十五条第四項の規定により読み替えて適用する第十条、第十一条、第十二条第三項若

しくは第四項、第十三条又は第十五条の規定に違反したとき。 

二 第二十八条第二項、第三十一条又は前条第一項の規定に違反したとき。 

三 第三十条第一項の認可を受けた登録事務規程によらないで登録事務を行ったとき。 

四 第三十条第三項又は第三十二条の規定による命令に違反したとき。 

五 第二十七条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。 

六 登録事務に関し著しく不適当な行為をしたとき、又は法人にあってはその役員が登録事務

に関し著しく不適当な行為をしたとき。 

七 不正な手段により指定を受けたとき。 

３ 都道府県知事は、前二項の規定により指定を取り消し、又は前項の規定により登録事務の全

部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を公示しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（都道府県知事による登録事務の実施） 

第三十六条 都道府県知事は、指定登録機関が第三十四条第一項の規定により登録事務の全部若

しくは一部を休止したとき、前条第二項の規定により指定登録機関に対し登録事務の全部若し

くは一部の停止を命じたとき、又は指定登録機関が天災その他の事由により登録事務の全部若

しくは一部を実施することが困難となった場合において必要があると認めるときは、第二十五

条第三項の規定にかかわらず、登録事務の全部又は一部を自ら行うものとする。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により登録事務を行うこととし、又は同項の規定により行って

いる登録事務を行わないこととするときは、その旨を公示しなければならない。 

３ 都道府県知事が、第一項の規定により登録事務を行うこととし、第三十四条第一項の規定に

より登録事務の廃止を許可し、若しくは前条第一項若しくは第二項の規定により指定を取り消

し、又は第一項の規定により行っている登録事務を行わないこととする場合における登録事務

の引継ぎその他の必要な事項は、国土交通省令で定める。 

（平二九法二四・追加） 

（登録手数料） 

第三十七条 都道府県は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百二十七条の規定に

基づき登録に係る手数料を徴収する場合においては、第二十五条の規定により指定登録機関が

行う登録を受けようとする者に、条例で定めるところにより、当該手数料を当該指定登録機関

に納めさせることができる。 

２ 前項の規定により指定登録機関に納められた手数料は、当該指定登録機関の収入とする。 

（平二九法二四・追加） 

第六節 雑則 

（平二九法二四・追加） 

（資金の確保等） 

第三十八条 国及び地方公共団体は、登録住宅の整備のために必要な資金の確保又はその融通の

あっせんに努めなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（賃貸住宅への円滑な入居のための援助） 

第三十九条 都道府県知事は、登録事業者が破産手続開始の決定を受けたときその他登録住宅入

居者（登録住宅入居者であった者を含む。）の居住の安定を図るため必要があると認めるとき

は、当該登録住宅入居者に対し、他の適当な賃貸住宅に円滑に入居するために必要な助言その
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他の援助を行うよう努めなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

第五章 住宅確保要配慮者居住支援法人 

（平二九法二四・追加） 

（住宅確保要配慮者居住支援法人） 

第四十条 都道府県知事は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定

する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人その他の営利を目的としない法

人又は住宅確保要配慮者の居住の支援を行うことを目的とする会社であって、第四十二条に規

定する業務（以下「支援業務」という。）に関し次に掲げる基準に適合すると認められるもの

を、その申請により、住宅確保要配慮者居住支援法人（以下「支援法人」という。）として指

定することができる。 

一 職員、支援業務の実施の方法その他の事項についての支援業務の実施に関する計画が、支

援業務の適確な実施のために適切なものであること。 

二 前号の支援業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的な基礎を

有するものであること。 

三 役員又は職員の構成が、支援業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであるこ

と。 

四 支援業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって支援業務の公正

な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

五 前各号に定めるもののほか、支援業務を公正かつ適確に行うことができるものであること。 

（平二九法二四・追加） 

（指定の公示等） 

第四十一条 都道府県知事は、前条の規定による指定（以下単に「指定」という。）をしたとき

は、支援法人の名称及び住所並びに支援業務を行う事務所の所在地を公示しなければならない。 

２ 支援法人は、その名称若しくは住所又は支援業務を行う事務所の所在地を変更しようとする

ときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければなら

ない。 

３ 都道府県知事は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（業務） 

第四十二条 支援法人は、当該都道府県の区域内において、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 登録事業者からの要請に基づき、登録住宅入居者の家賃債務の保証をすること。 

二 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報の提供、相談その他の援

助を行うこと。 

三 賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報の提供、相談そ

の他の援助を行うこと。 

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（平二九法二四・追加） 

（業務の委託） 

第四十三条 支援法人は、都道府県知事の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（以下「債務

保証業務」という。）のうち債務の保証の決定以外の業務の全部又は一部を金融機関その他の

者に委託することができる。 

２ 金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の規定による委託を受け、当該業務を行う

ことができる。 

（平二九法二四・追加） 

（債務保証業務規程） 

第四十四条 支援法人は、債務保証業務に関する規程（以下「債務保証業務規程」という。）を

定め、都道府県知事の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様と
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する。 

２ 債務保証業務規程で定めるべき事項は、国土交通省令で定める。 

３ 都道府県知事は、第一項の認可をした債務保証業務規程が債務保証業務の公正かつ適確な実

施上不適当となったと認めるときは、その債務保証業務規程を変更すべきことを命ずることが

できる。 

（平二九法二四・追加） 

（事業計画等） 

第四十五条 支援法人は、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事

業計画及び収支予算を作成し、当該事業年度の開始前に（指定を受けた日の属する事業年度に

あっては、その指定を受けた後遅滞なく）、都道府県知事の認可を受けなければならない。こ

れを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 支援法人は、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業報告書

及び収支決算書を作成し、当該事業年度経過後三月以内に、都道府県知事に提出しなければな

らない。 

（平二九法二四・追加） 

（区分経理） 

第四十六条 支援法人は、国土交通省令で定めるところにより、債務保証業務及びこれに附帯す

る業務に係る経理とその他の業務に係る経理とを区分して整理しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（帳簿の備付け等） 

第四十七条 支援法人は、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する事項で国土交

通省令で定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、支援法人は、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関

する書類で国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

（監督命令） 

第四十八条 都道府県知事は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認め

るときは、支援法人に対し、支援業務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

（平二九法二四・追加） 

（報告、検査等） 

第四十九条 都道府県知事は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認め

るときは、支援法人に対し支援業務若しくは資産の状況に関し必要な報告を求め、又はその職

員に、支援法人の事務所に立ち入り、支援業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 第三十三条第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。 

（平二九法二四・追加） 

（指定の取消し等） 

第五十条 都道府県知事は、支援法人が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り

消すことができる。 

一 第四十一条第二項又は第四十五条から第四十七条までの規定に違反したとき。 

二 第四十四条第一項の認可を受けた債務保証業務規程によらないで債務保証業務を行ったと

き。 

三 第四十四条第三項又は第四十八条の規定による命令に違反したとき。 

四 第四十条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。 

五 支援法人又はその役員が、支援業務に関し著しく不適当な行為をしたとき。 

六 不正な手段により指定を受けたとき。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければなら

ない。 
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（平二九法二四・追加） 

第六章 住宅確保要配慮者居住支援協議会 

（平二九法二四・追加） 

（住宅確保要配慮者居住支援協議会） 

第五十一条 地方公共団体、支援法人、宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和二十七年法

律第百七十六号）第二条第三号に規定する宅地建物取引業者をいう。）、賃貸住宅を管理する

事業を行う者その他の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に資する活動を

行う者は、住宅確保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供その他の住宅確保

要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し必要な措置について協議するため、住宅

確保要配慮者居住支援協議会（以下「支援協議会」という。）を組織することができる。 

２ 前項の協議を行うための会議において協議が調った事項については、支援協議会の構成員は、

その協議の結果を尊重しなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、支援協議会の運営に関し必要な事項は、支援協議会が定める。 

（平二九法二四・追加） 

（支援協議会及び地域住宅協議会の連携） 

第五十二条 前条第一項の規定により支援協議会が組織された地方公共団体の区域について地域

住宅特別措置法第五条第一項の規定により地域住宅協議会が組織されている場合には、当該支

援協議会及び地域住宅協議会は、住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、

相互に連携を図るよう努めなければならない。 

（平二九法二四・追加） 

第七章 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する施策 

（平二九法二四・章名追加） 

（公的賃貸住宅の供給の促進） 

第五十三条 国及び地方公共団体は、所得の状況、心身の状況、世帯構成その他の住宅確保要配

慮者の住宅の確保について配慮を必要とする事情を勘案し、既存の公的賃貸住宅の有効活用を

図りつつ、公的賃貸住宅の適切な供給の促進に関し必要な施策を講ずるよう努めなければなら

ない。 

２ 公的賃貸住宅の管理者は、公的賃貸住宅の入居者の選考に当たり、住宅確保要配慮者の居住

の安定に配慮するよう努めなければならない。 

（平二九法二四・旧第五条繰下） 

（民間賃貸住宅への円滑な入居の促進） 

第五十四条 国及び地方公共団体は、住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅を円滑に賃借することが

できるようにするため、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人に対する支援その他の住

宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し必要な施策を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

２ 民間賃貸住宅を賃貸する事業を行う者は、国及び地方公共団体が講ずる住宅確保要配慮者の

民間賃貸住宅への円滑な入居の促進のための施策に協力するよう努めなければならない。 

（平二九法二四・旧第六条繰下） 

（情報の提供等） 

第五十五条 国及び地方公共団体は、住宅確保要配慮者が賃貸住宅に関しその事情に応じた適切

な情報を効果的かつ効率的に入手することができるようにするため、賃貸住宅に関する情報の

提供及び相談の実施に関し必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

（平二九法二四・旧第七条繰下） 

（住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する施策等との連携） 

第五十六条 国及び地方公共団体は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する

施策を推進するに当たっては、住宅確保要配慮者の自立の支援に関する施策、住宅確保要配慮

者の福祉に関する施策その他の住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する施策並びに良

好な居住環境の形成に関する施策との連携を図るよう努めなければならない。 
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（平二九法二四・旧第八条繰下） 

（地方公共団体への支援） 

第五十七条 国は、地方公共団体が講ずる住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関

する施策を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（平二九法二四・旧第十二条繰下） 

第八章 雑則 

（平二九法二四・追加） 

（大都市等の特例） 

第五十八条 第四章の規定により都道府県又は都道府県知事の権限に属するものとされている事

務は、地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下この条において単に「指定都

市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以下この条において単に「中

核市」という。）においては、指定都市若しくは中核市（以下この条において「指定都市等」

という。）又は指定都市等の長が行うものとする。この場合においては、同章中都道府県又は

都道府県知事に関する規定は、指定都市等又は指定都市等の長に関する規定として指定都市等

又は指定都市等の長に適用があるものとする。 

（平二九法二四・追加） 

（国土交通省令への委任） 

第五十九条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、国土交通省令

で定める。 

（平二九法二四・追加） 

（経過措置） 

第六十条 この法律に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制

定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する

経過措置を含む。）を定めることができる。 

（平二九法二四・追加） 

第九章 罰則 

（平二九法二四・追加） 

第六十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処

する。 

一 第二十九条第一項の規定に違反して、その職務に関し知り得た秘密を漏らし、又は自己の

利益のために使用した者 

二 第三十五条第二項の規定による登録事務の停止の命令に違反した者 

（平二九法二四・追加） 

第六十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 不正の手段によって第八条の登録を受けた者 

二 第十二条第一項又は第十四条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 第三十一条第一項又は第四十七条第一項の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記

載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

四 第三十一条第二項又は第四十七条第二項の規定に違反した者 

五 第三十三条第一項又は第四十九条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした

者 

六 第三十三条第一項又は第四十九条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

七 第三十三条第一項又は第四十九条第一項の規定による質問に対して答弁せず、又は虚偽の

答弁をした者 

八 第三十四条第一項の規定による許可を受けないで登録事務の全部を廃止した者 

（平二九法二四・追加） 

第六十三条 第二十二条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の

罰金に処する。 
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（平二九法二四・追加） 

第六十四条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は

人の業務に関して前三条の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、その法

人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。 

（平二九法二四・追加） 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二三年四月二八日法律第三二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

（平成二三年政令第二三六号で平成二三年一〇月二〇日から施行） 

附 則 （平成二九年四月二六日法律第二四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

（政令への委任） 

第二条 この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第三条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の住宅

確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の施行の状況について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 



○住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則 

 

（法第二条第一項第一号の収入） 

第一条 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（以下「法」という。）

第二条第一項第一号に規定する収入は、本人及び当該本人と同居するその配偶者等（配偶者そ

の他の親族（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者及び当該事情に

ある者の親族を含む。）であって、本人と生計を一にする者をいう。以下この条において「同

居者」という。）の過去一年間における所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第二編第二章

第一節から第三節までの例に準じて算出した所得金額（給与所得者が就職後一年を経過しない

場合等その額をその者の継続的収入とすることが著しく不適当である場合においては、国土交

通大臣の定めるところにより算定した額とし、第五号において単に「所得金額」という。）の

合計から次に掲げる額を控除した額を十二で除した額をいう。 

一 同居者又は所得税法第二条第一項第三十三号に規定する控除対象配偶者（次号において単

に「控除対象配偶者」という。）若しくは同項第三十四号に規定する扶養親族（以下この

条において単に「扶養親族」という。）で本人及び同居者以外のもの一人につき三十八万

円 

二 控除対象配偶者が所得税法第二条第一項第三十三号の二に規定する老人控除対象配偶者

である場合又は扶養親族が同項第三十四号の四に規定する老人扶養親族である場合には、

その老人控除対象配偶者又は老人扶養親族一人につき十万円 

三 扶養親族が十六歳以上二十三歳未満の者である場合には、その扶養親族一人につき二十五

万円 

四 本人又は第一号に規定する者に所得税法第二条第一項第二十八号に規定する障害者があ

る場合には、その障害者一人につき二十七万円（その者が同項第二十九号に規定する特別

障害者である場合には、四十万円） 

五 本人又は同居者に所得税法第二条第一項第三十号に規定する寡婦（同号イ中「夫と死別し、

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定め

るもの」とあるのを「婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻をしていない

もの」と読み替えた場合において同号イに該当する者を含む。）又は同項第三十一号に規

定する寡夫（同号中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の

生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで父となった男

子であって、現に婚姻をしていないもの」と読み替えた場合において同号に該当する者を

含む。）がある場合には、その寡婦又は寡夫一人につき二十七万円（その者の所得金額が

二十七万円未満である場合には、当該所得金額） 

（法第二条第一項第一号の国土交通省令で定める金額）  

第二条 法第二条第一項第一号の国土交通省令で定める金額は、十五万八千円とする。 

（法第二条第一項第六号の国土交通省令で定める者） 

第三条 法第二条第一項第六号の国土交通省令で定める者は、次に掲げる者とする。 

一 日本の国籍を有しない者 

二 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成六年法律第三十号）第十四条第一項に規定する支援給付

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を

改正する法律（平成十九年法律第百二十七号）附則第四条第一項に規定する支援給付を含

む。）を受けている者 

三 児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）第二条に規定する児童虐待

を受けた者 

四 ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平成十三年法律第六十

三号）第二条に規定するハンセン病療養所入所者等 

五 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一号。

資料集７ 



以下この号において「配偶者暴力防止等法」という。）第一条第二項に規定する被害者で

イ又はロのいずれかに該当するもの 

イ 配偶者暴力防止等法第三条第三項第三号の規定による一時保護又は配偶者暴力防止等

法第五条の規定による保護が終了した日から起算して五年を経過していない者 

ロ 配偶者暴力防止等法第十条第一項の規定により裁判所がした命令の申立てを行った者

で当該命令がその効力を生じた日から起算して五年を経過していないもの 

六 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律（平成十四年法律第百四十三

号）第二条第一項第五号に規定する帰国被害者等 

七 犯罪被害者等基本法（平成十六年法律第百六十一号）第二条第二項に規定する犯罪被害者

等 

八 更生保護法（平成十九年法律第八十八号）第四十八条に規定する保護観察対象者若しくは

売春防止法（昭和三十一年法律第百十八号）第二十六条第一項に規定する保護観察に付さ

れている者又は更生保護法第八十五条第一項（売春防止法第三十一条の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）に規定する更生緊急保護を受けている者 

九 生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）第二条第二項第三号に規定する事業

による援助を受けている者 

十 著しく異常かつ激甚な非常災害として国土交通大臣が指定する災害であって発生した日

から起算して国土交通大臣が定める期間を経過していないものにより滅失若しくは損傷し

た住宅に当該災害が発生した日において居住していた者又は当該災害に際し災害救助法

（昭和二十二年法律第百十八号）が適用された同法第二条に規定する市町村の区域（国土

交通大臣が定めるものを除く。）若しくはこれに準ずる区域として国土交通大臣が定める

ものに当該災害が発生した日において住所を有していた者 

十一 前各号に掲げる者のほか、都道府県賃貸住宅供給促進計画及び市町村賃貸住宅供給促進

計画で定める者 

（住民の意見を反映させるために必要な措置） 

第四条 法第五条第八項（法第六条第三項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定

める方法は、都道府県賃貸住宅供給促進計画（法第六条第三項において準用する場合にあって

は、市町村賃貸住宅供給促進計画）の案及び当該案に対する住民の意見の提出方法、提出期限、

提出先その他住民の意見の提出に必要な事項を、インターネットの利用、印刷物の配布その他

適切な手段により住民に周知する方法とする。 

（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例を受けるための特定優良賃貸住

宅の入居者を確保することができない期間） 

第五条 法第七条第一項の国土交通省令で定める期間は、三月とする。 

（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例に係る特定優良賃貸住宅の賃貸

借の期間） 

第六条 法第七条第二項の国土交通省令で定める期間は、五年とする。 

（住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録申請書） 

第七条 法第九条第一項の申請書の様式は、別記様式第一号とする。 

（法第九条第一項第七号の国土交通省令で定める者） 

第八条 法第九条第一項第七号の国土交通省令で定める者は、配偶者その他の親族（婚姻の届出

をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者及び当該事情にある者の親族を含む。）

であって、住宅確保要配慮者と生計を一にするものとする。 

（登録申請書の記載事項） 

第九条 法第九条第一項第九号の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 法人である場合においては、その役員の氏名 

二 未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人であ

る場合においては、その商号又は名称、住所並びにその代表者及び役員の氏名） 

三 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の名称 



四 着工の年月 

五 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅に関する権利の種別及び内容 

六 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の管理を委託により他の事業者に行わせる場合にあ

っては、当該事業者の商号、名称又は氏名、住所及び委託契約に係る事項 

七 登録の申請が基本方針（住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅が市町村賃貸住宅供給促進計

画が定められている市町村の区域内のものである場合にあっては基本方針及び市町村賃貸

住宅供給促進計画、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅が都道府県賃貸住宅供給促進計画

が定められている都道府県の区域（当該市町村の区域を除く。）内のものである場合にあ

っては基本方針及び都道府県賃貸住宅供給促進計画）に照らして適切なものである旨 

八 居住の用に供する前の住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅にあっては、入居開始時期 

九 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の全部又は一部が、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅で

ある場合にあっては、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の位置及び戸数 

（登録申請書に添付する書類） 

第十条 法第九条第二項の国土交通省令で定める書類（第十七条第二項において「添付書類」と

いう。）は、次に掲げるものとする。 

一 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の位置を表示した付近見取図 

二 縮尺、方位並びに住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅及びその敷地を表示した図面 

三 縮尺、方位、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の間取り、各室の用途及び設備の概要を

表示した各階平面図 

四 登録を申請しようとする者が住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅を自ら所有する場合に

あっては、その旨を証する書類 

五 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の管理を委託により他の事業者に行わせる場合にあ

っては、委託契約に係る書類 

六 登録を申請しようとする者が法人である場合においては、登記事項証明書及び定款 

七 登録を申請しようとする者（未成年者である場合に限る。）の法定代理人が法人である場

合においては、登記事項証明書 

八 登録を受けようとする者（法人である場合においては当該法人並びにその代表者及び役員

を含む。）並びに建物の転貸借が行われている場合にあっては当該建物の所有者及び転貸

人が法第十一条第一項各号に掲げる欠格要件に該当しない者であることを誓約する書面 

九 登録を受けようとする者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であ

る場合においては、その法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その代表

者及び役員を含む。）が法第十一条第一項第一号から第五号までに掲げる欠格要件に該当

しない者であることを誓約する書面 

十 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅が昭和五十六年六月一日以後に新築の工事に着手し

たものであるときは、建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第七条第五項（同法第

八十七条の二において準用する場合を含む。）の検査済証その他の書類で当該住宅が昭和

五十六年六月一日以後に新築の工事に着手されたものであることを明らかにする書類 

十一 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅が昭和五十六年五月三十一日以前に新築の工事に

着手したものであるときは、地震に対する安全性に係る建築基準法並びにこれに基づく命

令及び条例の規定に適合するもの又はこれに準ずるものであることを確認できる書類で次

に掲げるもの 

イ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第四条第一項に

規定する基本方針のうち同条第二項第三号の技術上の指針となるべき事項に基づいて

建築士が行った耐震診断の結果についての報告書 

ロ 既存住宅に係る住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年法律第八十一号）

第六条第三項の建設住宅性能評価書 

ハ 既存住宅の売買に係る特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成十九

年法律第六十六号）第十九条第二号の保険契約が締結されていることを証する書類 



ニ イからハまでに掲げるもののほか、住宅の耐震性に関する書類 

十二 その他都道府県知事が必要と認める書類 

（規模の基準） 

第十一条 法第十条第一項第一号の国土交通省令で定める各戸の床面積の規模は、二十五平方メ

ートル（次条第二号イただし書に規定する場合にあっては、十八平方メートル）とする。ただ

し、居間、食堂、台所その他の居住の用に供する部分を賃借人が共同して利用する場合にあっ

ては、国土交通大臣が定める基準によることができる。 

（構造及び設備の基準） 

第十二条 法第十条第一項第二号の国土交通省令で定める基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 次のいずれにも該当すること。 

イ 消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）若しくは建築基準法又はこれらの法律に基

づく命令若しくは条例の規定（ロに規定する規定を除く。）に違反しないものであるこ

と。 

ロ 地震に対する安全性に係る建築基準法並びにこれに基づく命令及び条例の規定に適合

するもの又はこれに準ずるものであること。 

二 次のいずれかに該当すること。 

イ 各戸が台所、便所、収納設備、洗面設備及び浴室又はシャワー室を備えたものである

こと。ただし、共用部分に共同して利用するため適切な台所、収納設備又は浴室若しく

はシャワー室を備えることにより、各居住部分に備える場合と同等以上の居住環境が確

保される場合にあっては、各居住部分が台所、収納設備又は浴室若しくはシャワー室を

備えたものであることを要しない。 

ロ 居間、食堂、台所その他の居住の用に供する部分を賃借人が共同して利用する場合に

あっては、国土交通大臣が定める基準を満たすものであること。 

（入居を受け入れることとする住宅確保要配慮者の範囲の基準） 

第十三条 法第十条第一項第三号の国土交通省令で定める基準は、特定の者について不当に差別

的なものでないこと、入居することができる者が著しく少数となるものでないことその他の住

宅確保要配慮者の入居を不当に制限しないものであることとする。 

（賃貸の条件に関する基準） 

第十四条 法第十条第一項第四号の国土交通省令で定める基準は、賃貸住宅の入居者の家賃の額

が、近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないよう定められるものであることとする。 

（都道府県賃貸住宅供給促進計画で定める事項） 

第十五条 都道府県は、国土交通大臣が定める基準に従い、市町村賃貸住宅供給促進計画が定め

られている市町村の区域以外の区域について、都道府県賃貸住宅供給促進計画で、第十一条及

び第十二条第二号の規定による基準を強化し、又は緩和することができる。 

（市町村賃貸住宅供給促進計画で定める事項） 

第十六条 市町村は、国土交通大臣が定める基準に従い、市町村賃貸住宅供給促進計画で、第十

一条及び第十二条第二号の規定による基準を強化し、又は緩和することができる。 

（登録事項等の変更の届出） 

第十七条 法第十二条第一項の規定による変更の届出は、別記様式第二号による登録事項等変更

届出書により行うものとする。 

２ 法第十二条第二項の国土交通省令で定める書類は、添付書類のうちその記載事項が変更され

たものとする。 

（登録事項の公示方法） 

第十八条 法第十六条の規定による公示は、インターネットの利用又は公衆の見やすい場所に掲

示することにより行うものとする。 

（家賃債務保証業者の要件） 

第十九条 法第二十条第二項の国土交通省令で定める要件は、次の各号のいずれかに該当する者

であることとする。 



一 法第四十条に規定する住宅確保要配慮者居住支援法人（以下「支援法人」という。） 

二 前号に掲げる者のほか、家賃債務の保証を適切かつ確実に実施することができる者として

国土交通大臣の登録を受けているもの 

（保険価額に乗じる割合） 

第二十条 法第二十条第三項の国土交通省令で定める割合は、百分の七十とする。 

（保険金の支払の請求期間） 

第二十一条 法第二十条第六項の国土交通省令で定める期間は、一年とする。 

（登録事務の引継ぎ） 

第二十二条 都道府県知事は、法第二十五条第三項に規定する場合にあっては、次に掲げる事項

を行わなければならない。 

一 登録事務を指定登録機関に引き継ぐこと。 

二 登録簿及び登録事務に関する書類を指定登録機関に引き継ぐこと。 

三 その他都道府県知事が必要と認める事項 

（登録事務規程の記載事項） 

第二十三条 法第三十条第二項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 登録事務を行う時間及び休日に関する事項 

二 登録事務を行う事務所に関する事項 

三 手数料の収納の方法に関する事項 

四 登録事務の実施の方法に関する事項 

五 登録の結果の通知に関する事項 

六 登録簿並びに登録事務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項 

七 その他登録事務の実施に関し必要な事項 

（帳簿） 

第二十四条 法第三十一条第一項の登録事務に関する事項で国土交通省令で定めるものは、次に

掲げるものとする。 

一 登録の申請をした者の氏名又は名称及び住所 

二 登録の申請に係る住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の位置 

三 登録の申請を受けた年月日 

四 登録又は拒否の別 

五 拒否の場合には、その理由 

六 登録を行った年月日 

七 登録番号 

八 登録の内容 

九 その他登録事務に関し必要な事項 

２ 前各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスクに記録され、必

要に応じ指定登録機関において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されると

きは、当該記録をもって法第三十一条第一項の帳簿（次項において単に「帳簿」という。）へ

の記載に代えることができる。 

３ 指定登録機関は、帳簿（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁気ディスク

を含む。）を、登録事務の全部を廃止するまで保存しなければならない。 

（書類の保存） 

第二十五条 法第三十一条第二項の登録事務に関する書類で国土交通省令で定めるものは、次に

掲げるものとする。 

一 登録の申請に係る書類 

二 法第十四条第一項の規定による登録事業の廃止の届出に係る書類 

三 その他都道府県知事が必要と認める書類 

２ 前項各号に掲げる書類が、電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスクに記録され、

必要に応じ指定登録機関において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示される



ときは、当該記録をもって同項の書類に代えることができる。 

３ 指定登録機関は、第一項の書類（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁気

ディスクを含む。）を、登録事務の全部を廃止するまで保存しなければならない。 

（登録事務の引継ぎ） 

第二十六条 指定登録機関は、法第三十六条第三項に規定する場合にあっては、次に掲げる事項

を行わなければならない。 

一 登録事務を都道府県知事に引き継ぐこと。 

二 登録簿並びに登録事務に関する帳簿及び書類を都道府県知事に引き継ぐこと。 

三 その他都道府県知事が必要と認める事項 

（住宅確保要配慮者居住支援法人に係る指定の申請） 

第二十七条 法第四十条の規定による指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申

請書を都道府県知事に提出しなければならない。 

一 名称及び住所並びに代表者の氏名 

二 法第四十条に規定する支援業務（以下単に「支援業務」という。）を行おうとする事務所

の所在地 

三 支援業務を開始しようとする年月日 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 定款及び登記事項証明書 

二 申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表（申請の日の属

する事業年度に設立された法人にあっては、その設立時における財産目録） 

三 申請に係る意思の決定を証する書類 

四 法第四十条第一号に規定する支援業務の実施に関する計画として次の事項を記載した書

類 

イ 組織及び運営に関する事項 

ロ 支援業務の概要に関する事項 

五 役員の氏名及び略歴を記載した書類 

六 現に行っている業務の概要を記載した書類 

七 その他都道府県知事が必要と認める書類 

（債務保証業務規程で定めるべき事項） 

第二十八条 法第四十四条第二項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 被保証人の資格 

二 保証の範囲 

三 保証の金額の合計額の最高限度 

四 一被保証人についての保証の金額の最高限度 

五 保証契約の締結及び変更に関する事項 

六 保証料に関する事項その他被保証人の守るべき条件に関する事項 

七 保証債務の弁済に関する事項 

八 求償権の行使方法及び償却に関する事項 

九 業務の委託に関する事項 

（事業計画等の変更の認可の申請） 

第二十九条 支援法人は、法第四十五条第一項後段の規定により支援業務に係る事業計画又は収

支予算の変更の認可を受けようとするときは、変更しようとする事項及びその理由を記載した

申請書を都道府県知事に提出しなければならない。 

（事業報告書等の提出） 

第三十条 支援法人は、法第四十五条第二項の規定により支援業務に係る事業報告書及び収支決

算書を提出するときは、財産目録及び貸借対照表を添付しなければならない。 

（区分経理の方法） 

第三十一条 支援法人は、法第四十三条第一項に規定する債務保証業務（次条第三項及び第三十



三条第三項において単に「債務保証業務」という。）及びこれに附帯する業務（次項において

「債務保証業務等」という。）に係る経理について特別の勘定を設け、その他の業務に係る経

理と区分して整理しなければならない。 

２ 支援法人は、債務保証業務等とその他の業務の双方に関連する収入及び費用については、適

正な基準によりそれぞれの業務に配分して経理しなければならない。 

（帳簿） 

第三十二条 法第四十七条第一項の支援業務に関する事項で国土交通省令で定めるものは、次に

掲げるものとする。 

一 法第四十二条第一号に規定する家賃債務の保証（以下この項及び次条第一項第一号におい

て「債務の保証」という。）の相手方の氏名及び住所 

二 債務の保証を行った年月日 

三 債務の保証の内容 

四 その他債務の保証に関し必要な事項 

２ 前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスクに記録され、

必要に応じ支援法人において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるとき

は、当該記録をもって法第四十七条第一項の帳簿（次項において単に「帳簿」という。）への

記載に代えることができる。 

３ 支援法人は、帳簿（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁気ディスクを含

む。）を、債務保証業務の全部を廃止するまで保存しなければならない。 

（書類の保存） 

第三十三条 法第四十七条第二項の支援業務に関する書類で国土交通省令で定めるものは、次に

掲げるもの又はこれらの写しとする。 

一 債務の保証の申請に係る書類 

二 保証契約に係る書類 

三 弁済に係る書類 

四 求償に係る書類 

２ 前項に掲げる書類が、電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスクに記録され、必要

に応じ支援法人において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当

該ファイル又は磁気ディスクをもって前項の書類に代えることができる。 

３ 支援法人は、第一項の書類（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁気ディ

スクを含む。）を、債務保証業務の全部を廃止するまで保存しなければならない。 

附 則 

この省令は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の一部を改正する

法律（平成二十九年法律第二十四号）の施行の日（平成二十九年十月二十五日）から施行する。 

 

 



○国土交通省・厚生労働省関係住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 
施行規則 
 

（登録事業者の要件） 

第一条 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（以下「法」という。）第

二十一条第一項の国土交通省令・厚生労働省令で定める要件は、次の各号のいずれかに該当す

ることとする。 

一 法第五十一条第一項に規定する住宅確保要配慮者居住支援協議会の構成員であること。 

二 法第四十条に規定する住宅確保要配慮者居住支援法人であること。 

三 賃貸住宅管理業者登録規程（平成二十三年国土交通省告示第九百九十八号）第三条第一項

の規定による登録を受けていること。 

四 第一号の構成員が団体である場合にあっては、当該団体の構成員であること。 

五 前各号のいずれかに該当する者に対し、法第十条第五項に規定する登録住宅のうち、法第

二十一条第一項の規定による通知に係る同項に規定する被保護入居者（次条において単に「被

保護入居者」という。）が入居するものの管理を委託していること。 

（被保護入居者の居住の安定の確保を図る上で支障となる事情） 

第二条 法第二十一条第一項の国土交通省令・厚生労働省令で定める事情は、次の各号のいずれ

かに該当することとする。 

一 被保護入居者が家賃又は共益費（以下この条において「家賃等」という。）の請求に応じな

いこと。 

二 被保護入居者が家賃等を滞納していること（当該被保護入居者に対して生活保護法（昭和

二十五年法律第百四十四号）第十四条に規定する住宅扶助又は同法第十二条に規定する生活

扶助のための保護金品が支給される月に家賃等を支払う旨を当該被保護入居者が約している

場合を除く。）。 

三 被保護入居者が過去に他の賃貸住宅において家賃等を滞納していた事実があることその他

被保護入居者が家賃等を滞納するおそれが明らかであること。 

（通知の方法） 

第三条 法第二十一条第一項の規定による通知は、別記様式による通知書により行うものとする。 

２ 前項の通知書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、生活保護法第十九条

第四項に規定する保護の実施機関が次に掲げる書類により証明すべき事実を公簿等によって確

認することができるときは、この限りでない。 

一 通知をしようとする者が第一条各号に掲げる要件のいずれかに該当することを証する書面 

二 賃貸借契約書の写し又はこれに代わる書類 

附 則 

この省令は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の一部を改正する

法律（平成二十九年法律第二十四号）の施行の日（平成二十九年十月二十五日）から施行する。 
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○住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方針 

 

住宅は、国民の健康で文化的な生活を実現する上で不可欠な基盤であるが、低額所得者、被災

者、高齢者、障害者、子どもを養育する者等の住宅確保要配慮者については、その属性に応じた

適切な規模、構造等を有する賃貸住宅が十分に供給されていないこと、民間賃貸住宅市場におい

て入居制限が行われていること等、適切な規模、構造等の賃貸住宅の確保を困難にする特別な事

情等が存在し、その居住水準が比較的低い状況にある場合が少なくないことから、住生活基本法

（ 平成十八年法律第六十一号） においても、住宅確保要配慮者の居住の安定の確保が住宅政策

の基本理念の一つとして位置付けられているところである。 

このような状況に鑑み、平成十九年七月に公布及び施行された住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律（ 平成十九年法律第百十二号。以下「住宅セーフティネット法」

という。） においては、これら住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を図るため、国

及び地方公共団体の責務等が規定された。 

また、平成二十九年十月には住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の

一部を改正する法律（ 平成二十九年法律第二十四号） が施行され、住宅確保要配慮者の入居を

拒まない賃貸住宅の登録制度等が創設されたところである。 

この基本的な方針は、このような住宅セーフティネット法の趣旨に則り、住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給を促進するための施策が各地域で効率的かつ効果的に推進されるよう、住

宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を図る上での基本的な方向等の必要な事項を定め

るものである。 

一 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方向 

１ 住宅確保要配慮者の範囲 

住宅確保要配慮者とは、以下のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 高齢者、障害者等の居住に適したバリアフリー化された賃貸住宅又は子育てに適したゆ

とりある面積を有する賃貸住宅等の各々の属性に応じた適切な規模、構造等を有する賃貸

住宅が民間賃貸住宅市場において十分に供給されていないこと、民間賃貸住宅市場におい

て家賃滞納、孤独死、事故及び騒音等に対する不安から入居が制限される場合があること、

家賃を負担するために必要な収入が十分にないこと等の民間賃貸住宅市場において適切な

規模、構造等の賃貸住宅を確保することを困難にする特別な事情を有する者 

(2) 災害によって自らが居住する住宅を失った等の特別な事情により適切な規模、構造等の

賃貸住宅を確保することについて高い緊急性を有する者 

具体的には、ホームレスや生活保護受給者等を含む低額所得者、被災者（ 発災から三年以

内の災害又は大規模災害によるものに限る。） 、高齢者、身体障害者、知的障害者、精神障

害者、その他の障害者、ひとり親家庭等の子どもを養育する者、外国人、中国残留邦人、児

童虐待を受けた者、ハンセン病療養所入所者等、Ｄ Ｖ （ ドメスティック・バイオレンス） 

被害者、拉致被害者、犯罪被害者、生活困窮者及び矯正施設退所者が住宅セーフティネット

法において住宅確保要配慮者として規定されている。また、地域の実情等に応じて、海外か

らの引揚者、新婚世帯、原子爆弾被爆者、戦傷病者、児童養護施設退所者、Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ （ レ

ズビアン、ゲイ、バイセクシャル、トランスジェンダー） 、Ｕ Ｉ Ｊ ターンによる転入者、

これらの者に対して必要な生活支援等を行う者等多様な属性の者が住宅確保要配慮者に含ま

れ得る。なお、それぞれの属性の住宅確保要配慮者に対する支援措置の必要性については、

各地域における住宅確保要配慮者の賃貸住宅の確保に係る困難性及び緊急性の程度や賃貸住

宅市場の状況等によるものと考えられる。 

２ 住宅確保要配慮者の居住の実態の把握 

住宅確保要配慮者については、地域によって、また、その属性によって、住宅困窮度等の

居住実態は異なるものと考えられることから、住宅確保要配慮者に対する施策を進めるに当

たっては、地方公共団体等が地域における住宅確保要配慮者の居住の実態や住宅の供給状況

について、できるだけ具体的に把握することが重要である。 
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３ 重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの整備 

住宅確保要配慮者の居住の安定を確保するためには、公営住宅の的確な供給に加えて、地

域優良賃貸住宅、独立行政法人都市再生機構（ 以下「都市再生機構」という。） 及び地方住

宅供給公社が整備する賃貸住宅等の公的賃貸住宅の的確な供給並びにサービス付き高齢者向

け住宅や住宅セーフティネット法第八条に規定する住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅とし

て都道府県知事等の登録を受けた住宅（ 以下「登録住宅」という。） 等民間賃貸住宅への円

滑な入居の支援等の各種施策を一体的に推進することにより、賃貸住宅市場全体を活用する

視点から、重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットを効率的かつ効果的に整備することが必

要である。 

４ 国と地方公共団体の役割分担 

重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築に当たっては、住宅確保要配慮者の居住の

実態や住宅の供給状況等を的確に把握するとともに、地域における賃貸人等の意向や居住支

援の実態等も踏まえた上で、具体的な施策を展開していくことが重要であることから、地方

公共団体が主体的に取り組んでいく必要がある。 

また、国においては、地方公共団体の取組みに対して、必要な情報提供、技術的な助言、

財政的支援等を実施することにより、住宅セーフティネットの構築を支援していく必要があ

る。 

５ 住宅確保要配慮者に対する支援措置の選択 

各地域における住宅確保要配慮者への支援措置については、賃貸住宅の確保について配慮

を必要とする特別な事情、地域の賃貸住宅市場の状況等を踏まえて適切に選択することが必

要である。 

例えば、適切な規模、構造等の民間賃貸住宅が当該地域に存在しているものの、家賃滞納、

孤独死、事故及び騒音等への不安から住宅確保要配慮者に対する入居制限が行われている場

合には、必要な居住支援を行う等民間賃貸住宅への円滑な入居を支援するための措置を講じ

ることが必要である。また、適切な規模、構造等の公的賃貸住宅ストックが存在する場合に

は、優先入居等を通じた当該ストックの有効活用を図ることも効果的である。 

一方、高齢者、障害者等の居住に適したバリアフリー化された賃貸住宅又は子育てに適し

たゆとりある面積を有する賃貸住宅等、住宅確保要配慮者にとって必要な規模、構造等を有

する賃貸住宅が当該地域に存在しない場合には、高齢者に特有の身体機能等の低下や障害者

の心身の特性に応じた設備等の設置に配慮しつつ、このような賃貸住宅の整備を促進するた

めの施策を講じることが必要である。また、収入が低額である等の理由により適切な規模、

構造等の賃貸住宅の確保が困難となっている低額所得者に対しては、低廉な家賃の賃貸住宅

を供給することが必要である。 

６ 住宅ストックの活用 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に当たっては、特に、全国で住宅の空き

家及び空き室が増加している状況を踏まえ、住宅ストックの有効活用を図ることが重要であ

る。 

７ 福祉及び医療等の他の施策や関係者相互の連携 

住宅確保要配慮者の居住の安定を図るためには、賃貸住宅の供給の促進と併せて、自立支

援、福祉サービス等の提供や良好な居住環境の形成を促進することが重要である。 

特に、高齢者及び障害者については、福祉行政及び医療行政における地域包括ケアの推進

の動き、大都市圏等における急速な高齢化の進展、障害者福祉施設等から地域生活への移行

の促進等これらの者を取り巻く状況が変化する中、自立した生活を送れる環境整備を進める

観点から、賃貸住宅の供給の促進に関する施策と福祉施策等との連携が重要であると考えら

れる。 

このため、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する施策の推進に当たっ

ては、関連する情報の提供及び住宅や関連施設の整備、運営等の様々な局面において、住宅

関連部局と高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉、生活困窮者自立支援等を担当する福祉関連



部局、在宅医療等を担当する医療関連部局、失業者の就労支援等を担当する自立支援関連部

局、まちづくり関連部局等との連携を積極的に推進する必要がある。 

また、公的賃貸住宅の管理主体、民間賃貸住宅の賃貸人、宅地建物取引業者、賃貸住宅の

管理を業とする者、非営利活動法人、社会福祉法人等も含め、関係者間の密接な連携を構築

することが、施策の効果的な推進を図る上で不可欠と考えられる。 

これらの連携を進める上で、住宅セーフティネット法第五十一条第一項に規定する住宅確

保要配慮者居住支援協議会（ 以下「居住支援協議会」という。） や地域における多様な需要

に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法（ 平成十七年法律第七十九号。以下「地

域住宅特別措置法」という。） 第五条第一項に規定する地域住宅協議会の枠組みを積極的に

活用することが有効である。この際、とりわけ市町村における取組みの強化が必要である。 

また、賃貸人、宅地建物取引業者及び賃貸住宅の管理を業とする者を会員とする団体にお

いて、これらの会員への普及啓発等も含め、地方公共団体の施策への積極的な協力が行われ

ることは、関連施策の効果的な推進に大きく寄与するものと考えられることから、これらの

取組みの促進及び支援を図ることが必要である。 

８ コミュニティー等への配慮 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する施策は、様々な属性の世帯が共

生し、バランスのとれたコミュニティーが形成されることに十分配慮して推進することが重

要である。 

また、高齢者、障害者等の居住の安定を図る上で、これらの者の生活をサポートする子ど

も世帯等と同居又は近居を行うことは有効な方策の一つと考えられることから、高齢者、障

害者等とその子ども世帯等との同居又は近居への支援や血縁に基づかない共同居住等の要望

への対応等を的確に行うことも重要である。 

二 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標の設定に関する事項 

住宅確保要配慮者が賃貸住宅に入居する際には、家賃滞納、孤独死、事故及び騒音等に対す

る不安から賃貸人等に入居を拒まれるケースがあることから、住宅確保要配慮者が円滑に入居

できる賃貸住宅の確保が求められている。 

このため、地方公共団体においては、公営住宅を含む公的賃貸住宅及び登録住宅の供給の目

標を設定することとする。 

三 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な事項 

住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進は、各地域に存在する既存の公的賃貸

住宅ストックを有効に活用するとともに、公的賃貸住宅の管理等を行う主体間の連携の下で推

進することが重要である。 

１ 公営住宅の整備及び管理に関する基本的な事項 

住生活基本法第十七条第一項に規定する住生活基本計画（ 都道府県計画） に定められた

供給 の目標量を踏まえ、公営住宅法（ 昭和二十六年法律第百九十三号） 第三条に基づき、

真に住宅に困窮する低額所得者に公営住宅を公平かつ的確に供給することが重要である。 

また、地域における低額所得者の居住の状況や公営住宅ストックの老朽化の状況に応じて、

社会資本整備総合交付金等の活用により、必要となる公営住宅の整備やストックの改善を計

画的に進めることが必要である。加えて、福祉行政と積極的に連携し、大規模な公営住宅団

地の建替えや既存の公営住宅における低利用施設又は未利用施設の有効活用等を通じて、福

祉施設、介護施設、子育て関連施設、医療施設等を併設することにより、周辺地域も含めた

居住環境の整備を推進することが必要である。 

この際、各地域において公営住宅の供給が必要となる低額所得者の心身の状況、世帯構成

等を踏まえて、これらの者に適した規模、構造等の住宅を的確に供給することが必要である。 

地域の低額所得者の公営住宅に対する需要が、その供給を上回っている場合であっても、

既存の公営住宅等のストックの有効活用、借上公営住宅制度の活用、公営住宅の建替え等を

通じて供給戸数を増やす等、効率的な方策の可能性について検討することが重要である。 

公営住宅ストックは、入居者資格を有する者のうち、住宅の確保に特段の配慮が必要な特



別の事情を有する者の居住の安定を確保するために有効に活用することが重要であり、公営

住宅法第二十三条第一号イ若しくはロ又は第二十九条第二項の条例で定める金額の適切な設

定のほか、特に住宅困窮度が高いと考えられる者に対する優先入居や被災者に対する災害公

営住宅の建設等の施策を地域の状況に応じて的確に実施することが必要である。 

また、高齢者、障害者等とその親族等との同居又は近居を促進する観点から、子ども世帯

の近傍の住戸への高齢の親世帯の住替え、近傍に親世帯が居住する子ども世帯の優先入居等

の施策を推進することや、高齢者、障害者等の居住の安定を図る観点から、例えば高層に住

んでいる高齢者、障害者等を一階の住戸へ住み替えるための特定入居を推進する必要がある。 

また、公営住宅ストックを有効活用して公営住宅の公平かつ的確な供給を推進する観点か

ら、地域における公営住宅、住宅困窮者等の実情を勘案しつつ、期間満了後の入居者の居住

の安定確保にも十分配慮した上で、公営住宅における定期借家制度（ 期限付き入居） の活

用を図ることが必要である。さらに、障害者等の地域における自立生活を支援するため、精

神障害者、知的障害者、認知症高齢者等に対するグループホーム事業への活用等を推進する

ことが重要である。 

２ 地域優良賃貸住宅制度等に関する基本的な事項 

地域優良賃貸住宅制度は、従来の特定優良賃貸住宅制度及び高齢者向け優良賃貸住宅制度

を再編し、高齢者、障害者、子どもを養育する家庭等各地域において賃貸住宅の確保に関し

特に配慮を要する者に施策対象を重点化した上で、社会資本整備総合交付金等を活用して整

備に要する費用及び家賃の低廉化に要する費用を助成することにより、国及び地方公共団体

の連携の下で、民間事業主体等による良質な賃貸住宅の供給の促進を図るものである。 

本制度は、地域における重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築を図る上で効果的

かつ効率的な施策であると考えられることから、住宅確保要配慮者に適した賃貸住宅ストッ

クが十分に整備されていない地域において、本制度の積極的な推進を図ることが重要である。 

この際、地方公共団体が、各地域における住宅確保要配慮者の状況を十分に踏まえ、地域

住宅計画等に整備費助成の対象とする入居者資格の範囲を設定することにより、各地域で特

に支援が必要とされる住宅確保要配慮者に対し、必要な賃貸住宅を的確に供給することが重

要である。 

３ 都市再生機構が整備及び管理を行う賃貸住宅に関する基本的な事項 

都市再生機構が整備及び管理を行う賃貸住宅は、住宅確保要配慮者の居住の安定を図る上

で重要な役割を担うストックと考えられ、ストックの規模、構造等の内容、各地域における

住宅確保要配慮者の状況等に応じて、住宅確保要配慮者に対する住宅セーフティネット法第

十条第一項に掲げる基準に適合するストックに係る情報提供や優先入居の実施、ストック更

新に伴う入居者負担の増加の抑制等を通じて、住宅セーフティネットを充実させることが重

要である。 

また、高齢者、障害者、子どもを養育する者等の居住の安定の確保が必要と考えられる地

域において、居住者や都市再生機構のストックの状況、将来の需要動向を踏まえつつ、エレ

ベーターの設置や手すりの設置等のバリアフリー化を推進するとともに、建替事業に伴って

生ずる余剰地や既存の団地内の施設等を有効活用した医療施設、福祉施設、子育て支援施設

等の誘致等を通じて、都市再生機構団地の地域医療福祉拠点化を図り、住宅確保要配慮者に

とって居住しやすい環境の整備を計画的に推進することが重要である。 

さらに、災害が発生した場合に、被災者の居住の安定の確保を図るため、都市再生機構の

ストックを活用することも重要である。 

これらの取組みの推進に当たっては、居住支援協議会の場や地域住宅協議会の場も活用し

ながら、地方公共団体と都市再生機構との連携を密にするとともに、地域の住宅事情を勘案

して、高齢者の居住の安定確保に関する法律（ 平成十三年法律第二十六号。以下「高齢者居

住安定法」という。） に基づき地方公共団体の要請を受けて都市再生機構が高齢者向けの賃

貸住宅を供給することや、都市再生機構のストックを借上公営住宅や地域優良賃貸住宅とし

て活用することについても、必要に応じて検討することが重要である。 



また、都市再生機構団地の地域医療福祉拠点化等の推進に当たっては、地方公共団体の医

療関連部局、福祉関連部局、自立支援関連部局及びまちづくり関連部局、並びに社会福祉協

議会、社会福祉法人、非営利活動法人及び民間事業者等の地域関係者と連携及び協力するこ

とが重要である。 

４ その他公的賃貸住宅に関する基本的な事項 

地方住宅供給公社が整備する賃貸住宅等その他の公的賃貸住宅についても、住宅確保要配

慮者の居住の安定を図る上で重要な役割を担うストックであると考えられるため、都市再生

機構が整備する賃貸住宅と同様に、住宅確保要配慮者に対する優先入居を実施する等により、

ストックの有効活用を推進することが重要である。 

５ 公的賃貸住宅に関する情報の提供や相談の実施に関する基本的な事項 

公的賃貸住宅への入居を希望する住宅確保要配慮者に対して、公的賃貸住宅の入居者募集

に係る情報が提供されるよう、必要な措置が講じられることが必要である。 

この際、住宅確保要配慮者が、自らに適した公的賃貸住宅を適切に選択できるよう、バリ

アフリー化の状況等の住戸の規模、構造等に関する情報、周辺地域における福祉施設等の立

地状況等に関する情報、当該住戸で受けられる居住支援サービスの内容等の様々な情報を的

確に提供することが重要である。 

６ 公的賃貸住宅の供給の促進と住宅確保要配慮者の自立支援や福祉に関する施策、良好な居

住環境の形成に関する施策等との連携に関する基本的な事項 

大規模な公的賃貸住宅団地の建替えに当たっては、地域の需要に応じ、当該地域の利便性

向上や良好なまちづくりを推進する観点から、デイサービス、特別養護老人ホーム等の社会

福祉施設、生活介護事業所、自立訓練事業所等の障害福祉サービス事業所、保育所等の併設

等を推進することが重要である。 

また、団地内の空き施設、空き地等については、福祉部局等とも連携し、団地内及び周辺

に居住する高齢者等の居住の安定に資する施設を立地させることが重要である。 

さらに、公的賃貸住宅において自立支援、福祉サービス等と連携して住宅供給を推進する

プロジェクトを進めることも、住宅確保要配慮者の居住の安定を図る上で有効である。 

これらに加え、公的賃貸住宅の整備は、魅力あるまちづくりを推進する上で有効な手段の

一つであることを踏まえ、地域の状況に応じて、中心市街地活性化をはじめとする地域活性

化のための施策等、まちづくりに関連する施策との連携を推進することが重要である。 

７ 地域住宅計画に公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項を記載する際の留意事項 

地域住宅特別措置法第六条第一項に規定する地域住宅計画において、当該計画を策定する

地方公共団体以外の主体が管理し、又は所有する公的賃貸住宅に関する事項を記載する場合

には、当該地方公共団体は、事前にこれらの主体と連絡調整を十分に行い、関連施策を円滑

に推進することが重要である。 

四 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する基本的な事項 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するに当たっては、各地域において、

支援を必要とする住宅確保要配慮者の属性、円滑な入居を困難にしている要因及び必要とする

支援措置を的確に把握した上で、適切な施策を講じることが必要である。 

また、住宅セーフティネット法において、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登

録、居住支援協議会の組織や居住支援法人の指定、適正な家賃債務保証業者に対する独立行政

法人住宅金融支援機構（ 以下「住宅金融支援機構」という。） の保険による支援、生活保護受

給者の居住の安定の確保の支障となる事情についての保護の実施機関への通知に関する手続き

等が規定されていることを踏まえ、地方公共団体、民間賃貸住宅の賃貸人、家賃債務保証業者、

居住支援活動を行う法人等の各関係者が積極的に施策に取り組むとともに、居住支援協議会等

を活用し、関係者の緊密な連携の下、必要な支援を効果的に実施していくことが必要である。 

１ 登録住宅の供給に関する基本的な事項 

住宅確保要配慮者が円滑に民間賃貸住宅に入居できる環境を整備するため、地方公共団体

においては、登録住宅の確保に積極的に取り組む必要がある。その際には、賃貸人等に登録



を働きかけるだけでなく、賃借人の特性に応じた住宅の供給促進のための賃貸人への支援措

置や、住宅確保要配慮者の入居の受入れに当たり賃貸人が抱く不安を解消するための居住支

援等の取組みを併せて提供することが有効である。また、空き家対策を行っている部局と連

携を図り、空き家情報を活用し、所有者に有効活用する意向がある場合や、居住支援活動を

行う法人等が住宅確保要配慮者のために活用したい意向がある場合等には、所有者に対して

登録住宅として活用することを働きかけることも有効である。 

また、入居を拒まないこととする住宅確保要配慮者の属性については、登録住宅を賃貸す

る事業者（ 以下「登録事業者」という。） が選択できることとしているが、できるだけ多く

の属性を選択するよう、登録事業者に働きかけることが望ましい。また、登録を受けようと

する事業者は、入居を受け入れることとする場合の条件を付すことも可能であるが、対象者

の範囲が極端に狭くなることや合理性のない差異を設けること等は不当な制限に当たること

から、登録を受けることができないことに留意する必要がある。 

さらに、登録事業者が本制度を悪用することのないよう、都道府県、政令市又は中核市（ 以 

下「登録主体」という。） は、例えば、入居を拒まないとしていながら入居を拒んだこと、

入居者募集中として広告していながら応募時には既に入居者が決まっていることが連続して

発生していること、実際には世帯として構成されていない他人同士を一戸の登録住宅に住ま

わせていること等の情報が、入居希望者、入居者等から寄せられた場合には、必要に応じて、

報告の徴収や指示等を行い、悪質な場合には登録の取消しや登録事業者の名称の公表を行う

必要がある。 

なお、住宅セーフティネット法第五条第一項及び第六条第一項に規定する都道府県賃貸住

宅供給促進計画及び市町村賃貸住宅供給促進計画（ 以下「供給促進計画」という。） を策定

することで、住宅確保要配慮者の追加や登録基準の一部の強化及び緩和といった措置が可能

であり、地域における住宅確保要配慮者の居住の実態や住宅事情を踏まえ、地方公共団体に

おいては、供給促進計画の策定やそれらの措置の必要性について十分検討する必要がある。 

また、被災者、Ｄ Ｖ 被害者等で緊急に住宅の確保が必要な者については、入居者資格を

満たさない場合又は登録住宅が登録基準に合致しなくなる場合であっても、一時的に登録住

宅に入居させることは差し支えないことから、登録事業者においては、必要に応じて登録主

体に相談又は確認をした上で、入居させることが考えられる。 

２ 居住支援活動の充実に関する基本的な事項 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進し、その居住の安定を確保するた

めには、各地域において、居住支援活動が積極的に行われる必要がある。 

このため、まずは、地方公共団体の住宅部局並びに自立支援関連部局及び福祉関連部局、

民間賃貸住宅の賃貸人、宅地建物取引業者及び賃貸住宅を管理する事業を行う者を会員とす

る団体、住宅確保要配慮者に対し居住に係る支援を行う法人等の関係者が密接に連携するた

めのプラットホームとして居住支援協議会を設立し、相互の情報共有、住宅確保要配慮者や

賃貸人に対する情報提供等に取り組む必要がある。都道府県のほか、政令市、中核市等の比

較的規模の大きな地方公共団体においては自ら居住支援協議会を設立するとともに、比較的

規模の小さな地方公共団体においては都道府県の居住支援協議会の構成員となる等、地方公

共団体が居住支援協議会の活動に積極的に取り組むことが重要である。なお、都道府県の居

住支援協議会と当該都道府県内の市町村の居住支援協議会は、居住支援活動の重複や不整合

等を防止するため、双方の活動内容等に係る情報交換や必要な調整を行うことが望ましい。 

また、都道府県は、登録住宅に入居する住宅確保要配慮者に対する家賃債務保証、住宅相

談等賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供及び相談、見守り等の住宅確保要配慮者の生活

支援といった居住支援活動を行う法人について、居住支援法人として指定することができる

ので、適正に居住支援活動を行うと認められる者について積極的に指定をすることが望まし

い。 

３ 家賃債務保証の充実に関する基本的な事項 

賃貸住宅の賃貸人が入居者に求める家賃債務保証は、連帯保証人から家賃債務保証業者へ



と移行しつつあるが、住宅確保要配慮者については、家賃滞納や孤独死等の保証事故の発生

リスクが高いと判断されて、家賃債務保証業者から保証を断られるケースがある。また、保

証事故が発生した場合には、家賃債務保証業者が賃貸人に対して代位弁済した後、賃借人か

らその費用を回収することとなるが、回収方法が定められていないこと等に起因して賃借人

との間でトラブルとなるケースがある。 

そのため、適正に家賃債務保証の業務を行う者を国に登録する制度を創設したので、今後

は、地方公共団体においても家賃債務保証業者にその登録を促すとともに、賃貸人や賃借人

に対してその情報を広く提供していくことが重要である。 

また、住宅金融支援機構は、登録住宅に入居する住宅確保要配慮者に対して、国に登録さ

れた家賃債務保証業者や居住支援法人がその家賃債務を保証する場合に、当該保証の保険引

受けをすることとしたので、住宅確保要配慮者の登録住宅への入居円滑化を図るため、この

保険について周知及び普及を行う必要がある。 

４ 生活保護受給者の賃貸住宅への入居円滑化に関する基本的な事項 

生活保護受給者が民間賃貸住宅に居住する場合の家賃等については、必要に応じて住宅扶

助費等として生活保護受給者に支給されるが、一部の生活保護受給者がそれを家賃の支払い

に充てずに滞納してしまうケースがあり、賃貸人は生活保護受給者の入居に拒否感を有する

傾向にある。また、滞納が重なれば住宅からの退去を迫られる等生活保護受給者本人の居住

の安定も阻害されることとなる。そこで、住宅セーフティネット法においては、賃貸人から

生活保護受給者の家賃滞納等居住の安定確保を図る上で支障となる事情を保護の実施機関に

情報提供し、情報提供を受けた保護の実施機関は速やかに事実確認を行って、保護の実施機

関が生活保護受給者に代わって賃貸人に住宅扶助費等を交付する代理納付の要否やその他の

措置をとる必要があるかどうかを判断するという手続きが設けられた。この手続きが生活保

護受給者の住宅確保に資するものとなるよう、保護の実施機関その他の関係者が協力し、速

やかな事実確認、代理納付の要否の判断等を行っていくことが重要である。 

５ 住宅金融支援機構による改修費への融資に関する基本的な事項 

住宅確保要配慮者の居住環境の改善のためバリアフリー改修及び耐震改修等の必要な工事

を行う場合や、低家賃の賃貸住宅の供給促進のため共同居住型住宅（ いわゆるシェアハウス） 

への改修工事を行う場合等について、住宅金融支援機構は、登録住宅の改修を行う賃貸人に

対して改修費用を融資することが可能なので、その旨について賃貸人に対して周知及び普及

を行う必要がある。 

６ 国及び地方公共団体による登録住宅に係る支援措置に関する基本的な事項 

国及び地方公共団体は、登録住宅に居住する住宅確保要配慮者の居住環境の向上のため、

地域の実情等を踏まえ、賃貸人等が行う登録住宅の改修に対して支援を行うことや、登録住

宅に居住する住宅確保要配慮者の負担軽減のため家賃や家賃債務保証料の低廉化に対して支

援を行うことが考えられる。 

これらの支援を行うに当たっては、地域における住宅確保要配慮者や賃貸人等のニーズを

踏まえ、入居対象者、地域等を限定して行うことも考えられる。 

７ 住宅確保要配慮者に対する情報提供等に関する基本的な事項 

国、地方公共団体の住宅部局並びに自立支援関連部局及び福祉関連部局、宅地建物取引業

者及び賃貸住宅を管理する事業を行う者に係る団体、住宅確保要配慮者に対し居住に係る支

援を行う 法人等においては、居住支援協議会等の場を活用して情報の共有を図るとともに、

必要な情報が住宅確保要配慮者及び賃貸人等に広く周知されるよう十分に連携して取り組ん

でいくことが必要である。 

五 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する基本的な事項 

賃貸人等は、賃貸借契約の目的を達成するために、住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅を

適正に維持管理し、計画的に維持修繕を行う必要がある。また、国は、当該賃貸住宅における

各種トラブルを未然に防ぐための知見や、共同居住型住宅の運営管理に関する知見等、賃貸人

等が住宅確保要配慮者の入居を受け入れるに当たって活用可能な情報の提供に努めることとし



ているので、賃貸人等は、これらの情報も有効に活用し、住宅確保要配慮者の円滑な入居や居

住の安定を図っていくことが期待される。 

登録事業者は、登録住宅について、常に登録基準に適合する状態に保つよう、適正に維持管

理しなければならない。また、登録主体は、登録住宅が適正に管理されるよう、必要に応じて、

登録住宅の管理の状況について、報告徴収等により実態を把握するとともに、老朽化や災害に

よる損傷等に留意し、適正な維持管理について助言及び指導を行うよう努めることとする。さ

らに、地方公共団体、居住支援協議会等は、住宅確保要配慮者が家賃の滞納等の理由によりや

むを得ず登録住宅から退去する場合には、公営住宅や他の登録住宅等の情報を適切に提供する

こと等により、速やかに居住の安定が確保されるよう努めることが必要である。 

六 供給促進計画の作成に関する基本的な事項 

都道府県は、住宅セーフティネット法及び本基本方針に従い、また、住生活基本計画（ 都道

府県計画） 、老人福祉法（ 昭和三十八年法律第百三十三号） 第二十条の九第一項に規定する

都道府県老人福祉計画及び介護保険法（ 平成九年法律第百二十三号） 第百十八条第一項に規

定する都道府県介護保険事業支援計画と調和を図りつつ、住宅セーフティネット法第五条第一

項に規定する都道府県賃貸住宅供給促進計画を策定することが望ましい。市町村は、住宅セー

フティネット法及び本基本方針（ 都道府県賃貸住宅供給促進計画が定められている場合にあっ

ては住宅セーフティネット法、本基本方針及び都道府県賃貸住宅供給促進計画） に従い、また、

老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村老人福祉計画及び介護保険法第百十七条第一

項に規定する市町村介護保険事業計画と調和を図りつつ、住宅セーフティネット法第六条第一

項に規定する市町村賃貸住宅供給促進計画を策定することが望ましい。 

また、供給促進計画を策定する地方公共団体以外の主体が管理し、又は所有する公的賃貸住

宅に関する事項を記載する場合には、当該地方公共団体は、事前にこれらの主体と連絡調整を

十分に行うことが重要である。 

１ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標 

供給促進計画においては、各行政区域内における公営住宅を含む公的賃貸住宅及び登録住

宅の供給の目標を定めるものとする。 

供給促進計画の策定に当たっては、住宅部局と福祉部局とが連携し、住宅確保要配慮者の

居住の実態や住宅の供給状況等を把握した上で、目標の設定や施策の検討を行う必要がある。

また、供給の目標については、できる限り定量的な目標とすることが望ましい。その際、住

生活基本計画（ 都道府県計画） や公営住宅等長寿命化計画等の他の計画と整合したものと

する必要がある。 

２ 目標を達成するために必要な事項 

(1) 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項 

公営住宅については、既存の公営住宅の維持管理や建替え等を適切に実施するほか、特

に住宅に困窮する住宅確保要配慮者のために有効に利用されるよう、必要に応じて、優先

入居、特定入居、定期借家制度等を活用するほか、高額所得者による適切な明渡しを進め

ていく必要があり、それらの施策を供給促進計画に定めることが考えられる。また、公営

住宅の建替え等を契機として、住宅確保要配慮者の居住を支援するための施設の導入につ

いて検討することが望ましく、それらの検討や導入の対象となる団地を供給促進計画に位

置付けることも考えられる。 

地域優良賃貸住宅等については、重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築を図る

ための一施策として、地域における住宅確保要配慮者の居住の実態や住宅の供給状況等を

踏まえて、必要に応じて地方公共団体が自ら供給することや、民間事業者等の供給を地方

公共団体が支援すること等の施策を供給促進計画に定めることが考えられる。 

都市再生機構や地方住宅供給公社その他の公的賃貸住宅の事業主体が整備及び管理を行

う賃貸住宅については、各事業主体と、地域における住宅確保要配慮者の居住の実態や住

宅の供給状況等の情報を共有し、当該地域での供給のあり方や具体的な供給方法を供給促

進計画に定めることが考えられる。 



なお、公的賃貸住宅において居住支援を実施するに当たり、住宅の管理を行う事業主体

だけでは十分な対応が困難である場合には、居住支援協議会等の場も通じて、地方公共団

体の福祉部局や居住支援活動を行う法人等と連携し、入居者の状況に応じた居住支援が適

切に実施されるようにしていく必要があり、それらの施策を供給促進計画に定めることが

考えられる。 

(2) 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する事項 

地方公共団体においては、住宅確保要配慮者の居住の安定の確保を図るため、賃貸人等

に対して登録住宅の積極的な提供を働きかけるとともに、空き家対策と連携して登録住宅

を確保することも有効であると考えられることから、それらの登録住宅の確保の取組みに

ついて供給促進計画に定めることが考えられる。 

また、登録事業者による登録住宅制度の悪用等の不適切な事態が発生しないよう、登録

主体においては、福祉部局とも連携しながら、必要な指導監督を行っていく必要があるこ

とから、それらの指導監督の取組みについて供給促進計画に定めることが考えられる。住

宅確保要配慮者に対する居住支援の充実のため、居住支援協議会や居住支援法人の積極的

な活動が重要であり、居住支援協議会の設立やその具体的な取組み、居住支援法人の指定

や具体的な活動等について、供給促進計画に定めることが考えられる。 

これらの住宅セーフティネット法に関連する取組みのほか、住宅確保要配慮者に対する

民間賃貸住宅の入居の円滑化に関して独自に地方公共団体が取り組む施策、例えば、住宅

確保要配慮者の入居に配慮する賃貸住宅や、住宅確保要配慮者向けの賃貸住宅を紹介する

事業者の情報提供等の施策を供給促進計画に位置付けることも考えられる。 

また、登録住宅以外の賃貸住宅に入居しようとする者が住宅確保要配慮者であることを

もって差別されることがないよう、賃貸人等の啓発のために講ずる施策等を供給促進計画

に位置付けることが考えられる。 

(3) 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 

住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅については、賃貸人等による適正な維持管理や計

画的な維持修繕の実施等を供給促進計画に位置付けることが考えられる。 

また、登録住宅については登録事業者が常に登録基準に適合するよう管理を行うべきこ

と、登録主体による指導監督の実施、登録住宅の退去者に対する住宅の情報提供等を供給

促進計画に位置付けることが考えられる。 

３ 計画期間 

都道府県賃貸住宅供給促進計画は、住生活基本計画（ 都道府県計画） を踏まえて計画期

間を定めることが望ましい。例えば、住生活基本計画（ 都道府県計画） で計画期間を十年

とし、五年毎に見直しを行っている場合には、これと整合を図ることが考えられる。 

市町村賃貸住宅供給促進計画は、都道府県賃貸住宅供給促進計画が策定されている場合に

あっては当該都道府県賃貸住宅供給促進計画に基づいて作成することとされていることから、

都道府県賃貸住宅供給促進計画の計画期間と整合を図ることが考えられる。 

４ その他住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関し必要な事項 

供給促進計画においては、地域の実情に応じて取り組む独自の施策を積極的に位置付ける

ことが望ましい。例えば、住宅確保要配慮者向けの賃貸住宅に対する財政的な支援措置や、

賃貸人等に対する啓発活動等の施策を行う場合には、それらの施策を供給促進計画に位置付

けることが考えられる。 

また、供給促進計画においては、住宅確保要配慮者を追加することや、登録住宅の登録基

準の一部を強化及び緩和することが可能なので、必要に応じて適切に活用することが望まし

い。ただし、登録基準の緩和をする場合にあっては、入居者の適切な居住水準が確保される

ことを前提としなければならない。 

七 その他住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する重要事項 

住宅確保要配慮者の賃貸住宅に対する需要は、年齢構成の変化等各地域の経済的及び社会的

状況の変化に応じて変化することも想定されるため、関連施策の実施に当たっては、住宅確保



要配慮者の賃貸住宅に対する需要の中長期的な見通しを踏まえた上で推進することが重要であ

る。この場合、住生活基本計画（ 都道府県計画） 、高齢者居住安定法第四条第一項に規定す

る都道府県高齢者居住安定確保計画及び第四条の二第一項に規定する市町村高齢者居住安定確

保計画、その他の計画との整合を図るとともに、住宅確保要配慮者の居住の状況や既に講じた

関連施策の効果等の把握及び分析を行い、その結果を施策の充実に活用するよう努めることが

重要である。 
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はじめに 

 

 福岡市は、海と山の豊かな自然環境と充実した都市機能がコンパクトに共存している

まちとして、国内外から「住みやすい」と評価されている都市であり、平成 24 年 12 月

に「福岡市基本構想」「第９次福岡市基本計画」を策定し、「住みたい、行きたい、働き

たい。アジアの交流拠点都市・福岡」を都市像として掲げ、将来に向けた都市づくりを

進めています。 

 

 住宅政策については、平成 10 年３月に策定した「福岡市住宅基本計画」を基本に、平

成 18 年の住宅基本法の施行を踏まえた改定等も行いながら、様々な施策に取り組んでま

いりました。 

 一方、国は、平成 28 年３月に住生活基本計画（全国計画）を変更し、急速に進展する

少子高齢化や人口減少等による諸問題に対応した住宅政策の方向性を示したところです。 

 

そこで、福岡市においても、福岡市の住宅・住環境の変化に対応し、将来を見据えた 

総合的・体系的な住宅政策の指針として、新たに「福岡市住生活基本計画」を策定しま

した。 

今後、本計画に基づいて、市民・事業者・ＮＰＯの皆様などの多様な主体とともに、

本計画が将来ビジョンとして掲げている「住みたい、住み続けたい、住み続けられる。

豊かな住生活都市・福岡」の実現をめざして、全力で取り組んでまいります。 

 

最後に、「福岡市住生活基本計画」の策定にあたり、２年間の長きにわたり、熱心に  

ご議論いただきました「福岡市住宅審議会」の委員の皆様、また、計画に対する意見   

募集の機会を通して貴重なご意見をお寄せいただいた市民の皆様に対して、心から感謝

を申し上げますとともに、今後の住宅政策の推進に一層のご理解とご協力を賜ります 

よう、お願いいたします。 

 

平成２８年５月 

福岡市長 髙島 宗一郎 
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第１章 計画の目的と位置づけ 

１－１ 計画策定の趣旨 

福岡市では、住宅政策を効果的・効率的に推進するため、平成 10 年３月に「福岡市住宅基本計

画」を策定し、平成 18 年に「住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進し、もって国民生活の安定向上と社会福祉の増進を図るとともに、国民経済の健全な発展

に寄与すること」を目的として施行された住生活基本法を踏まえ、平成 20 年３月に改定を行って

います（計画期間 H20～H27）。 

しかし、改定から８年が経過し、この間、東日本大震災を契機とした建築物の更なる耐震化や省

エネ化の要請、少子高齢化の進展など、本市のすまいを取り巻く環境は大きく変化しています。 

また、国では平成 23 年３月に住生活基本計画(全国計画)が改定され、それを受けて、平成 24年

３月に福岡県住生活基本計画が改定されました。 

これらのことから、すまいを取り巻く環境の変化に的確に対応し、国、県の計画改定や福岡市基

本構想や第９次福岡市基本計画をはじめとした関連計画との相互連携がとれた、「福岡市住生活基

本計画」を策定することとしました。 

 

■ 国・県・市の住宅政策の変遷  

 

 

住宅建設計画法（昭和 41 年～

平成 18 年） 

〔第八期住宅建設五箇年計画

（平成 13～17 年度）まで策定〕 

 

住生活基本法 

（平成 18 年 6月公布） 

住生活基本計画（全国計画） 

 （平成 23～32 年度） 

平成 23 年３月改定 

福岡県住生活基本計画 

（平成 23～32 年度） 

平成 24 年３月改定 

住宅確保要配慮

者に対する賃貸

住宅の供給の促

進に関する法律 

〈セーフティネ

ット法〉 

（平成 19 年７

月公布） 

 

 

福岡市住宅基本計画  

（平成 20～27 年度） 

平成 20 年３月 

福岡市基本構想 

第９次福岡市基本計画  

（平成 25～34 年度） 

福岡市住宅基本計画  

平成 10 年３月 

福岡市住生活

基本計画 
（平成28～37年度） 
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１－２ 計画の位置づけと目的 

（１）計画の位置づけ 

福岡市住生活基本計画は、住生活基本法に基づいて策定されている「住生活基本計画（全国計画）」

及び「福岡県住生活基本計画」、福岡市の上位計画である「福岡市基本構想・第９次福岡市基本計

画」の内容に基づき、本市の住生活関連施策を総合的・体系的に推進するための計画です。 

■ 計画の位置づけ 

 

（２）目的 

福岡市住生活基本計画は、主に下記の３つの役割を示すために策定しています。 

１．福岡市の上位計画の実現 

福岡市基本構想・第９次福岡市基本計画に掲げている「住みたい、行きたい、働きたい。アジ

アの交流拠点都市・福岡」にある「住みたい」及び「生活の質の向上」を実現する 

 

２．将来の高齢化・人口減少を踏まえた住宅政策の総合的・体系的な指針 

高齢者・高齢世帯の急激な増加、生産年齢人口の減少など、今後、福岡市が抱える問題に対し

て、福祉分野等との効果的な相互連携を視野に入れながら、将来を見据えた、より幅広い住宅政

策を計画する 

 

３．多様な主体の共働による取り組みの計画的な推進 

福岡市等の公的主体だけでなく、コミュニティ、住宅関連事業者、ＮＰＯなど多様な主体が一

体となり、共働による取り組みを計画的に推進する 
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１－３ 計画期間 

計画期間は、平成 28 年度～37 年度までの 10 年間とします。全体的なビジョンとしては 25 年先

を見据えます。 

※国や県の住生活基本計画や第９次福岡市基本計画の進捗状況等にあわせて、適宜見直しを行い

ます。 

 

 

１－４ 住生活の定義及び範囲 

≪住生活の定義≫ 

『住生活とは…３つの「住」 

住宅、住環境、コミュニティ（住民活動） 
             に関わるもの』 

○住宅・住環境等に関係するハード・ソフトの両方を含めたもの 

○コミュニティ※（住民活動）により成り立つもの 

○「生活」に関わるもの 
※
コミュニティという広い範囲の中からソフト的なもの（住民活動）を追加 

  

福
岡
市
が
め
ざ
す
将
来
像 

福岡市基本構想・第９次福岡市基本計画 

≪都市計画分野≫ 福岡市都市計画マスタープラン 

≪保健・福祉分野≫ 福岡市保健福祉総合計画 

 

≪防災分野≫ 福岡市地域防災計画 

 

≪住宅・住環境分野≫ 福岡市住生活基本計画 

≪子育て分野≫ 第４次福岡市子ども総合計画 

 

相互連携による効果的な推進 

相互連携による効果的な推進 
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≪福岡市基本計画と住生活基本計画の関係≫ 

 
■福岡市基本構想・第９次福岡市基本計画における「住生活関連分野」＋福岡市の特徴的な項目 
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 第２章 住宅・住環境の現状と課題 

 
 

 

  

第１章 計画の目的と位置付け 

１－１ 

計画策定の趣旨 

１－２ 

計画の位置づけと目的 

１－３ 

計画期間 

１－４ 

住生活の定義及び範囲 

第２章 住宅・住環境の現状と課題 

２－１ 

福岡市の特性と現状 

２－２ 

課題の整理 

第３章 将来ビジョンと基本目標 

３－１ 

住生活の将来ビジョン 

３－２ 

基本目標 

第４章 施策の体系と基本方針 

４－１ 

施策の体系 

４－２ 

施策の基本方針 

４－３ 

成果指標 

第５章 推進に向けて 

５－１ 

住生活に関する情報の提供 

５－２ 

共働によるまちづくりの推進 
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1,341 1,401 1,464 1,525 1,568 1,592 1,604 1,606 1,601 1,590 1,573 

595 633 706 746 793 

833 
868 898 925 948 968 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62

（千人・千世帯）
人口 世帯数

推計値実績値

 

第２章 住宅・住環境の現状と課題 

２－１ 福岡市の特性と現状 

（１）人口・世帯・高齢化 

①人口・世帯数の状況 

・福岡市の人口は、平成22年の国勢調査で約146万 4千人であり、平成17年と比較し

て、4.5％増加しています。今後減少していくことが見込まれる全国や九州などとは異な

り、福岡市の人口は転入超過による社会増が続くことなどから、平成47年頃まで増加が

見込まれ、平成42年には160万人を超える見込みです。 

・福岡市の世帯数は平成22年の国勢調査で約70万 6千世帯であり、平成17年と比較し

て、11.5％増加しています。今後も一貫して増加が続き、人口増加のピークを過ぎても、

世帯数の増加傾向が続くと見込まれています。なお、全国は平成32年をピークに世帯数

が減少する見込みです。 

 

 

 

 

  

資料：実績値は国勢調査 

推計値は福岡市の将来人口推計 

（平成 24 年３月推計）福岡市総務企画局 

資料：実績値は国勢調査 

推計値は日本の将来推計人口（平成 24 年 1月推計） 

日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成 25年 1月推計） 

国立社会保障・人口問題研究所 

1,269 1,278 1,281 1,266 1,241 1,207 1,166 1,121 1,073 1,022 971

468 491 518 529 531 524 512 496

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62

（十万人・

万世帯）

人口 世帯数

世帯数推計

なし

推計値実績値

■ 人口・世帯数の推移 

人口のピーク 

（福岡市） 

4.5%増加 

人口のピーク 

（全国） 
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■ 世帯構成の推移 

289
306

321
339

355
369

384 393 398 399 398 396 

131
160

193 220 232
274 280 297 315 332 347 353 

8
11

16
21 24

33 41 
47 

45 
46 

54 65 

4
6

9

16
21

31
42 

55 
74 

90 
100 

111 

33.1%

36.8%

40.6%
43.0% 43.9%

47.7% 48.5%
50.4%

52.2%
54.0%

55.7%
57.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

100

200

300

400

500

600

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H7)

2000
(H12)

2005
(H17)

2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(H32)

2025
(H37)

2030
(H42)

2035
(H47)

2040
(H52)

75歳以上

65～74歳

64歳以下

２人以上世帯数

単身世帯比率

(千世帯) 実績値 推計値

単独世帯数が２人以上

世帯数より多くなる

(年)

47.7%

39.3%

40.6%

31.7%

32.5%

49.1%

42.5%

33.8%

40.7%

42.9%

47.4%

36.9%

36.9%

34.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

福岡市

札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

東京都区部

川崎市

横浜市

名古屋市

京都市

大阪市

神戸市

広島市

北九州市

  

②世帯構成の状況 

・世帯構成の推移をみると、1985年（昭和60年）は単独世帯よりも２人以上の世帯が多

く、単独世帯率は33.1％でしたが、2010年（平成22年）に単独世帯は2.4 倍に増え、

47.7％を占めています。また、2020 年（平成 32 年）には単独世帯が２人以上世帯数

を超える見込みです。 

・平成22年の単独世帯の年齢構成は全国に比べ、15～24歳の若年単身が多いものの、将

来人口推計によると、高齢者の単独世帯数の増加が顕著となる見込みです。 

・他の大都市と比較してみると、福岡市の単独世帯率は平成 22 年国勢調査に 47.7%で、

東京都区部の 49.1％に次いで高くなっており、単独世帯の多さが福岡市の特性といえま

す。 

  

■ 単独世帯の年齢構成（平成 22年） 

資料：平成 22 年国勢調査 
資料：平成 22 年国勢調査 

■ 大都市の単独世帯率 

0.0%

2.6%

8.9%

7.8%

5.9%

5.1%

4.1%

3.8%

4.2%

5.9%

8.3%

8.1%

9.1%

9.9%

7.9%

5.6%

2.9%

0.0%

2.0%

8.3%

7.7%

5.8%

5.2%

4.3%

3.8%

3.8%

5.2%

7.6%

8.2%

9.2%

10.2%

8.6%

6.4%

3.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

15歳未満

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

不詳 全国

福岡市

0.0%

3.7%

12.7%

10.5%

8.3%

8.3%

7.1%

6.8%

6.8%

8.0%

8.0%

5.0%

3.7%

3.1%

2.2%

1.4%

4.6%

0.0%

2.5%

10.4%

11.1%

9.1%

9.1%

8.0%

7.1%

6.6%

7.5%

7.8%

5.3%

3.9%

3.0%

2.1%

1.4%

5.1%

0.0%5.0%10.0%15.0%

全国

福岡市

（男） （女） 

資料：実績値は国勢調査 

推計値は福岡市の将来人口推計（平成 24 年３月推計）福岡市総務企画局 

単身世帯率：単独世帯数/一般世帯数 (%) 
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■ 出生数・出生率の推移 

16,874 

18,416 

17,053 

15,841 

13,647 

12,986 
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14,277 

14,063 
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出生率(全国)

(人) (人、人口対千)

(資料：人口動態調査)
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0～14歳 高齢化率（65歳以上人口割合） 高齢化率（75歳以上人口割合）

 

③高齢化・少子化の状況 

・全国的にも高齢化が進む中、福岡市も一貫して高齢化率は上昇し、2010年（平成22年）

の高齢化率は17.6%ですが、2025年（平成37年）には24.8％、2040年（平成52

年）は 31.0％、その後も高齢化は進み、2050 年（平成 62 年）には 34.3％になると

予測されており、これまでに経験したことのない超高齢社会が到来します。 

・高齢者のうち、特に、後期高齢者（75歳以上）人口の増加数が大きく、2010年（平成

22年）11.8 万人から、団塊世代が全て75歳以上となる2025年（平成37年）には、

22.8 万人と約1.9倍になる見込みです。 

・14歳以下の人口は2020年（平成32年）をピークに減り始め、少子化が進む見込みで

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・福岡市の出生数は、平成２年ごろからほぼ13,000人台の横ばいで推移してきましたが、

平成20年以降は14,000人台で推移しています。なお、出生率（＝人口1,000人あた

りの出生数）は全国と比較すると高い状況にあります。 

 

  

推計値 実績値 

■ 年齢区分別人口と高齢化率の推移・将来推計 

資料：実績値は国勢調査 

推計値は福岡市の将来人口推計（平成 24 年３月推計）福岡市総務企画局 
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H14年度全体
(n=473)

H19年度全体
(n=420)

H23年度全体
(n=349)

持ち家（一戸建･分譲ﾏﾝｼｮﾝ） 公営住宅･団地※1

民間の賃貸ｱﾊﾟｰﾄ･ﾏﾝｼｮﾝ 社宅・会社の寮※2

学生寮 その他

無回答

5.7 

5.7 

36.7 

31.2 

56.2 

61.9 

1.4 

1.1 
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④外国人居住者の状況 

・平成22年の外国人居住人口は平成2年と比べ、約2.5 倍（全国は約2.0 倍）、世帯数は

約３倍となっています。 

・外国人の半数以上は民間賃貸住宅に住んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・福岡市外国籍市民アンケートによると、「住宅に関すること」や「地域住民とのトラブル」

が日常生活での悩みの一つとなっています。 

・また、地域への行事参加率は低くなっています。 

  

■ 外国人居住人口・世帯数推移 

資料：外国人登録人口、住民基本台帳 

■ 外国人の住居形態 

資料：平成 23 年度福岡市外国籍市民アンケート 

※1：H14 年度調査では「公営住宅」 

※2：H14 年度調査では「社宅・会社の寮または会社契約の賃貸」 

■ 日常生活での悩み ■ 地域や団地・マンション単位での 
行事への参加状況 

資料：平成 23 年度福岡市外国籍市民アンケート 
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⑤住宅困窮者※１の状況 

・世帯年収の状況をみると、年収 200 万円未満や 200～300 万円未満の低額所得世帯が

増加しています。（世帯数、構成比ともに増加） 

・身体・知的障がい児・者数（手帳所持者数）、現住所が福岡市にある精神障がい者数は年々

増加しており、人口に占める障がい者の割合（＝出現率）も増加しています。 

・母子家庭の世帯数が年々増加しています。また、母子家庭の年収は父子家庭の半分程度と

低くなっています。 

 

 

  

■ 収入階級別構成比推移（普通世帯） 
※収入不詳除く 

資料：住宅・土地統計調査 

資料：第４期 福岡市障がい福祉計画（答申）（平成 27 年２月） 

    

 
■ 母子家庭、父子家庭※２の原因別世帯数（推計） ■ 母子家庭、父子家庭※２の世帯数推移 

資料：福岡市ひとり親家庭実態調査（平成 23 年度） 
資料：福岡市ひとり親家庭実態調査（平成 23 年度） 

■ 障がい児・者数及び人口に占める割合の推移 
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14.7%

16.2%

18.2%

19.7%

14.4%

14.4%

15.4%

15.8%

11.6%

11.5%

11.2%

10.9%

14.8%

13.6%

13.5%

13.0%

12.6%

11.2%

10.7%

8.8%

6.9%

5.0%

4.1%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H10

H15

H20

H25

200万円未満 200～300万 300～400万 400～500万 500～700万

700～1000万 1000～1500万 1500～2000万 2000万円以上

※１住宅困窮者： 

低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子育て世帯、ＤＶ被害者、外国人、ホームレス等のうち、自力では

適正な水準の住宅の確保が困難な者 
 

※２母子（父子）家庭： 

現に 20 歳未満の子ども（養子、継子を含む）を扶養する「配偶者のいない女子（男子）と子どもからなる世

帯」。母子（父子）以外に同居家族があっても、これを満たせば母子（父子）家庭としている 

※平成17年度調査までの統計は手帳未取得者を含んでいたため、
　未取得者を除外して再計算を行っている。
※精神障害者保健福祉手帳は、平成7年10月から開始。
　7年度は未集計
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36.2%

34.1%

23.7%

9.4%

13.0%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40%

ホームレス

高齢者

生活保護受給世帯

障がい者世帯

その他

無回答

45.0 

75.1 

73.0 

13.3 

7.3 

5.9 

9.3 

4.6 

4.1 

32.3 

12.4 

16.3 

0.3 

0.4 

0.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢単身世帯
(74,400)

高齢夫婦世帯
(51,800)

高齢者のいる

その他の世帯
(71,200)

持家 公営借家 機構・公社 民営借家 給与住宅 不詳

29.1

49.9

0.8

0.9

17.3

7.4

5.2

6.3

44.5

25.6

0.4

6.5

0.4

0.9

1.1

1.3

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭
(n=958)

父子家庭
(n=445)

自分や家族の持家 親戚などの家に同居 県営住宅・市営住宅

ＵＲ・公社の賃貸住宅 民間借家・ｱﾊﾟｰﾄなど 社宅･寮･官舎･公舎

母子寮 その他 無回答

54.1 

50.9 

53.0 

31.4 

32.4 

61.2 

66.7 

21.3 

25.3 

34.1 

48.6 

18.3 

25.9 

18.1 

14.6 

15.0 

9.9 

7.0 

6.8 

8.7 

10.9 

6.3 

4.7 

4.1 

3.5 

3.0 

5.4 

37.7 

3.5 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者

(n=849)

知的障がい者

(n=474)

身体・知的障がい者

(n=455)

精神障がい者[通院]

(n=1167)

精神障がい者[入院]

(n=842)

発達障がい児・者

(n=309)

難病患者

(n=504)

自分や家族の持家 民間借家・賃貸ｱﾊﾟｰﾄなど

市営・県営住宅、公社・公団住宅 グループホーム・ケアホーム

その他 無回答

 

・高齢単身世帯の半数以上は借家に居住しています。 

・精神障がい者を除く障がい者は「自分や家族の持ち家」割合が 50％以上と高いものの、

精神障がい者（通院）は「民営借家やアパートマンション等」の割合が 48.6％と高くな

っています。 

・父子家庭は「自分や家族の持ち家」が半数を占めますが、母子家庭は「自分や家族の持ち

家」が約30％にとどまり、民間借家が半数を占めています。 

・高齢者世帯は民間賃貸住宅で入居を断られる対象となりやすい状況にあります。 

  

 

 

 

 

 

 

  

■ 高齢者の住まい 

■ 母子家庭・父子家庭の住まい 

資料：福岡市ひとり親家庭実態調査（平成 23 年度） 

■ 障がい者の住まい 

■ 入居を断る対象（複数回答） 

資料：民間賃貸住宅の管理等に関する 

アンケート調査（平成 21 年度） 

資料：福岡市障がい児・者等実態調査報告書

概要版（平成 26年 3月） 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 
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20.2 
29.2 

36.6 
43.0 

48.7 56.0 

62.0 
70.3 79.7 

85.4 

21.0 
28.5 

34.1 38.7 
42.6 50.0 

55.3 62.3 

67.4 
74.7 

0.7 1.6 3.3 4.6 5.6 5.6 6.2 7.7 11.7 10.4 

3.7 

5.3 

9.0 

10.6 
11.6 

10.0 10.0 10.9 

14.7 

12.2 

4.0 5.5

7.6

8.6
9.4

9.8

11.5
12.2

13.1

13.5

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

S43 S48 S53 S58 S63 H５ H10 H15 H20 H25

（％）（万戸・万世帯）

（A）住宅数 世帯数 （B）空家数 （B/A）空家率 空家率（全国）

4.6 

2.6 

1.9 

71.1 

77.8 

75.2 

4.4 

4.3 

3.3 

19.9 

15.3 

19.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H15
(76,700)

H20
(116,800)

H25
(104,500)

二次的※１ 賃貸用 売却用 その他※２

15 12 9 11

35
27

43
51 53 50

34

70

4 6

21

5 14

22 20

38

30

37

41

0
10
20
30
40
50
60
70
80

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（件）

（年度）

通報・苦情件数 是正完了

 

（２）住宅 

①住宅数と空家 

・住宅数、世帯数ともに年間にして1万戸・世帯以上の増加を続けており、平成25年の住

宅数は約85.4万戸、世帯数は74.7 万世帯となっています。 

・平成 25 年の空家数は約 10 万４千戸、空家率は 12.2％（全国 13.5％）で、平成 20

年の14.7％に比べ減少しています。 

・空家の内訳を平成20年と比べると、賃貸用の住宅及び売却用の住宅の割合はともに減少

しているのに対し、その他の住宅（＝市場に流通していない空家）の割合は 15.3％から

19.6％に増加しています。 

・放置空家（廃屋）の通報・苦情件数は平成20年以降、増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１二次的住宅：別荘やふだん住んでいる住宅とは別

にたまに寝泊りする人がいる住宅 

※２その他の住宅：転勤・入院などのため居住世帯が

長期にわたって不在の住宅や建替え

などのために取り壊すことになって

いる住宅など  

資料：住宅・土地統計調査 

■ 住宅数・世帯数・空家数・空家率の推移（福岡市） 

■ 空家の内訳 

＊3 

＊3 

※３是正：危険防止のための解体や修繕 

■ 放置空家(廃屋)の通報・苦情件数と 

是正※３完了件数推移（住宅都市局所管分） 

資料：住宅・土地統計調査 

資料：住宅都市局 
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■ 住宅の所有関係別割合の推移 ■ 住宅の所有関係別割合 

31.6

27.1

25.0

23.2

21.4

2.6

1.8

1.2

1.1

0.8

65.3

70.6

73.5

75.5

77.6

0.5

0.5

0.3

0.2

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H5

H10

H15

H20

H25

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

35.3

36.4

38.2

37.0

36.8

6.6

5.8

5.3

5.0

4.7

5.4

5.2

5.0

5.2

4.2

41.3

41.8

44.7

44.3

49.2

6.8

5.9

3.6

3.2

2.9

4.5 

4.9 

3.2 

5.4 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H5

H10

H15

H20

H25

持家 公営 機構・公社 民営借家 給与住宅 不詳

21.4%

30.7%

54.9%

0.8%

1.9%

2.5%

77.6%

67.0%

42.4%

0.2%

0.3%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福 岡 市

(744,700)

大都市平均

(14,653,300)

全 国

(52,102,200)

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

36.8%

48.1%

61.7%

4.7%

4.4%

3.8%

4.2%

2.8%

1.6%

49.2%

37.3%

28.0%

2.9%

2.5%

2.2%

2.2%

4.7%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福 岡 市

(744,700)

大都市平均

(14,653,300)

全 国

(52,102,200)

持家 公営 機構・公社 民営借家 給与住宅 不詳

 

②住宅の建て方 

・住宅の建て方別割合の推移をみると、共同住宅は増加しており、平成25年の全体のうち

共同住宅の占める割合は77.6％となっています。 

・共同住宅率を全国と比較すると、福岡市の77.6％に対して、全国は42.4％、大都市※平

均は67%であり、福岡市は全国的にも共同住宅率の高い状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③住宅の所有関係 

・福岡市全体でみると、持家の割合が 36.8％、借家の割合が 61.0％と借家の割合が高く

なっています。 

・住宅の所有関係別割合の推移をみると、民営借家は増加しており、平成25年の民営借家

の割合は49.2％となっています。 

・民営借家率を全国と比較すると、福岡市の 4９.２％に対して、全国は 28％、大都市※平

均は37.3%であり、福岡市は全国的にも民営借家率の高い状況となっています。 

■ 住宅の建て方別割合の推移 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

■ 住宅の建て方別割合 

資料：住宅・土地統計調査 

※ 大都市：札幌市、仙台市、千葉市、さいたま市、東京都区部、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、

神戸市、広島市、北九州市 

資料：住宅・土地統計調査 
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10.3%

0.8%

6.3%

8.6%

19.8%

15.8%

10.2%

0.9%

6.0%

6.1%

18.4%

11.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

主世帯総数※２

持家

公営借家

機構・公社借家

民営借家

給与住宅

H20

H25

  

④住宅の規模と居住面積水準 

・１住宅当たりの延べ面積の推移をみると、借家は42㎡前後で推移しており、持家の半分

以下の広さになっており、全国よりも狭い傾向にあります。 

・平成 25年の主世帯における最低居住面積水準未満世帯の割合は 10.2％で、平成 20 年

に比べ、0.1ポイント改善しています。住宅所有関係別にみると、福岡市の中で最も居住

世帯が多い民営借家の割合が 19.8%から 18.4％に下がっていますが、持家・その他の

賃貸住宅に比べると高い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住
宅
所
有
関
係
別
（
内
訳
） 

※１最低居住面積水準： 

世帯人員に応じて健康で文化的な住生活を営む基礎

として必要不可欠な住宅の面積に関する水準 

 

※２主世帯： 

1 住宅に 1世帯が住んでいる場合はその世帯を「主世

帯」とし，1住宅に 2世帯以上住んでいる場合には，

そのうちの主な世帯（家の持ち主や借り主の世帯な

ど）を「主世帯」という。 

資料：住宅・土地統計調査 

■ 最低居住面積水準※１未満世帯率 
（住宅所有関係別） 

■ 持家・借家別の１住宅当たりの 
延べ面積の推移 

資料：住宅・土地統計調査 

106.57
102.63 102.12

101.9 101.76

43.06 40.99 42.07 41.65 42.69

118.45 119.97 121.67 121.03 120.93

44.29 43.78 45.59 45.07 45.59

0

20

40

60

80

100

120

140

H5年 10年 15年 20年 25年

（㎡）
持家(福岡市) 借家(福岡市)

持家（全国） 借家（全国）
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51.0 

37.1 

28.9 

24.8 

20.4 

44.4 

57.4 

66.4 

66.0 

73.1 

4.7 

5.5 

4.7 

9.2 

6.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H5

(494,000)

H10

(547,600)

H15

(619,900)

H20

(671,500)

H25

(744,700)

S55以前 S56以降 建築時期不詳

4.3%

2.4%

4.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20
(71,400)

H25
(67,300)

過去5年間に耐震改修工事をした
過去5年間に耐震改修工事をしていないが耐震性が確保されていた
過去5年間に耐震改修工事をしていない

 

⑤耐震性 

・新耐震基準以前（昭和 55 年以前）の住宅の割合は減少しており、平成 25 年は 20.4％

（約15.2 万戸）となっています。 

・新耐震基準以前の持家（約6.7 万戸）のうち、過去５年間に耐震改修工事を実施した住宅

の割合は2.4％、耐震改修工事をしていないが耐震診断をして耐震性が確保されていた住

宅の割合は2.7％となっています。 

 

 

 

  

■ 建築時期別住宅の割合推移 

資料：住宅・土地統計調査 

資料：住宅・土地統計調査 

■ 耐震改修工事の実施状況（昭和 55年以前の持家） 
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32.9 

38.5 

24.9 

37.5 

44.9 

25.0 

0 10 20 30 40 50

高齢者のいる世帯

うち持家

うち借家

H20 H25

（％）

 

⑥バリアフリー化の状況 

・平成 25 年の高齢者のいる世帯が居住する住宅における一定のバリアフリー化率※は

37.5％で平成 20 年の 32.9％と比べて 4.6 ポイント増加しています。しかし、全国の

41.2％に比べると、バリアフリー化が遅れている状況です。これは、福岡市の特性とし

て、共同住宅率と借家率が高いことが要因の１つと考えられます。 

・所有関係別にみると、持家 44.9％に比べ、借家は 25.０％とバリアフリー化が遅れてい

ます。 

・平成25年住生活総合調査によると、住宅の各要素に対する不満率では「高齢者等への配

慮」が49.5％と最も高くなっています。 

・平成 25 年福岡市高齢者実態調査によると、「高齢者がすまいで困っていること」につい

ては、「老朽化している」の20.4％に次いで、「バリアフリー化されていない」の15.９％

が多くなっています。 

 

  

※ 一定のバリアフリー化： 

２箇所以上の手すり設置または屋内の段差解消に該当するもの 

■ 高齢者のいる世帯（H20:162,400 世帯、H25:197,400 世帯）が居住する住宅における 
一定のバリアフリー化※の状況 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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資料：平成 25 年住生活総合調査 

11.8%

11.3%

11.9%

8.6%

11.0%

9.1%

10.6%

10.4%

7.4%

7.2%

6.3%

6.5%

5.9%

5.4%

3.6%

4.5%

5.7%

37.7%

35.6%

34.2%

36.5%

32.6%

34.3%

32.3%

32.4%

34.5%

33.0%

31.6%

30.0%

30.1%

26.4%

26.4%

23.6%

21.9%

49.5%

46.9%

46.1%

45.1%

43.6%

43.4%

42.9%

42.8%

41.9%

40.2%

37.9%

36.5%

36.0%

31.8%

30.0%

28.1%

27.6%

0% 20% 40% 60%

高齢者などへの配慮（段差がないなど）

地震時の住宅の安全性

外部からの騒音に対する遮音性

冷暖房などの省エネルギー性

上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性

収納の多さ、使いやすさ

住宅のいたみの少なさ

住宅の断熱性や気密性

住宅の防犯性

換気性能（臭気や煙などが残らない）

火災に対する安全性

台風時の住宅の安全性

台所、トイレ、浴室等の使いやすさ、広さ

住宅の維持管理のしやすさ

住宅の広さや間取り

外部からのプライバシーの確保

居間など、主な居住室の採光

非常に不満

やや不満

 
 

 

 

  

資料：平成 25 年福岡市高齢者実態調査 

■ 高齢者がすまいで困っていること（ｎ＝2,985） 

■ 住宅の各要素に対する評価（不満率）（福岡市） 

20.4%

15.9%

7.7%

6.4%

5.6%

5.5%

2.5%

0.2%

3.6%

45.8%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

老朽化している

バリアフリー化されていない

せまい

家賃が高い

集合住宅にＥＶがない

日照・騒音など環境が悪い

自分の居室がない

立ち退き要求を受けている

その他

特になし

無回答
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ス
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ッ
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戸
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（

万
戸
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新
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給
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戸
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新規供給 ストック戸数

 

⑦分譲マンション 

・分譲マンション数（３階建以上）は、平成25年度末現在、昭和42年度以降の累計戸数

が約19.6 万戸で、築後30年以上経過したものは約4.2 万戸、全体の約２割を占めてい

ます。 

・平成23年福岡市マンション管理組合実態調査によると、分譲マンションの長期修繕計画

を「作成済・作成中」の管理組合が 83.8％となっています。なお、平成 25 年マンショ

ン総合調査によると、全国では「作成済」は89.0％となっています。 

・平成23年福岡市マンション管理組合実態調査によると、管理組合の運営において必要な

ことは「円滑な居住者間のコミュニケーションの形成」が 38.4％と高くなっています。

また、将来的に「区分所有者の高齢化」や「建物の老朽化による適切な維持修繕とその費

用の運用」について不安と感じる管理組合の割合が53.1%、44.3%と高くなっています。 

 

 
 

 
  
 
 
   

■ 分譲マンション（３階建以上）の新規供給とストック戸数の推移（福岡市） 

築 30 年以上 

資料：建築着工統計 

■ 分譲マンションにおける長期修繕計画の作成状況 

注)平成 25 年マンション総合調査は，全国単位での集

計であり，福岡市分で集計されていないため，福岡市

独自の調査結果と比較している。 

（全国 n=2,324） 

83.8％ 
89.0％ 

（福岡市 n=1,662） 

資料：平成 23 年福岡市マンション管理組合実態調査 

平成 25 年マンション総合調査 
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■ 福岡市における公的賃貸住宅 
（H28.3末現在）

運営主体 管理戸数

都市再生機構
賃貸住宅※1

特定優良賃貸 民間事業者
住宅 市住宅供給公社

高齢者向け優良
優良賃貸住宅

サービス付き高
齢者向け住宅

福岡市住宅供給
公社賃貸住宅※2

福岡県住宅供給
公社賃貸住宅※3

※１高齢者向け優良賃貸住宅を含む

※２特定優良賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅を含む

※３特定優良賃貸住宅を含む

2,784

137

4,111

公営住宅

その他の

公的賃貸
住宅

市営住宅

県営住宅

福岡市

福岡県

ＵＲ都市機構

民間事業者

民間事業者

市住宅供給公社

県住宅供給公社

31,532

4,214

29,510

608

86

公

的
賃
貸
住
宅

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧公的賃貸住宅の状況 

・福岡市における公的賃貸住宅は、下表のとおり多様な主体によって、供給されていますが、

市営住宅とUR都市機構賃貸住宅が高い割合を占めています。 

・市営住宅の応募倍率は1４倍前後と高い倍率で推移していますが、近年は多少減少の傾向

が見られます。 

・また、当選された方のうち立地場所が不便等の理由で、20％前後が辞退されている状況

です。 

・市営住宅の竣工年度別ストック数をみると、築年数30年を超える住宅が約2.0万（64％）

と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：福岡市住宅都市局 

■ 定期募集・抽選方式の募集倍率等 

※辞退件数には期限切れ、補欠繰上者の辞退

を含む 

■ 管理組合運営における維持・管理に 
必要なこと（上位５位のみ） 

62.0%

38.4%

24.7%

16.0%

14.8%

0% 20% 40% 60% 80%

区分所有者の管理への関心

円滑な居住者間の

コミュニケーションの形成

耐震診断・工事費等の行政

からの助成金

管理組合間の情報交換・交流

管理等に関しての

専門家・アドバイザー

資料：平成 23 年福岡市マンション管理組合実態調査（n=1,415） 

■ 管理組合運営上の将来不安なこと 

（上位５位のみ） 

資料：福岡市住宅都市局 

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

募集戸数 848 941 962 1,017 906 919

応募者数 16,764 16,682 15,164 14,657 13,461 13,082

応募倍率 19.8 17.7 15.8 14.4 14.9 14.2

辞退件数 159 143 211 239 282 192

辞退率 18.8 15.2 21.9 23.5 31.1 20.9
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■ 市営住宅の竣工時期別ストック数（平成 27年３月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

資料：福岡市住宅都市局 

築 30 年経過 
2.0 万戸 
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0.7%

2.2%

1.1%

4.8%

3.5%

2.9%

31.9%

24.0%

19.9%

35.7%

36.2%

35.6%

26.9%

34.1%

40.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H15

H20

H25

接道していない 幅員２ｍ未満 ２～４ｍ未満 ４～６ｍ未満 ６ｍ以上

37.4％ 

29.7％ 

24.0％ 

17,736

16,504

15,222

14,883

2,557

3,025

3,642

4,097

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

S60

H8

H19

H24

（ha）
保全系の緑 創出系の緑※

 

（３）住環境 

①接道状況 

・防災等の面から、建築基準法で幅員４ｍ以上の道路に接することが規定されていますが、

平成25年の幅員４ｍ以上の道路に接していない敷地の割合は24.0％で、全国の32.4％

より低く、平成15年に比べて減少し、接道状況は改善しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②緑の量 

・緑の基礎調査によると、昭和 60 年から平成 24 年の 27 年間に、全市域の緑の量は約

6.5％減少しているものの、創出系の緑の量は1,540ha（60.2％）増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 敷地に接している道路の幅員別割合 

資料：住宅・土地統計調査 

※ 保全系の緑：森林，農地，河川・水面等 

創出系の緑：公園・緑地，道路、公共施設、住宅等 

資料：福岡市緑の基礎調査 

■ 全市域の緑の量の推移 
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※１不満率：非常に不満＋やや不満の割合 

1 1
2 2

1
3 3

1

7

3
2

8
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4
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累
計
地
区
数

認
可
地
区
数

年度

1人型
発意型

年度末累計

23.7%

33.6%

0% 10% 20% 30% 40%

H21
(n=2,633)

H26
(n=2,475)

57,578 37,217 34,801 34,593 32,188 29,302

27,974 25,578 26,731 23,399 23,400

2,853,739

2,269,293

2,050,850
1,908,836

1,818,023
1,703,044

1,585,865
1,480,760

1,382,121
1,320,678

1,212,163

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H14年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年

千件件

福岡市 全国

３
３ ３ ３ ４ ５ ３ ３

政令指定都市人口千人当たりの件数

ワースト順位

３ ４

２

 

③景観やまちなみ 

・建築協定の認可地区数は着実に増え、平成15年の22地区から25年の82地区になる

など住民主体のまちなみのルールづくりが進んでいます。 

・平成 25 年住生活総合調査によると、景観に対する不満率は 25.7％で、平成 10 年の

36.4％から、10.7ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④防犯 

・刑法犯認知件数は減少しているものの、人口千人当

たりの件数が政令市でワースト上位にあります。 

・地域の主体的な取り組み等の効果により、犯罪の少

なさに関する満足度は 29.9％で平成 21 年の

23.7％から6.2 ポイント向上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：福岡市住宅都市局 １人型：新規住宅地 

発意型：既存住宅地 

■ 景観・まちなみに対する不満率※１ 

資料：犯罪の発生状況について（市民局） 

■ 刑法犯認知件数の推移 

■ 犯罪の少なさに関する満足度※２ 

資料：住宅需要実態調査(～H15)、住生活総合調査(H20～) 

 

■ 建築協定認可地区数の推移 

資料：市政に関する意識調査 

※２満足度：「満足している」＋「どちらかといえば満足」

の割合 
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6.6%

9.8%

13.4%

14.1%

17.3%

11.8%

8.0%

8.3%

3.3%

2.0%

1.5%

1.1%

30.6%

30.8%

37.8%

42.2%

4.9%

15.5%

11.7%

12.5%

3.4%

3.1%

37.3%

30.1%

24.1%

18.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

S47

S58

H5

H17

鉄道 バス※ タクシー 自動車 二輪車 自転車 その他

２輪車

徒歩

4,978.0千TE/日

5,930.3千TE/日

6,585.7千TE/日

6,657.1千TE/日

6,424 6,747 6,788 7,207
6,709 6,493 6,601

7,520
8,351 8,550

24
24 23

21

20 22 22

22
22 27

98
96 96

94
92 90 124

121
121 116

118
120 128

144
165

205 220

244

273 355

6,664

6,986 7,035
7,467

6,986
6,810 6,967

7,907

8,767
9,048

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

二酸化炭素 メタン 一酸化二窒素 代替フロン類

（千t-CO2/年）

( )内の数値は平成16（2004）年度を100としたときの指数
※四捨五入の関係のため，排出量の内訳と総量が一致しない場合がある

（100）
（105） （106）

（112）

（105）
（102） （104）

（118）

（131）
（136）

 

⑤温室効果ガス総排出量（CO2 換算）の推移 

・CO2 排出削減への取り組みは進められているものの、平成 23 年以降、温室効果ガス総

排出量は増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥人の動き 

・代表交通手段別構成比の推移をみると、徒歩の割合は減少し、自動車利用の割合が年々増

加しています。 

 

 

  

■ 福岡市の温室効果ガス総排出量（CO2 換算）の推移 

資料：福岡市環境局 

■ 代表交通手段別の人の動きの推移 

※ S47 のバスには路面電車も含む 

資料：パーソントリップ調査 
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15.4%

19.1%

21.4%

84.6%

80.9%

78.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H15年

H20年

H25年

中古住宅 中古住宅以外の持家

 

（４）住宅市場 

①新設住宅着工数の推移 

・新設住宅着工数は平成 21年度に 9,683 戸まで落ち込んだものの、平成 22年度以降、

回復しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②中古住宅 

・平成 25 年の持家に占める中古住宅を購入した割合は 21.4％で、全国の 13.7％よりも

高く、平成15年から比較して、増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 持家に占める中古住宅を購入した割合※ 

※ 持家として取得した中古住宅数÷持家で算出 

資料：住宅・土地統計調査 

■ 新設住宅着工数の推移 （福岡市） 

資料：建築統計年報 

改正建築基準法施行（建築物の安全

性確保を図るため、構造計算適合性

判定が実施されるようになった） 

リーマンショック（H20） 
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251 270 

219 

187 

221 

165 

83 

139 

94 

122 

155 

84 

0

50

100

150

200

250

300

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

（件）

資料：住宅都市局事業概要

2,869
3,244

3,006

1,870

1,351 1,336

1,815 1,711 1,694 1,722 1,633

1064
909

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（件） 賃貸借 新築・増改築 近隣関係 マンション管理 その他 計

 

③住宅相談、紛争相談等の状況 

・福岡市の住宅相談コーナーでは、平成18年以降相談受付件数は大きく減少し、年間2,000

件以内となっています。 

・相談内容のうち多いものは、高齢のため入居を断られるといった「賃貸借」に関するもの

で、次いで住宅のための資金計画やバリアフリー改修といった「新築・増改築」などに関

するものとなっています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・開発・建築調整課による「紛争・苦情等相談件数」についても、平成20年以降、年間件

数は200件以下で推移しています。 

  

資料：住宅都市局事業概要 

■ 福岡市住宅相談コーナー相談件数推移 

■ 建築紛争・苦情等相談件数の推移 
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40.7%

43.0%

34.8%

34.9%

22.2%

20.2%

0.3%

0.3%

2.1%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22
(n=2,939)

H25
(n=2,985)

近所づきあいが少ない 軽く話をする程度 近所づきあいが多い

近所づきあいをしたくない 無回答

6.7%

3.8%

14.6%

26.0%

10.9%

0% 10% 20% 30%

戸建住宅

共同住宅

ファミリータイプ・分譲

共同住宅

ファミリータイプ・賃貸

共同住宅

ワンルームタイプ

全体

■ 自治会・町内会の未加入世帯率 

65.8%

40.2%

36.8%

29.9%

28.2%

26.5%

20.5%

19.7%

17.1%

13.7%

10.3%

9.4%

4.3%

5.1%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80%

加入を勧められたことがない

連絡先や加入方法がわからない

活動や運営の状況がわからない

単身である

長く住む予定がない

役員になりたくない

マンションそのものが加入していない

近所とのつきあいがわずらわしい

自分にはあまり関係がない

会費を払いたくない

興味のある活動が行われていない

自治会・町内会が必要だとは思わない

住んでいる地域に自治会・町内会がない

その他

無回答

よく参加, 
8.7%

時々参

加, 
22.7%,

あまりな

い, 22.2
%

参加した

ことがな

い, 45.4%

無回答, 
1.0%

加入して

いる

77.7%

加入して

いない

20.4%

無回答

1.9%

そう思う

37.5%
どちらか

といえば

そう思う
52.5%

どちらか

といえば

そう思わ

ない

6.3%

そう思わ

ない

3.0%

無回答

0.7%

 

（５）コミュニティ 

・平成26年度市政アンケート調査によると、自治会・町内会の必要性は認識されているも

のの、「地域活動に参加したことがない」や「自治会・町内会に加入していない」などの

現状が見受けられます。自治会・町内会に加入していない理由としては、「単身である」、

「マンションそのものが加入していない」、「長く住む予定がない」なども多く、福岡市の

特性が現れています。 

・平成2６年自治会・町内会アンケートによると、自治会・町内会の未加入世帯率は集合住

宅のワンルームタイプ、ファミリータイプ賃貸で高くなっています。 

・地域住民の高齢化・単身化が進む中で、近所づきあいの少ない高齢者の割合が増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 高齢者の近所づきあい 

近所づきあいが少ない：「ほとんどつきあいがない」＋「道で会えばあいさつする程度」 

近所づきあいが多い：「話や訪問しあう人がいる」＋「悩みや困ったときに頼みあうほどの人がいる」 

 

資料：福岡市高齢者実態調査 

資料：自治会・町内会アンケート（平成 26 年 n=1,253） 

■ 地域活動への参加状況 ■ 自治会・町内会の加入状況 

資料：平成 26 年度市政アンケート調査（n=573） 

■ 地域を住みやすくするための 

自治会・町内会の必要性 

■ 自治会・町内会に加入していない理由 

資料：平成 26 年度市政アンケート調査（n=177） 

必要 

90.0
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56.0%

50.2%

56.9%

67.0%

66.1%

68.6%

70.7%
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住みやすい どちらかといえば住みやすい

■福岡市の住みやすさ

資料:市政に関する意識調査

46.0%

57.6%

58.7%

47.4%

36.4%

33.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H14(n=473)

H19(n=420)

H23(n=349)

住みやすい どちらかといえば住みやすい

■福岡市の住みやすさ（外国籍市民）

資料:外国籍市民アンケート

56.2%

60.9%

60.2%

68.9%

68.0%

68.9%

71.2%

71.8%

32.1%

29.2%

26.5%

22.8%

21.6%

23.2%

20.7%

20.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H20(n=2322)

H21(n=2633)

H22(n=2531)

H23(n=2588)

H24(n=2352)

H25(n=2235)

H26(n=2475)

H27(n=2507)

住み続けたい どちらかといえば住み続けたい

■福岡市の永住意向

資料:市政に関する意識調査

 

（６）市民の意識 

①住みやすさ 

・「福岡市の住みやすさ」に対する意識の変化を見ると、「住みやすい」の割合が各年度で半

数以上を占めており、「どちらかといえば住みやすい」を加えると、各年度で市民・外国

籍市民ともに90％以上の人が住みやすいと回答しています。 

・「福岡市の永住意向」に対する意識の変化を見ても、「住み続けたい」「どちらかといえば

住み続けたい」と回答している人の割合が各年度で約90％となっています。 
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■居住環境の総合評価（満足度）

満足している まあ満足している
多少不満がある 非常に不満がある
不明

 

②住宅・住環境の評価 

・平成 25 年住生活総合調査によると、住宅・住環境に対する満足度（「満足している」と

「まあ満足している」の割合の合計）は、それぞれ73.9％、75.8％と平成15年の53.3％、

64.8％から増加しています。 

・また、住宅及び住環境に対する総合評価も 79.6％と平成 15 年の 64.9％に比べ満足度

が高まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住宅需要実態調査（～H15） 

住生活総合調査（H20～） 

■ 住宅及び住環境の総合評価（満足度） 

■ 住宅の総合評価（満足度） ■ 住環境の総合評価（満足度） 

79.6％ 
(満足度) 

73.9％ 
(満足度) 

75.8％ 
(満足度) 
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２－２ 課題の整理 

住生活をめぐる現状を踏まえ、課題を整理します。 

（１）高齢者、障がい者、子育て世帯等、みんなが住みやすいすまいの確保 

①安心して暮らせるすまいの確保 

○ 社会経済情勢の変化や少子高齢化の進展、外国人居住者の増加、加えて個人の価値観の多

様化などに伴い、居住ニーズが高度化・多様化しています。高齢者や障がい者、子育て世帯、

外国人などだれもが、各々のニーズに応じて、安全で快適なすまいを確保できることが求め

られています。 

○ 今後福岡市においても、少子高齢化が一層進展し、支え手が不足する一方で、高齢単身・

夫婦のみの世帯や要介護・要支援などの支援が必要な高齢者が増加する超高齢社会が到来す

ることが予測されています。そのため、超高齢社会を見据え、施策の在り方等の再検討が必

要です。 

○ また、国においては、地域包括ケアのさらなる推進など福祉政策の見直しが進みつつあり

ます。このような国等の検討状況を踏まえ、住宅関連部局と福祉関連部局が連携し、居住を

支えるサービスの供給が求められています。 

○ 少子化に対しては、安心して子育てができる環境の整備を幅広く進めていく必要があり、

特に、多子世帯については、適切な広さを持つ住宅の確保が比較的難しいことから、居住に

関するサポートの充実が求められています。 

○ 福岡市は、全国や大都市に比べてバリアフリー化が遅れていることから、さらなるバリア

フリー化を推進することが求められます。 

○ 特に、福岡市は共同住宅率、及び民間借家率が高いことを踏まえ、共同住宅については、

住戸内だけでなく、共用部分のバリアフリー化の促進とともに、民間借家所有者に対するバ

リアフリー化への周知・啓発が求められています。 

②住宅困窮者に対する居住支援 

○ 低額所得者や高齢者、母子家庭などの中には、住宅困窮者が増加しており、民間賃貸住宅

においては、入居を制限されるなど、自力で適正な住宅を確保することが難しくなっていま

す。 

○ このような住宅困窮者の居住の安定確保を図るため、市営住宅だけでなく、多様な主体が

連携した賃貸住宅市場全体による重層的な住宅セーフティネットの強化が求められます。 

（２）公的賃貸住宅における取り組み 

○ 市営住宅については、築30年を経過するものが約１万9千戸あり、これらが一様に改善

や更新の時期を迎えますが、財政状況が厳しい中で、昭和 40～50 年代の大量な市営住宅

ストックの更新を一気に図ることは困難であることから、計画的・効率的な機能更新及び長

寿命化の推進が求められます。 

○ 市営住宅では、民間賃貸住宅市場では十分に対応できない真の住宅困窮者に対して、適正

かつ的確な入居を図る必要があります。 

○ 公的賃貸住宅では、入居者の高齢化等により、コミュニティの維持・活性化が課題となっ

ています。 
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○ 公的賃貸住宅の建替えに際しては、高齢化の進展や良好なコミュニティ形成など、周辺地

域の課題を踏まえ、福祉機能の導入や周辺環境の改善をさらに進めることが求められます。 

（３）良質な住宅・良好な住環境の形成 

①安全で安心な住宅・住環境の形成  

○ 福岡県西方沖地震の経験を踏まえ、住宅等の耐震化が進められてきましたが、まだ住宅の

耐震化率の目標に達していない状況であり、耐震性の確保に向けた一層の取り組みが必要で

す。 

○ 災害発生時の避難や消火活動の確保など防災性向上の観点から、住宅の耐震性の向上や不

燃化の促進、狭あい道路の拡幅整備など、災害に強いまちづくりに、さらに取り組んでいく

必要があります。 

○ 防犯については、現在、地域団体等により、パトロール活動など様々な取り組みが行われ

ていますが、地域の安全は地域で守るという防犯意識のもとに、地域防犯活動に主体的に取

り組むことが必要です。また、犯罪被害を防ぐために、住宅に侵入されやすい環境を減らし

ていくなど、防犯環境に配慮したまちづくりも重要です。 

②良質な住宅の形成 

○ 低炭素社会の実現に向け、近年、国においては省エネ基準の見直しが続けられています。

家庭部門からの CO2 排出割合が高い福岡市では、このような状況を踏まえ、今後さらに、

住宅の省エネルギー性能の向上等を促進していく必要があります。 

○ 緑化は蒸散作用などにより、暑熱環境を緩和するため有効ですが、福岡市の緑は昭和 60

年から平成24年までの27年間で約6.5％減少していることから、緑化率を定める地区計

画や屋上・壁面緑化助成制度の活用など、より良い住環境の形成に向けたさらなる緑化の推

進が求められます。 

○ また、シックハウスやアスベスト等への配慮も求められており、環境や健康などに配慮さ

れた良質な住宅ストックの形成が求められています。 

③良好な住環境の形成 

○ 高齢社会の到来や将来の人口減少社会を見据え、特に、農山漁村地域などでは、人口減少

や高齢化がいち早く進んでおり、地域活力の維持、地域コミュニティ等の地域活力の低下が

懸念されています。また、人口減少による公共交通の減便等、利便性が低下している郊外も

見受けられます。このような状況を踏まえ、日常生活圏の維持・形成を図ることが求められ

ます。 

○ 福岡市では、地区計画や建築協定などによる良好な景観形成や住環境の保全・形成が進め

られてきました。住みやすさや住環境の良さが都市の魅力につながっており、まちなみのル

ールづくりなど、住民自らが住環境を保全・形成する取り組みをさらに推進していくことが

求められます。 
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（４）住生活を支えるコミュニティの形成 

○ 地域住民の高齢化・単身化が進み、地域のつながりの希薄化や、隣近所との交流の機会が

減少する中で、高齢者の孤立死や孤独死などの問題に対応していくためには、地域における

「支え合い」「助け合い」などの共助の醸成が求められます。 

〇 子どもが、安全に、そして健やかに成長していくためには、地域の住民やコミュニティな

ど、様々な人たちが、子どもと子育て家庭に関わり支え、見守っていくことが重要であり、

地域全体で子どもを育む環境づくりを進めていく必要があります。 

○ 福岡市は共同住宅に居住している世帯の割合が高くなっていますが、特に共同住宅におい

ては、居住者間のコミュニケーション不足や、自治会・町内会の加入率低下がより顕著にな

っていることから、共同住宅居住者については、コミュニティの形成支援が求められます。 

○ また、外国人居住が増える中、生活習慣の違いや言葉の問題から、入居マナーなど近隣と

のトラブルが発生しています。そのため、外国人と既存コミュニティとの交流を促進し、外

国人にとっても住みやすいまちづくりを推進することが求められます。 

（５）良好な共同住宅・戸建ストックの形成 

①分譲マンションの維持管理  

○ 福岡市は他の大都市や全国の平均と比べ共同住宅の割合が高く、持家の約半数は共同住宅

となっており、築30年を超える建替えや大規模修繕等の必要なマンションは、今後も増加

することが見込まれます。 

○ この様な中で、区分所有者の高齢化や建物の老朽化による適切な維持修繕とその費用の運

用に不安のある管理組合が多い現状にあります。そのため、マンション管理組合による的確

な維持管理が行われるように、管理組合の人材育成やマンション管理に関する相談・情報提

供などの支援が求められます。 

○ また、管理組合の円滑な運営と適正な維持管理のためには、区分所有者の管理への関心や

居住者間のコミュニケーションの形成が重要だと考えられ、日常的なコミュニティの形成へ

の支援が求められます。 

②戸建住宅等の空家対策 

○ 近年、全国的に空家が増加しており、福岡市では、適正な管理が行われていない空家等（以

下「放置空家」という）に対する周辺住民からの通報・苦情が増加傾向にあります。 

○ 放置空家については、その発生する要因は多様であるため、住宅の状況に応じて細やかな

対応が必要であるとともに、発生を防止するため、建物所有者の管理意識向上の啓発など、

適正な管理誘導が求められます。 

③住宅市場の活性化 

○ 多様化・高度化する市民の居住ニーズに的確に対応するには、市民が無理のない負担でニ

ーズに応じたすまいが確保できるように、新築・既存ともに住宅流通市場の環境整備と活性

化が求められます。 

〇 また、専門的知識や経験の少ない消費者の利益の擁護及び増進を図ることに留意し、市場

における法令遵守の徹底、モラルの醸成を図る必要があります。 
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第３章 将来ビジョンと基本目標 

３－１ 住生活の将来ビジョン 

福岡市住生活基本計画は、住生活をめぐる課題や福岡市基本構想・第９次福岡市基本計画の都

市像を踏まえ、「住みたい」の実現を図るための計画とします。 

そのためには、身近な住生活を良くすること、すなわち、隣近所とのコミュニティ（助け合い・

見守りなど）の充実・発展が必要不可欠です。コミュニティの充実・発展は良好な住環境の形成

や住宅の価値・創造の好循環に寄与すると考えられます。 

住宅・住環境・コミュニティの好循環によって、豊かな住生活が営まれる都市を目指し、「住

みたい、住み続けたい、住み続けられる。豊かな住生活都市・福岡」を将来ビジョンとして設定

します。 

なお、将来ビジョンの達成時期は、概ね 25 年先を見据えます。 

 

 

  

住みたい、行きたい、働きたい。 

アジアの交流拠点都市・福岡 

福岡市住生活基本計画の将来ビジョン 

住みたい、住み続けたい、住み続けられる。 

豊かな住生活都市・福岡 

・防犯性の向上 

・防災性の向上 

・景観の向上 

福岡市基本構想・ 

第９次福岡市基本計画 
「住みたい」とは… 

「やさしい居住環境があるから住みたい…」

「安全・安心に暮らせる環境があるから住

みたい…」「あたたかいコミュニティがあ

るから住みたい…」など多種多様な「住」

のニーズ 

・良質な住宅ストックの

形成 

・既存住宅市場の活性化 

良好な住環境

の形成 
住宅の価値

の維持・創造 

ｺﾐｭﾆﾃｨ 
（住民活動） 

 

・エリアマネジメント※などの手法による

住民活動の活性化 

・顔の見える近隣関係の構築 

ｺﾐｭﾆﾃｨの 

充実・発展 

「住宅」・「住環境」・「コミュニティ」の好循環 

住宅 

※地域における良好な環境や地域の価値を

維持・向上させるための、住民・事業主・

地権者等による主体的な取り組み 

住環境 

「住みたい」

の実現 

そのためには 



-36- 
 

 

３－２ 基本目標 

住生活をめぐる課題、上位計画等、将来ビジョンを踏まえ、福岡市住生活基本計画の基本目標を

下図のとおり設定します。 

注）文末の ～ は基本目標との関係を示す５ ５ １ 

 

【福岡市基本構想・ 

第９次福岡市基本計画】 

「住みたい，行きたい，働きたい。 
アジアの交流拠点都市・福岡」 

≪生活の質の向上≫ 

「自立した市民が支え合い心豊かに生きる都市」 

「自然と共生する持続可能で生活の質の高い都市」 

福岡市上位・関連計画 
 

 
住生活基本計画（全国計画） 

 

【基本方針：横断的視点】 
①ストック重視の施策展開 

②市場重視の施策展開 

③効果的・効率的な施策展開 

④豊かな住生活を実現するための他分野との連携による

総合的な施策展開 

⑤地域の実情を踏まえたきめ細かな施策展開 

３ ５ ４ 

５ 

１ ３ 

３ 

７ 

【目標】 
目標１ 安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の

構築 

目標２ 住宅の適正な管理及び再生 

目標３ 多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場

の環境整備 

目標４ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定

の確保 

４ 

６ ５ 

２ ６ 

１ ３ 

【基本方針：豊かな住生活を実現する

ための条件】 
①国民の多様な居住ニーズを満たす安全・安心で良質な

住宅を適時・適切に選択できる住宅市場の形成 

②住生活の安心を支えるサービスが提供され，美しい街

並み・景観が形成されるなど，住宅と周辺環境が相ま

って形作る，豊かな住生活を支える生活環境の構築 

③市場において自力では適切な住宅を確保することが困

難な者に対する住宅ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの構築 

５ 

３ 

２ 

 

■人口・世帯構造の変化 
・将来的な人口減少 

・高齢化の進行 

・単身世帯の増加 

■住宅事情の変化 
・世帯数増加を上回る住宅数の増加 

・既存住宅ストックの老朽化 

■コミュニティ・住環境の変化 
・地域のつながりの希薄化 

・自治会・町内会の加入率低下 

現状及び将来の変化 

 

■少子・高齢化への対応 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■誇りと愛着のある住環境形成への対応 
 

 

 

 

 

 

■良好なコミュニティづくり 
 

 

 

■既存住宅ストックへの対応 
 

 

 

住生活をめぐる課題 
 

１．高齢者、障がい者、子育て世帯等、み

んなが住みやすいすまいの確保 

①安心して暮らせるすまいの確保 

②住宅困窮者に対する居住支援 

２．公的賃貸住宅における取り組み 

３．良質な住宅・良好な住環境の形成 

①安全で安心な住宅・住環境の形成 

②良質な住宅の形成 

③良好な住環境の形成 

４．住生活を支えるｺﾐｭﾆﾃｨの形成 

５．良好な共同住宅・戸建ストックの形成 

①分譲マンションの維持管理 

②戸建住宅等の空家対策 

③住宅市場の活性化 

２ １ 

２ １ 

２ 

３ 

３ 

３ 

４ 

５ 

３ 

５ 
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５ 

 

 
 

   

 

【関連計画】 
≪住宅関連計画≫ 

〇福岡市市営住宅ストック総合活用計画 

〇福岡市高齢者居住安定確保計画 

≪その他関連計画≫ 

〇福岡市都市計画マスタープラン 

〇福岡市保健福祉総合計画 

〇第４次福岡市子ども総合計画 

〇福岡市耐震改修促進計画 等 

 

  

１ 
みんなにやさしい居住環境の形成 
～高齢者や障がいのある人，子育て世帯など

だれもが安心して暮らせる環境の整備～ 
  

２ 
居住の安定の確保 
～重層的な住宅セーフティネットの構築～ 

  

３ 

豊かさと安全・安心をそなえた住

生活の実現 
～良質な住宅，良好な住環境，あたたかいコ

ミュニティの形成～ 
  

４ 
住宅の適正な管理・再生の推進 
～良好な住宅ストックの将来への継承～ 

  

５ 
活発な住宅市場の形成 
～多様な居住ﾆｰｽﾞに対応した住生活の実現～ 

  

基本目標 

≪基本目標実現のために必要な視点 

（全体を支えるベースとなる視点）≫ 

  住生活に関する情報の提供 

  

  共働によるまちづくりの推進 
  

福岡市住生活基本計画 
 

【将来ビジョン】 

住みたい、住み続けたい、住み続けられる。 

豊かな住生活都市・福岡 

「住宅」・「住環境」・「コミュニティ」の 

好循環により、「住みたい」を実現する 

 

【住宅政策の位置づけと視点】 
①住宅市場重視（住宅セーフティネットを確保

した住宅市場の整備） 

②ストック重視（良質なストックの将来世代へ

の継承） 

③地球環境への配慮(低炭素社会，循環型社会

の実現に向けた住宅政策) 

④高齢者等の居住安定確保（高齢者等が地域で

安心して暮らせる住まいとｻｰﾋﾞｽの提供） 

⑤まちづくりへの貢献（豊かな地域社会を形成

する住宅政策） 

２ ５ 

３ ５ ４ 

３ 

３ 

１ 

【基本目標】 
基本目標１ 

多様なニーズに対応できる住宅市場の環境

整備 

基本目標２ 

低炭素社会・循環型社会に寄与し将来世代に

継承できる良質な住宅ストックの形成 

基本目標３ 

だれもが安心できる住宅セーフティネット

の充実 

基本目標４ 

地域での豊かな住生活を実感できる良好な

居住環境づくり 

基本目標５ 

住生活に関する理解を深める住教育や消費

者保護の充実 

福岡県住生活基本計画 
 

５ 

３ 

２ 

３ ４ 

６ 



-38- 
 

 

基本目標及び基本目標を実現するために必要な視点 

≪基本目標≫ 

１ 
みんなにやさしい居住環境の形成 

～高齢者や障がいのある人、子育て世帯などだれもが安心して暮らせる環境の整備～ 

 ユニバーサルデザインの導入等により、より暮らしやすい住宅の整備を進めるとともに、住生活を

支える多様なサービス･サポートの充実、地域包括ケアの推進による高齢者の在宅生活を支える仕組

みの構築など、高齢者や障がいのある人、子育て世帯、外国人など「みんなにやさしい居住環境の形

成」を進めます。 

 

２ 
居住の安定の確保 

～重層的な住宅セーフティネットの構築～ 

 高齢者、障がいのある人、子育て世帯、低額所得者、被災者、外国人など住宅の確保に配慮が必要

な市民の「居住の安定の確保」を図るために、公的主体と民間事業者、ＮＰＯ等が連携した重層的な

住宅セーフティネットの構築を進めます。 

 

３ 
豊かさと安全・安心をそなえた住生活の実現 

～良質な住宅、良好な住環境、あたたかいコミュニティの形成～ 

災害に強い、防犯性が高い、環境にやさしいなど「豊かさと安全・安心をそなえた住生活の実現」

を進めるために、良質な住宅、良好な住環境の形成を進めるとともに、その形成を図る上で不可欠な

あたたかいコミュニティの形成を促進します。 

 

４ 
住宅の適正な管理・再生の推進 

～良好な住宅ストックの将来への継承～ 

建設後、相当な年数が経過している戸建住宅やマンションなどに対して「適正な管理・再生」を行

うことで、良好な住宅ストックの将来への継承を進めます。 

 

５ 
活発な住宅市場の形成 

～多様な居住ニーズに対応した住生活の実現～ 

 市民が、それぞれの価値観、ライフスタイルやライフステージに応じた住宅を選択できるように、

住宅流通市場、住宅リフォーム市場などの環境整備を進め、行政と民間事業者の共働により、「活発

な住宅市場の形成」を進めます。 
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≪基本目標実現のために必要な視点（全体を支えるベースとなる視点）≫ 

  住生活に関する情報の提供 

 市民が、住生活に関する情報を容易に収集・選択できるように、すまい方・暮らし方に関する多様

な情報の的確な提供を進めます。 

 

 共働によるまちづくりの推進 

 「住みたいまち福岡」を実現するために、市民、民間事業者、ＮＰＯ等、福岡市、その他の公的主

体など、それぞれの役割分担を明確にし、住生活に関わるすべての主体の「共働」によるまちづくり

を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【基本目標 イメージ図】 
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 第４章 施策の体系と基本方針 

 
 

 

  

第２章 住宅・住環境の現状と課題 

２－１ 

福岡市の特性と現状 

２－２ 

課題の整理 

第３章 将来ビジョンと基本目標 

３－１ 

住生活の将来ビジョン 

３－２ 

基本目標 

第４章 施策の体系と基本方針 

４－１ 

施策の体系 

４－２ 

施策の基本方針 

４－３ 

成果指標 

第５章 推進に向けて 

５－１ 

住生活に関する情報の提供 

５－２ 

共働によるまちづくりの推進 

第１章 計画の目的と位置付け 

１－１ 

計画策定の趣旨 

１－２ 

計画の位置づけと目的 

１－３ 

計画期間 

１－４ 

住生活の定義及び範囲 
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第４章 施策の体系と基本方針 

４－１ 施策の体系 

基本目標 施策の基本方針 

１ 

みんなにやさしい居住環境

の形成 

～高齢者や障がいのある人、

子育て世帯などだれもが安

心して暮らせる環境の整備

～ 

【基本方針１】 

高齢者・障がいのある人等が住みやすい居住環境の整備 

【基本方針２】 

子育て世帯が住みやすい居住環境の整備 

【基本方針３】 

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの理念によるすまいづくり・まちづくりの推進 

２ 

居住の安定の確保 

～重層的な住宅セーフティ 

ネットの構築～ 

【基本方針４】 

住宅困窮者に対する居住支援の充実 

【基本方針５】 

公的賃貸住宅による居住支援の実施 

３ 

豊かさと安全・安心を 

そなえた住生活の実現 

～良質な住宅、良好な住環境、

あたたかいコミュニティの

形成～ 

【基本方針６】 

安全で安心な住生活を実現するすまいづくり・まちづくりの 

推進 

【基本方針７】 

環境に配慮したすまいづくりの推進 

【基本方針８】 

住生活を支えるコミュニティの形成促進  

【基本方針９】 

住み続けられるまちづくりの推進 

４ 

住宅の適正な管理・再生の

推進 

～良好な住宅ストックの将来

への継承～ 

【基本方針１０】 

良好な共同住宅ストックの形成に向けた取り組みの推進 

【基本方針１１】 

空家対策に向けた取り組みの推進 

５ 

活発な住宅市場の形成 

～多様な居住ニーズに対応し

た住生活の実現～ 

【基本方針１２】 

住宅市場の環境整備 
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施策の展開方向 

（１）高齢者・障がいのある人等が安心して居住できる住宅の確保 

（２）住生活を支える多様なサービス・サポートの提供 

（３）プロジェクト地区等における先導的なすまい・まちづくり 

（１）子育て世帯に配慮した良質な住宅等の確保 

（２）子育て環境の整備 

（１）公的賃貸住宅、公共施設等におけるユニバーサルデザインの導入 

（２）民間住宅におけるユニバーサルデザインの導入促進 

（１）様々な主体による居住支援体制の構築 

（２）住宅困窮内容に応じた居住支援の充実 

（３）迅速かつ的確な被災者支援の実施 

（１）市営住宅の効率的・計画的な更新 

（２）市営住宅の適切な管理・運営 

（３）公的賃貸住宅との連携強化 

（１）防災性の高いすまい・まちづくりの推進 

（２）防災等に関する地域等の取り組みの促進 

（３）災害リスクを踏まえたすまい方などの普及啓発 

（４）防犯性の高いすまい・まちづくりの促進 

（５）安全安心な住宅の確保 

（１）環境に配慮した住宅整備の誘導 

（２）プロジェクト地区等における環境と共生するまちづくりの推進 

（１）コミュニティ形成の促進 

（２）住民主体のまちづくりルール策定への支援 

（１）快適に暮らせる日常生活圏の維持・形成の推進 

（１）共同住宅の適切な維持管理の促進 

（２）マンションの円滑な建替えに対する支援 

（１）空家の適正管理や利活用の推進 

（１）既存住宅の流通とリフォーム市場の活性化促進 

（２）住宅市場におけるルール・仕組みの普及・支援 
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４－２ 施策の基本方針 

基本方針１ 高齢者・障がいのある人等が住みやすい居住環境の整備 

（１）高齢者・障がいのある人等が安心して居住できる住宅の確保 

高齢者・障がいのある人等が住み慣れた地域で、自立し、安心して快適に暮らせるために、

高齢者・障がいのある人向け住宅や生活支援サービスの提供など福祉施策と連携した住宅の供

給を進めます。 

特に、高齢者に対しては、居住の安定を確保し安心して暮らせる社会の実現を図るため、住

宅部局と福祉部局が連携して策定した「福岡市高齢者居住安定確保計画」に基づき、高齢者の

心身の状況やニーズに応じた多様なすまいの確保や高齢者のすまいへの入居支援等の取り組

みを促進します。 

 

【主な取り組み施策】 

●サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

・高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づくサービス付き高齢者向け住宅について、

その広報・周知を推進し、国の補助制度を活用した民間事業者等による供給促進を図る

とともに、適正に管理運営されるよう指導・監督を行います。 

・また、サービス付き高齢者向け住宅が高齢者等の安心居住の地域拠点となるよう、適正

な立地への誘導や生活支援機能の拡充などについて検討し取り組みます。 

●既存住宅のバリアフリー化改修等の支援 

・高齢者等が住み慣れた住宅で自立した生活ができるように、住宅をバリアフリー化する

ための改造方法や助成制度などに関する相談に応じるとともに、身体機能が低下した高

齢者等がいる世帯が住宅を改造する際の費用の全部又は一部を助成します。 

●高齢者・障がいのある人に配慮した住宅の普及・啓発 

・バリアフリーなどのすまいづくりのポイントをまとめた「住まいづくりの手引き」など

を通して、高齢者・障がいのある人に配慮した住宅の普及・啓発を進めます。 

●市営住宅による高齢者の入居支援 

・市営住宅入居者の定期募集の際に、高齢者世帯等のより住宅困窮度が高い世帯に対して、

「倍率優遇方式」「戸数枠設定方式」「ポイント方式」による優遇制度を実施しており、

今後も住宅に困窮している高齢者世帯の適切な市営住宅への入居を支援します。 
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（２）住生活を支える多様なサービス・サポートの提供 

高齢者、障がいのある人、若者、外国人、子育て世帯等の多様な人々が交流しつつ、安心し

て暮らすことができるように、居住の安定確保に係る取り組みを進めます。 

高齢者については、今後高齢化にあわせ、住宅に居住しながら介護サービスや生活支援サー

ビスなどを必要とする高齢者も増加すると考えられることから、公的機関や医療機関、民間事

業者など多様な主体との連携を強化し、効果的な取り組みを進めます。 

特に、社会福祉協議会などの福祉団体との連携を密にし、高齢者等への住生活を支えるサー

ビスについて検討し取り組みます。 

また、外国人については、多言語版の福岡市生活ガイド等の配布や外国人相談等を実施する

とともに、外国人相談や外国人向けの契約書雛形の作成等を行っている民間支援団体や宅建協

会等と連携しながら、外国人に対する居住サポートの充実を進めます。 

【主な取り組み施策】 

●市営住宅建替えによる高齢者福祉施設等の誘致 

・地域において福祉施設や医療施設、子育て支援施設等の整備を進めるため、市営住宅の

建替えを契機に、建替えにあわせて確保した将来活用地を活用しながら、地域課題対応

のための施設の誘致を検討し、地域拠点づくりの実現を図ります。 

●地域包括ケアの推進 

・高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を安心して続けることができるよう、医療・介

護・予防・すまい・生活支援が一体的に切れ目なく提供される地域包括ケアシステムの

構築に取り組みます。 

●市営住宅における外国人入居者のサポート 

・市営住宅では、外国人入居者に対して、言葉や生活習慣の違いによるトラブルを防ぐた

めの外国人向けＤＶＤや、入居者が行う手続き等の案内や、共同生活において必要とな

るマナー等を記載した「リビングノート」の外国語版（英語、中国語、韓国語）を配付

するなど生活のサポートを進めます。 

（３）プロジェクト地区等における先導的なすまい・まちづくり 

九大跡地などの開発プロジェクト地区等においては、良質なストックとなる住宅・住環境整

備を計画的に進めるとともに、高齢者や障がい者などが安心して住めるまちづくり、環境と共

生するまちづくり、情報化社会に対応するまちづくり、国際化社会に対応するまちづくりなど、

先導性をもち、みんなにやさしく、豊かさを実感できる魅力あるすまい・まちづくりに取り組

みます。 

また、グローバル創業都市に向けた取り組みを進めており、グローバルビジネスの担い手と

して福岡でビジネスを進めてもらうために、グローバル人材とその家族も含めた暮らしの利便

性、医療環境、教育環境を整えるための機能誘導、日常生活に必要な情報などの支援を行うな

ど、誰もが住みやすく活動しやすいまちづくりを進めます。 
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【主な取り組み施策】 

●九州大学箱崎キャンパス跡地のまちづくり 

・福岡市東部の地域拠点としてふさわしい市街地を形成するため、回遊性や交通利便性、

防災性の向上につながるような都市基盤整備を進めると同時に、交通アクセスの良さな

ど高い利便性を生かし、安全・安心・快適で健やかに暮らすことのできるまちづくりを

推進します。 

●職住近接型の高質な住宅等の整備の促進 

・外国人も創業・ビジネスがしやすい生活環境の形成に向けて、職住近接型の高質な住宅

等の整備に資する、「都心や副都心などの拠点性に高い地域での開発」や、「地域と共働

した取り組みを行う開発」等に対して、住宅の容積率緩和などの支援を行います。 
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基本方針２ 子育て世帯が住みやすい居住環境の整備 

（１）子育て世帯に配慮した良質な住宅の確保 

子育て世帯が安心して生活するためには、良質な住宅を確保することが重要です。 

   しかし地域によっては、家賃が高額であるなど、子育て世帯が適切な住宅を確保しづらい状

況もあります。子育て世帯が良質な住宅に居住し、快適で利便性の高い生活を送ることができ

るよう、子育て世帯に配慮した住宅の確保を促進します。また、子育て世帯が適切な負担で良

質な住宅に居住できるよう、国の補助事業の活用など様々な支援策について、調査・検討を進

めます。        

【主な取り組み施策】 

●市営住宅における子育て世帯の入居支援  

・市営住宅では、子育て期において、適切な住居費の負担により良質な住宅が確保される

よう、子育て世帯の倍率優遇や募集枠を確保した公募を行うなど、子育て世帯の入居を

支援します。 

・また、子育て世帯を対象とした期限付き入居制度等の導入について、モデル実施の状況

を踏まえながら検討を進めます。 

●「住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業」の推進 

・国が平成 27 年に創設した、住宅に困窮している低所得の子育て世帯等に対して、空家

を活用し一定の質が確保された賃貸住宅を供給する「住宅確保要配慮者あんしん居住推

進事業」の広報・周知を推進し、子育て世帯などの住宅の確保を図ります。 

 

 

（２）子育て環境の整備 

身近な地域において、乳幼児の親子や子どもたちが集い、安全に活動することができる場を

確保します。また、子どもや子ども連れの人、妊産婦などが安心して外出できるよう、ユニバ

ーサルデザインの理念に基づいた施設整備を進めるなど、子育て環境の充実に向けた整備を誘

導します。 

【主な取り組み施策】 

●公園等の整備・改善 

・子どもたちが安全に安心して遊び、活動するためには、身近な街区公園や、近隣・地区

公園などの比較的規模の大きな公園など、様々な利用を想定した公園の確保が必要です。

新規開発に併せた公園整備を進めるとともに、既存の公園の改善を進め、子育て環境の

充実を図ります。 

●総合設計制度を活用した子育て支援施設の整備促進 

・福岡市総合設計制度では、一定の子育て支援施設の整備に対して容積率加算の特例を設

けており、この制度の活用による、子育て支援施設の整備促進を図ります。 

*住宅確保要配慮者： 

住宅セーフティネット法で、低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを育成する家庭、その他

住宅の確保に特に配慮を要する者を「住宅確保要配慮者」と定義している。 
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基本方針３ 
ユニバーサルデザインの理念によるすまいづくり・まち

づくりの推進 

（１）公的賃貸住宅、公共施設等におけるユニバーサルデザインの導入 

ユニバーサル都市・福岡とは、ユニバーサルデザインの理念に基づいた誰もが思いやりを持

ち、すべての人にやさしいまちのことであり、福岡市は、みんながやさしい、みんなにやさし

いユニバーサル都市・福岡をまちづくりの目標像として掲げ、市政の柱の一つとして推進して

います。 

ユニバーサルデザインとは、年齢、性別、能力、背景などにかかわらず、できるだけ多くの

人が自由に快適に利用でき、行動できるように、ものづくり、情報、サービスやまちづくりな

どあらゆる場面で、あらかじめ、思いやりのある配慮を行うという考え方で、ユニバーサル都

市・福岡の根幹となる概念です。 

市営住宅等の公的賃貸住宅や、公共施設等においても、「福岡市福祉のまちづくり条例」や

「福岡市バリアフリー基本計画」に基づき、ユニバーサルデザインの理念によるすまいづくり、

まちづくりに取り組みます。 

◇ユニバーサル都市・福岡の実現イメージ 
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【主な取り組み施策】 

●市営住宅におけるユニバーサルデザインの導入推進 

・市営住宅の建替え・改善では、従来から行っている室内外の段差解消やＥＶ設置などの

バリアフリー化に加え、玄関等への手すりの設置、水栓のレバー化など誰もが暮らしや

すい住宅を目指して、ユニバーサルデザインの導入を推進します。 

（２）民間住宅におけるユニバーサルデザインの導入促進 

民間住宅についても、ユニバーサルデザインの理念に基づき、ユニバーサルデザインやバリ

アフリーの導入に向けて、市民や関連事業者への普及・啓発を推進します。 

【主な取り組み施策】 

●高齢者・障がいのある人に配慮した住宅の普及・啓発 （再掲） 

・バリアフリーなどのすまいづくりのポイントをまとめた「住まいづくりの手引き」など

を通して、高齢者・障がいのある人に配慮した住宅の普及・啓発を進めます。 

●福岡市福祉のまちづくり条例によるバリアフリー化の促進 

・一定規模以上の共同住宅等の新設や改修を行う際に、「福岡市福祉のまちづくり条例」

に基づく整備基準に適合させることにより、バリアフリー化を進めます。 
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基本方針４ 住宅困窮者に対する居住支援の充実 

（１）様々な主体による居住支援体制の構築 

行政と公的・民間賃貸住宅事業者、ＮＰＯ等の民間支援団体などの連携により、低額所得者、

被災者、高齢者、障がい者、子育て世帯、ＤＶ被害者、外国人、ホームレス等のうち、自力で

は適正な水準の住宅の確保が困難な者（以下「住宅困窮者」という。）がそれぞれの状況に応

じて適切な住宅を確保できるように、居住支援の充実を図ります。 

【主な取り組み施策】 

●住宅困窮者の居住支援体制の強化 

・民間賃貸住宅を活用した住宅困窮者の円滑入居支援策の効果的な推進を図るために、民

間賃貸住宅事業者、福祉団体、福岡市等で構成する「福岡市居住支援協議会」を平成２

１年３月に設立しており、今後とも、当協議会の体制強化を進め、住宅困窮者の円滑入

居支援に対するより効果的な取り組みを推進します。 

（２）住宅困窮内容に応じた居住支援の充実 

住宅困窮者が多様化する中、これらの世帯の居住の安定を確保するためには、賃貸住宅市場

全体で取り組む必要があります。特に、市場において適正な居住水準の住宅を確保できない住

宅困窮者に対しては、公的賃貸住宅を中心とした対応が必要です。 

民間賃貸住宅市場においては、高齢者等が、家賃滞納に対する不安や身寄りがないことによ

る緊急時の対応への不安などの理由により、入居を拒まれるケースが見られることから、住宅

困窮者が、民間賃貸住宅へ円滑に入居できる支援策の推進を図ります。 

また、今後の福岡市を取り巻く社会状況の変化等を踏まえ、市営住宅のあり方及び民間賃貸

住宅の活用等を踏まえた住宅困窮者への住宅供給施策について、調査・検討を進めます。 

【主な取り組み施策】 

●高齢者の民間賃貸住宅への入居支援 

・緊急連絡先や保証人が確保できない高齢者に対して、登録した「支援団体」が実施する

見守りや死後事務等の入居支援サービスをコーディネートし、入居に協力する不動産会

社である「協力店」への紹介を行う事業「住まいサポートふくおか」を実施し、高齢者

の住み替えを支援します。  

●市営住宅による住宅困窮者への入居支援  

・市営住宅入居者の定期募集の際に、高齢者世帯や子育て世帯等のより住宅困窮度が高い

世帯に対して、「倍率優遇方式」「戸数枠設定方式」「ポイント方式」による優遇制度や、

ＤＶ被害者等のより困窮している世帯に対応した随時募集制度を実施しており、今後も

住宅に困窮している世帯への適切な市営住宅への入居を支援します。 
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●「住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業」の推進（再掲） 

・国が平成 27 年に創設した、住宅に困窮している低所得の高齢者や障がい者、子育て世

帯に対して、空家を活用し一定の質が確保された賃貸住宅を供給する「住宅確保要配慮

者あんしん居住推進事業」の広報・周知を推進し、高齢者の住宅の確保を図ります。 

 

（３）迅速かつ的確な被災者支援の実施 

地震、洪水、火災などの災害が発生し、被災者向けの一時的な居住先の確保が必要となった

場合には、迅速な対応を進められるよう民間事業者等と連携するとともに、被災者向け住宅の

確保を行うなど被災者に対する迅速かつ的確な支援を実施します。 

【主な取り組み施策】 

●市営住宅による被災者支援の実施 

・震災等によって居住が困難になった方々に市営住宅の一時使用を行っております。今後

も、大規模災害が発生した場合、被災者に対する迅速な支援を実施します。 
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基本方針５ 公的賃貸住宅による居住支援の実施 

（１）市営住宅の効率的・計画的な更新 

市営住宅は、住宅セーフティネットの中核を担っており、将来にわたって安定的な運営を図

る必要があります。そのため、現在、昭和40年代に大量に供給された住宅の老朽化が進行し

ており、全市的な住宅事情や本市の財政状況を踏まえ、既存ストックを有効活用することを基

本として、計画的・効率的な機能更新や維持保全を推進します。更新にあたっては、適正な住

戸規模・居住水準を確保するとともに、社会情勢、市民ニーズ、多様なライフスタイルに対応

した誰もが住みやすい住宅の供給を推進します。 

市営住宅の建替えにあたっては、ユニバーサルデザインを導入するとともに、バランスのと

れたコミュニティ形成のため、多様な世帯の入居を促す取り組みを推進します。大規模団地の

建替えでは、周辺地域を含めた課題に対応した機能の導入を図るなど、まちづくりの視点に立

った整備を進めます。 

既存住宅については、バリアフリー化による居住水準の改善、耐震化の推進による安全性の

向上、計画的な修繕の実施による住宅の延命化等を図り、ストックの有効活用や長期的な活用

を推進します。 

【主な取り組み施策】 

●市営住宅の効率的・計画的な機能更新の推進 

・市営住宅の効率的かつ的確な機能更新と維持保全を目的として、「市営住宅ストック総

合活用計画」を策定しており、今後も、同計画に基づき、建替事業や、耐震改修、住戸

改善、エレベーター設置などの改善事業を計画的に進めます。 

◇「市営住宅ストック総合活用計画」の基本目標 
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（２）市営住宅の適切な管理・運営 

住宅困窮者に対して公正かつ的確な市営住宅の入居に努めるとともに、継続的かつ安定的な

管理、効率的な運営を図ります。 

【主な取り組み施策】 

●市営住宅への適正入居促進 

・福岡市では、特に住宅を必要とする者を優先的に選考して入居者を決定する「随時募集」

制度や、年２回（６月・１２月）、「住宅の老朽度」など複数の項目を数値化し、ポイン

トの高い世帯を優先的に入居決定する「ポイント方式」制度を導入しており、適正な入

居の促進に努めます。 

●公平・公正な入居制度への検討 

・真に住宅に困窮している世帯に公平性を持って対応するためには、住宅の流動性を高め

る必要があるため、期限付き入居制度等の導入について検討を進めます。 

・その他、定期募集（抽選方式）における入居辞退等の課題に対応した制度について検討

を進めます。 

（３）公的賃貸住宅との連携強化 

福岡県住生活基本計画（平成24年 3月改正）では、基本目標に「だれもが安心できる住宅

セーフティネットの充実」が掲げられ、取り組み施策としては、住宅セーフティネットの構築

のため、県や市町村、住宅供給公社、都市再生機構などと「公共賃貸住宅の運営主体間の連携

強化」を図ることとされています。 

福岡市においても、県営住宅，都市再生機構住宅などの公的住宅について、住宅困窮者に対

する居住支援と、効率的・計画的な運営・更新等が実施されるよう連携を強化し、住宅セーフ

ティネットの機能向上を図ります。 

【主な取り組み施策】 

●公的主体等との連携促進 

・公的賃貸住宅に関する事業等を推進するため、福岡県内の公的賃貸住宅事業者で構成す

る「福岡県地域住宅協議会」や、高齢者などの住宅困窮者に対する対応するため、市や

住宅関連事業者、福祉団体で構成する「福岡市居住支援協議会」などの協議会等を通じ

て，様々な課題や施策に関する情報共有するとともに、相互連携を図りながら取り組み

ます。 
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基本方針６ 
安全で安心な住生活を実現するすまいづくり・まちづく

りの推進 

（１）防災性の高いすまい・まちづくりの推進 

耐震性能は、生命・財産の安全性を確保する上で、住宅に求められる重要な性能であり、福

岡市では、平成17年３月20日に発生した福岡県西方沖地震の経験を踏まえ、地震による人

的・経済的被害を軽減するためには、建築物の耐震化が不可欠であるという認識の下、現在に

至るまで様々な耐震化促進のための支援策を実施しています。また、密集市街地については、

面的な住環境改善と住宅の不燃化等を促進しています。 

市民が安心して暮らせるように、地震などの災害に強い安全なすまいづくり・まちづくりの

取り組みを進めます。 

【主な取り組み施策】 

●計画的な耐震化の促進 

・「災害に強く、安全で安心して暮らせる都市」を目指し、総合的かつ計画的に建築物の

耐震化を促進するために策定された「福岡市耐震改修促進計画」に基づき、既存住宅の

耐震診断や耐震改修への支援など、住宅の耐震対策に取り組みます。 

●春吉２丁目地区密集住宅市街地整備の推進 

・春吉２丁目地区では、住宅市街地総合整備事業により、狭隘道路の拡幅やオープンスペ

ースの創出などにより居住環境の改善を推進します。 

●狭あい道路拡幅整備事業の推進 

・災害時における避難や救助活動、居住環境上の課題となる狭あい道路の改善を図るため、

幅員が４メートル未満の市道に接し、建築基準法上の後退義務がある敷地を対象に、市

民等による市への後退用地の寄付や支障となる門や堀等の移設への助成を行う｢福岡市

狭あい道路拡幅整備事業｣を推進し、安全で良好な道路空間の確保を図ります。 

◇整備イメージ 
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（２）防災等に関する地域等の取り組みの促進 

自主防災組織の活動や地域における災害時要援護者への避難支援の取り組みなど、防災に関

する地域住民等の身近な取り組みを支援します。 

また、大規模な災害の発生などに備え、「自助」「共助」「公助」それぞれの力を高めるとと

もに、大規模災害発生時には、行政はもとより、企業や自治組織、ボランティアなど、多様な

主体による防災活動が行われるとともに、互いに連携し、十分な力を発揮できるような災害対

応体制を構築するための取り組みを進めます。 

 

【主な取り組み施策】 

●自主防災組織への防災訓練等の活動支援 

・地域がより活発に自主防災組織の活動に取り組むことができるよう、活動物資の提供や

各種訓練などの実施支援、防災講演会や自主防災組織リーダー研修会の開催などを行い

ます。 

●災害時要援護者の避難支援体制の構築 

・地域の支援組織により災害時要援護者の避難支援に取り組むことができるよう、災害時

要援護者の名簿の作成・提供や先進的な活動事例の紹介などを行います。 

 

 

 

（３）災害リスクを踏まえたすまい方などの普及啓発 

災害時の情報提供だけでなく、平常時から災害に関するリスク等の情報を市民に的確に提供

することにより、防災意識と防災知識の向上を図ります。 

【主な取り組み施策】 

●揺れやすさマップの活用 

・地震が発生した場合の自分が暮らす地域の震度を確認し、建物の耐震化の必要性を理解

していただくために「揺れやすさマップ」を作成しています。このマップを活用して啓

発を進めることにより、市民等による建物の耐震化を促進します。 

●ハザードマップの活用促進 

・市民等の防災の知識が深まるとともに、防災意識や避難の心構えが向上することで、災

害時に適切な避難行動ができるよう、各種ハザードマップの作成・提供を行います。ま

た、ハザードマップの活用促進に向けた取り組みを進めます。 
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（４）防犯性の高いすまい・まちづくりの促進 

空き巣など住宅侵入窃盗による被害等を防止するため、住宅の防犯性の向上のための情報提

供等を行うとともに、地域における防犯のまちづくりを促進します。 

【主な取り組み施策】 

●住宅の防犯性の向上のための情報提供等 

・「福岡市犯罪のない安全で住みよいまちづくり推進条

例」に基づき「犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設

備等に関する指針」を示し、住宅の防犯性の向上のた

めの情報の提供等を行います。 

●地域防犯活動の支援 

・市民等が地域の実情及び特性に応じた地域防犯活動に

取り組むことができるよう、情報の提供、助言その他

必要な支援を行います。 

●地域における防犯体制の強化 

・犯罪の抑止効果や犯罪発生時の犯人の特定及び検挙に

効果のある街頭防犯カメラの設置促進を図るため、自

治協議会、自治会・町内会等が設置する街頭防犯カメ

ラの設置費用の一部を補助し、設置を促進します。ま

た、ランニングコストの低減のために、防犯灯のＬＥ

Ｄ化を進めます。 

（５）安全安心な住宅の確保 

住宅等について安心安全なストックの形成・維持を図るため、「建築物安全安心実施計画」

に基づき、建築物の安全性の確保に向けた取り組みを進めます。 

【主な取り組み施策】 

●新築、増改築等に係る建築確認審査等の徹底 

・迅速かつ的確な建築確認審査の徹底、中間検査・完了検査の徹底等により建築規制の実

効性を高めます。 

●違反建築物対策の徹底 

・違反建築の防止に関する周知の徹底を図るため、全国的に実施される違反建築物防止週

間等を活用し、パンフレット等を利用した周知、建築パトロール等を実施し、その未然

防止を図るとともに、早期発見及び是正に努めます。 
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基本方針７ 環境に配慮したすまいづくりの推進 

（１）環境に配慮した住宅整備の誘導 

住宅は、エネルギー消費や建設廃棄物の発生などにより環境に対して大きな負荷を与えてい

るため、省エネルギーにととまらず再生可能エネルギーやエネルギーマネジメントシステムな

どの導入・活用の推進により、効率的にエネルギーを利用することが求められています。また、

暑熱環境を緩和するために緑化は有効であり、全市域の緑の量の減少に対し、住宅敷地内の緑

化が求められています。 

このように地球規模で進行している地球温暖化などの環境問題や、シックハウス、アスベス

ト等の問題に対応するため、省エネルギー・省資源に配慮した住宅や健康的なすまいなど環境

に配慮されたすまいづくりを誘導します。 

【主な取り組み施策】 

●長期優良住宅等の普及促進 

・住宅を長期にわたり、良好な状態で使用し、また、住宅の建設・解体等により生じる廃

棄物を削減することにより、環境への負担を軽減するとともに、建替えに必要な費用を

削減することで住宅の取得に要する負担を軽減し、より豊かで、より優しい暮らしへの

転換を図る他、再生建材の利用促進、資源節約につながるスケルトン・インフィル住宅

の導入、自立循環型住宅の整備など、省エネルギー、省資源に配慮した住宅の普及促進

を図ります。 

●福岡市建築物環境配慮制度（CASBEE 福岡）の促進 

・環境に与える負荷が比較的大きい大規模な共同住宅を対象に、建築物の環境性能を地域

特性を踏まえて総合的に評価し、格付けする手法（CASBEE 福岡）を推進することによ

り、建築物が環境に与える負荷を低減し、環境にやさしい快適な建物づくりをめざしま

す。 

 

 

 

 

 

 

●再生可能エネルギーやエネルギーマネジメントシステムの導入促進 

・住宅への太陽光発電システムや燃料電池、蓄電池等の導入誘導支援策等と併せて、HEMS

等を導入することにより、エネルギーの効率的な利用を促進します。 
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●緑化の推進 

・住宅の庭木や生垣などの緑は、生活空間に連続的に広がる緑のベースであり、身近な暮

らしを潤いのあるものとするために重要な役割を担っています。それらの緑を良好な状

態に保ち続けるため、緑に関する情報提供や、緑化の啓発に努めます。また、新たに住

宅地を整備する際には、敷地内の緑化を誘導するなど、環境に配慮したすまいづくりを

推進します。 

●環境・健康に配慮した住宅の普及・啓発  

・すまいづくりのポイント等をまとめた「住まいづくりの手引き」などを通して、省エネ

ルギー、シックハウスなど環境や健康に配慮した住宅の普及・啓発を進めます。 

（２）プロジェクト地区等における環境と共生するまちづくりの推進 

アイランドシティなどの開発プロジェクト地区等においては、良質なストックとなる住宅市

街地の形成を計画的に進めるとともに、環境と共生し、そこに住む人々が豊かさを実感できる

ような先導的な取り組みを推進します。 
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基本方針８ 住生活を支えるコミュニティの形成促進 

（１）コミュニティ形成の促進 

地域における高齢者等の見守りや、災害への備えなどに関する課題に対しては、地域コミュ

ニティが重要な役割を果たすことが期待されていることから、住民がお互いの顔の見える関係

をつくり、多様な世帯や世代がともに暮らせるコミュニティの形成を促進します。 

また、コミュニティの充実・発展によって、良好な住環境の形成や住宅の価値の維持・創造

に寄与し、さらにコミュニティが充実していくという好循環を目指します。 

【主な取り組み施策】 

●地域によるコミュニティづくりの支援 

・自治協議会や自治会・町内会が実施する、子どもや高齢者をはじめ，多様な世代の交流

を促進するための取り組みなどへの支援を行い、良好な地域コミュニティ形成を促進し

ます。 

●自治会活動ハンドブックの活用 

・自治協議会制度やコミュニティの運営など、さまざまな情報を掲載した「自治会活動ハ

ンドブック」を作成しており、それらを活用した地域コミュニティ活動への支援を実施

します。 

●自治会・町内会加入の促進 

 ・ホームページやブログなどＳＮＳの活用により、自治協議会、自治会・町内会などの地

域団体の活動についての情報発信を支援します。 

・自治の基礎となる自治会・町内会に対する市民の理解と加入が進むよう、地域コミュニ

ティと連携した取り組みを進めます。 

・共同住宅の多い地域では、自治会・町内会の加入についての課題があり、事業者等の協

力を得るため、共同住宅に関連する団体等との協議の実施や連携・協力等に努めます。 

●地域による見守り活動への支援の実施 

・子育て世帯や高齢者をはじめ、だれもが住み慣れた地域で安心して健やかに暮らしてい

くことができるように、市民等による自主的な見守り活動や声かけなどを通じて、隣近

所などと普段から顔の見える関係づくりを進めるとともに、「支える人」を支えること

も含め、住民、ＮＰＯ、企業など多様な主体による重層的な見守り活動など地域全体で

支え合う関係を築くための支援を行います。 

●市営住宅におけるコミュニティ形成の促進 

・市営住宅においては、コミュニティを維持・形成していくため、新婚世帯や子育て世帯

など多様な世代の入居促進を図り、良好なコミュニティ形成の担い手の確保に努めると

ともに、既に居住している住民と新たな住民との交流を促進するための取り組みについ

て検討を進めます。 
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（２）住民主体のまちづくりルール策定への支援 

住み慣れた地域で人々が協調しながら快適に暮らせるように、市民の、すまいづくりやまち

づくりに対する関心を高め、地域活動への参加を促すとともに、建築協定、緑地協定、地区計

画、景観協定等の活用を誘導します。また、地域住民が主体となった地域まちづくり計画等の

まちづくりルール策定や活動等を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取り組み施策】 

●良好な住環境等の形成促進 

・良好な住環境を形成していくため、用途地域など建築物の制限内容等の周知を図るとと

もに、地域住民に対して自治協議会やＮＰＯ等と連携を図りながら市民等による建築協

定や地区計画等を活用したまちなみのルールづくり活動への発意を促します。 

●地域まちづくり活動等に対する支援 

・地域住民が主体となった地域まちづくり計画等のまちづくりルールの策定や活動等に対

して、地域の特性や熟度に応じて、出前講座の開催、まちづくりアドバイザーやコンサ

ルタント派遣制度の活用、活動費の一部助成など、市民等によるまちづくり活動への支

援を行います。 

  

景観協定 

緑地協定 

都市景観 

形成地区 

◇地域まちづくり計画の位置づけ 
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基本方針９ 住み続けられるまちづくりの推進 

（１）快適に暮らせる日常生活圏の維持・形成の推進 

海や山に囲まれた地形的な特徴を生かし、都市的魅力と豊かな自然環境が調和され、各拠点

の特性に応じて多様な都市機能が集積し、交通基盤のネットワークにより移動の円滑性が確保

された「福岡型のコンパクトな都市」に向けて、まちづくりを進めます。 

その中でも市民が日常生活を営んでいる地域では、利便性が高く良好な居住環境の形成や生

活交通の確保が求められており、誰もが安心して快適に暮らせる日常生活圏の維持・形成を図

ります。 

また、人口減少や少子高齢化が進行し、地域活力の低下等による、地域コミュニティの維持・

活性化が課題となっている農漁村地域などにおいて、農林漁業や観光などの産業の振興と連携

を図りながら、定住化の促進に向け、地域の主体的な取組みを支援します。 

【主な取り組み施策】 

●生活交通確保の支援 

・バス路線の休廃止に伴い、新たに公共交通空白地となる恐れのある地域において、必要

最小限の代替交通の運行支援を行うことで、住民の日常生活を支える生活交通の確保を

図ります。 

・また、公共交通が不便な地域において、生活交通の確保に向けた地域主体の取り組みに

対して、運行内容の検討に係る活動経費を補助するなどの支援を行います。 

●定住化促進のための空家等の活用への支援検討 

・農山漁村地域において、地域コミュニティの維持・活性化を図るため、空家の利活用の

検討など、定住化促進に係る取組みに対して支援します。 

●既存集落などの定住化方策の検討 

・居住人口の回復に向けて、地区計画、開発許可制度の弾力的な運用など、既存集落など

における定住化方策を検討します。 
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基本方針１０ 
良好な共同住宅ストックの形成に向けた取り組みの 

推進 

（１）共同住宅の適切な維持管理の促進 

福岡市では、共同住宅に居住する世帯が７割を超えており、今後、共同住宅の中で建築後相

当の年数を経過した建物が急激に増加することが見込まれることから、適正な維持管理と計画

的な修繕等が進められるよう、区分所有者や管理組合等に対する支援に取り組みます。 

特にマンションにおいては、区分所有者間の合意形成が難しく、円滑な共同生活を営むため

の管理組合活動への参加が不可欠であることから、居住者間のコミュニケーションの形成や、

管理組合等がマンションに関する情報を受信しやすくする支援策について、調査・検討を進め

ます。 

【主な取り組み施策】 

●共同住宅の適正な維持管理の促進 

・「マンション管理の手引き」や「賃貸住宅住まいの手引き」などの冊子の配布や、ＮＰ

Ｏ等と連携した相談業務の充実を図り、共同住宅の適正な管理運営及び計画的な修繕等

の実施について普及・啓発に努めます。 

●「福岡市マンション管理支援機構」の活動推進 

・マンションの管理運営や維持管理など分譲マンションが抱える課題に対応するために、

福岡市とマンション管理を支援するＮＰＯ団体等が共働で「福岡市マンション管理支援

機構」を設立し、適切な情報提供、相談の受け付け、セミナーの開催等などを実施して

います。今後も、構成団体相互の連携強化を図るとともに、支援機構の幅広い活動を推

進します。 

●管理組合用ポスト設置等の啓発 

・マンション管理組合の代表者は固定しておらず、マンション管理に関する市等から情報

を受けることが難しくなっているため、管理組合用ポストの設置など情報受信への対応

について啓発を行います。 
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（２）マンションの円滑な建替えに対する支援 

マンションの建替えについては、資金の確保や、技術的・法律的な専門知識の不足、区分所

有者間の意見調整の難しさなどが、将来的に大きな問題になると考えられることから、区分所

有者や管理組合等による将来の建替えを見据えた早い段階からの取り組みを醸成し、円滑な建

替えを支援します。 

【主な取り組み施策】 

●円滑な建替えに向けた情報提供の実施 

・建替えを行う準備組織に対し、マンション建替え円滑化法に基づく建替組合の設立や、

事業計画の作成に関する相談業務を行うとともに、建替えや大規模修繕などの更新手法

を的確に判断するための情報提供を行い、円滑な建替えを支援します。 

●マンション建替型総合設計制度の活用支援 

・耐震性の不足するマンションの建替えを促進するため、平成 27 年 4 月に策定した「マ

ンション建替型総合設計制度」は、法定の空地要件を撤廃するなど、これまでの総合設

計制度の適用要件を緩和し、容積率の緩和がより受けやすくなっています。今後この制

度の普及と活用支援を図ります。 
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基本方針１１ 空家対策に向けた取り組みの推進 

（１）空家の適正管理や利活用の促進 

放置空家が防火・防犯・環境等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることなど

を背景として、平成26年 11月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が成立しました。

福岡市においても、放置空家対策を推進するため、平成2５年9月に「福岡市空家の倒壊等に

よる被害の防止に関する条例」を制定しました。 

放置空家については、この法律や条例に基づき、関係部署等と連携しながら、是正指導に取

り組むとともに、空家の所有者に対して、適正管理の重要性を周知・啓発に取り組み、放置空

家の発生防止に努めます。 

また、空家の利活用等については、空家所有者に対する情報提供や相談業務の充実を図ると

ともに、既存住宅市場の流通促進等について検討し取り組みます。 

【主な取り組み施策】 

●放置空家対策の推進 

・放置空家は、建物の老朽化による危険性はもとより、多

に亘って周辺に悪影響を及ぼすことから、関係局・区で

構成される「廃屋対策連絡会議」において情報共有や調

整を図りながら、その対応に取り組みます。 

・周辺に悪影響を及ぼす放置空家については、関係局と連

携しながら、所有者等に対して助言・指導を進めます。

また、再三の指導にも従わず、緊急性の高いものについ

ては、法令や条例に基づき勧告や公表などの措置を行っ

ていきます。 

 

●空家等対策の推進に関する特別措置法の活用 

・特措法により固定資産税情報の内部利用が可能になったことから、所有者の特定ができ

るようになり、今まで対応できなかった物件について所有者を特定し、助言・指導等を

進めます。 

 

●空家の利活用等に対する取り組み 

・放置空家となる前の空家については、既存住宅市場に流通させ利活用が図れるよう、福

岡県や住宅関連事業者等で構成する「住宅市場活性化協議会」や「空家対策連絡協議会」

において、検討し取り組みます。 
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基本方針１２ 住宅市場の環境整備 

（１）既存住宅の流通とリフォーム市場の活性化促進 

近年のリフォーム需要の高まりや地球環境への負荷低減への観点などから、既存住宅市場や

リフォーム市場の環境整備と活性化が求められています。そのため、良質な住宅ストックを流

通させるとともに、居住ニーズに応じた適切なリフォームを安心して実施できるようにするた

め、既存住宅の品質・性能、住宅関連事業者等に関する情報提供や、相談業務の一層の充実を

図ります。 

また、公的団体や住宅関連事業者等との連携を強化して、住宅市場の活性化について、検討

し取り組みます。 

【主な取り組み施策】 

●長期優良住宅等の普及促進 （再掲） 

・住宅を長期にわたり、良質な状態で使用することによって、環境への負担を軽減すると

ともに、建替えに係る費用の削減によって住宅に対する負担を軽減し、より豊かでより

優しい暮らしへの転換を図るほか、再生建材の利用促進、住宅の建設・解体等により生

じる廃棄物の削減、資源節約につながるスケルトン・インフィル住宅の導入、自立循環

型住宅の整備など省エネルギーや省資源に配慮した住宅の普及促進を図ります。 

●住宅関連事業者等との連携した取り組み 

・福岡県や住宅関連事業者等で構成する「住宅市場活性化協議会」では、既存住宅の管理・

流通、住宅リフォーム市場の活性化を図るため、消費者等への情報提供や既存住宅の検

査制度等の施策検討を行い、取り組みます。 

（２）住宅市場におけるルール・仕組みの普及・支援 

民間住宅市場における適正な賃貸借契約や瑕疵保証等のルール、仕組みの普及を支援し、賃

貸住宅の退去や既存住宅の売買におけるトラブルの未然防止を図ります。 

【主な取り組み施策】 

●多様な住宅に関する相談等への対応 

・「福岡市住宅相談コーナー」を設置し、建てる・借りる・リフォームするなど、住宅に

関する様々な相談等に応じるとともに、弁護士、建築士、マンション管理士などの専門

家によるきめ細やかな対応を行い、相談業務の強化と情報の一元的な提供を図ります。 
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４－３ 成果指標 
目指すべき住生活の将来像の実現に向けた基本目標の達成状況について、定量的・客観的に把握

するための指標を下表のように定めます。 

基本目標 指標名称 現状値 

中間 

目標値 

（H32） 

目標値 

（H37） 
出典 

１ 

みんなに

やさしい

居住環境

の形成 

 

■サービス付き高齢者向け住

宅供給戸数 

2,544 戸 

（H27） 
3,200 戸 3,800 戸 住宅都市局調査 

■子育て世帯が住宅・住環境に

満足している割合 

（子どもが 6歳未満） 

76.2％ 

（H25） 

80％程度を

維持 

80％程度を

維持 
住生活総合調査 

■高齢者の居住する住宅の一

定のバリアフリー化率 

（２個以上の手すりの設置又

は段差解消を満たすもの） 

37.5％ 

（H25） 
53.0％ 75.0％ 住宅・土地統計調査 

■共同住宅の共用部分のバリ

アフリー化率（道路から玄関

まで車いすで通行可能な住

棟割合） 

23.9％ 

（H25） 
30.0％ 37.0％ 住宅・土地統計調査 

２ 

居住の 

安定の 

確保 

 

■高齢者人口に対する高齢者

向け住宅の割合 

3.8％ 

（H26） 
3.9％ 4.0％ 住宅都市局調査 

■住まいサポートふくおかに

よる賃貸契約成約者数 

39 世帯 

（H27） 
200 世帯 360 世帯 

保健福祉局調査 

（事業を開始してから

の延べ成約者数） 

■最低居住面積水準未満率 
10.2％ 

（H25） 
早期に解消 早期に解消 住宅・土地統計調査 

３ 

豊かさと

安全・ 

安心を 

そなえた

住生活の

実現 

■住宅の耐震性の確保 

（新耐震基準に適合する住宅

ストック比率） 

86.6％ 

（H27） 
95.0％ 概ね解消 住宅・土地統計調査 

■地域活動への参加率（地域活

動に参加したことがある市

民の割合） 

55.6％ 

（H26） 
67.0％ 70.0％ 

総務企画局「基本計

画の成果指標に関す

る意識調査」 

■新築戸建て長期優良住宅の

割合 

31.0％ 

（H26） 
35.0％ 40.0％ 住宅都市局調査 

４ 

住宅の 

適正な 

管理・ 

再生の 

推進 

■長期修繕計画を策定してい

る管理組合の割合 

83.8％ 

（H23） 
87.0％ 90.0％ 住宅都市局調査 

■戸建て空家（賃貸用・売却用

住宅、別荘等を除く）のうち

腐朽・破損のある住宅 

2,820 戸 

（H25） 
現状維持 現状維持 住宅・土地統計調査 

５ 

活発な 

住宅市場

の形成 

■既存住宅の流通戸数の新築

を含めた全流通戸数に対す

る割合（既存住宅の流通戸数） 

14.3％ 

（H25） 

(2,809 戸) 

17.0％ 

(2,900 戸) 

20.0％ 

(3,000 戸) 
住宅・土地統計調査 

 

総括指標 
■住んでいる住宅及び住環境

に対する満足度 

79.6％ 

（H25） 

80％程度を

維持 

80％程度を

維持 
住生活総合調査 
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第５章 推進に向けて 

５－１ 住生活に関する情報の提供  

 社会・経済情勢の変化に伴い、市民のすまいに対するニーズは高度化・多様化し、住宅に関する

情報は広範囲に亘っているため、市民がこれらの情報を入手、選別することが難しくなっています。 

市民が、住生活に関する情報を容易に収集・選択できるように、すまい方・暮らし方に関する多

様な情報の的確な提供を進めます。 

（１）住情報提供と住宅相談の充実 

多様化・高度化する市民ニーズに応える住宅情報を的確に提供するとともに、住宅相談を 

充実させます。 

バリアフリー住宅や環境に配慮した住宅など新しいすまいづくりの情報や分譲マンショ

ンの管理、住宅の構造の安全性、維持管理のほか、住宅の売買や資金計画などについても幅

広くきめ細やかな情報提供を行います。 

（２）人材育成や啓発へ向けた情報提供等の推進 

市民が安心して快適に生活できるよう、すまい･生活に関するルール･マナーの啓発などを 

積極的に進めます。 

地域のまちづくり活動を担う人材を育成するため、まちづくり活動事例のプロセスや問題

点などの細やかな情報の収集・整理・蓄積を図り、まちづくり活動を行っている団体等への

情報配信を行います。 

分譲マンションにおいては、管理に対する知識やコミュニティ意識の不足などにより、管

理活動を担う人材が育ちにくい状況にあるため、人材育成へ向け、管理の先進事例や築年数

に応じた管理のあり方などの情報提供を推進します。 

（３）情報提供のネットワーク化 

市民がより多角的な情報を入手できるよう、県、都市再生機構、住宅金融支援機構、住宅

供給公社などの公的団体、不動産事業者などの民間団体等と相互連携した情報提供を行うと

ともに、情報体制のネットワーク化を推進します。 
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５－２ 共働によるまちづくりの推進 

「福岡市住生活基本計画の将来ビジョン」にある「住みたい」を実現させるために、市民、民間

事業者、ＮＰＯ等、福岡市、その他の公的主体がそれぞれの役割を果たしながら、共働によるまち

づくりを推進します。 

（１）市民の役割 

市民は、住宅が私的資産であると同時に、都市の構成要素であり、環境負荷の低減が求め

られるなど社会的役割を担っていることを認識した上で、適切な維持・管理に取り組み、良

質な住宅ストックを将来に継承していくことが求められています。また、市民一人ひとりは、

地域コミュニティを支える主体として、地域のまちづくり活動などを通じた居住環境の向上

に積極的に参加していくことが望まれます。 

地域の居住環境の向上やまちづくりの推進については、取り組みを継続的に進めていくこ

とが重要です。市民は個人として取り組むだけではなく、個人の経験や専門性を活かしなが

ら、自治会・町内会やＮＰＯ・ボランティア団体などが行う、まちづくり活動に積極的に参

画し、地域活動や社会活動に参加していくことも１つの役割と考えられます。 

（２）自治協議会やＮＰＯ等の役割 

自治協議会や自治会・町内会、ＮＰＯ・ボランティア団体などは、それぞれの特性に応じ

たまちづくりの主体としての役割が期待されており、様々な主体の共働により、地域課題や

地域ニーズに対応し、活躍していくことが求められています。 

また、大学などの研究機関は、専門的な知識を有する主体として、福岡市や民間事業者が

実施する住生活関連の取り組みなどについて、適切な助言・指導を行う役割が求められてい

ます。 

（３）民間事業者の役割 

住宅関連の民間事業者は、安全で快適な住宅の設計・施工・販売・賃貸、適切な維持･管

理サービスの提供など、住宅市場において重要な役割が求められています。また、居住者や

地域の交流を促す交流空間の創出・運用に努めるとともに、居住者の地域活動への参加を促

すなど、地域コミュニティの形成に向けて大きな役割が求められています。 

このような役割を十分に認識し、市民が豊かな住生活の実現に資するため、建築物のライ

フサイクルや居住環境を意識し、更なる知識と技術の向上に努めるとともに、市民に対して、

適正かつ適切な情報の提供を行い、地域で長く大切に使い続けられる住宅の供給に努める必

要があります。 
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（４）福岡市の役割 

福岡市は、福岡市住生活基本計画の将来ビジョンである「住みたい、住み続けたい、住み

続けられる。豊かな住生活都市・福岡」の実現にむけて、市民や関係団体、住宅関連事業者

等に対し、本計画を周知し理解を求めるとともに、本計画に基づいた取り組みを推進します。 

また、施策の推進にあたっては、国、県などの関係機関とも連携し、横断的かつ総合的な

取り組みを推進します。 

（５）その他の公的主体の役割 

都市再生機構や住宅供給公社などの公的主体は、それぞれの役割に応じて、市などと相互

に連携した効果的な施策展開を図ることが望まれています。また、公的住宅に関する情報発

信や相談対応など市と協働して取り組み、市民のサービスの向上や効率化に努めます。 

特に、福岡市住宅供給公社は、市営住宅の管理運営において重要な役割を担っており、福

岡市と連携を図りながら、適切な役割分担のもと、市営住宅の更なる適正で効率的な運営管

理やサービス向上に努めます。  
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■策定の経緯 

日時 項目 

平成 26 年度 

平成 26年 6 月 26 日 ６月議会第４委員会報告  

第６期住宅審議会諮問案について 

平成 26年 9 月 2日 平成 26 年度 第１回福岡市住宅審議会 開催 

第６期 福岡市住宅審議会への諮問 

「福岡市住生活基本計画の策定について」 

・住宅・住環境の現状と課題及び基本目標（案） 

平成 26年 11 月 26 日 平成 26 年度 第２回福岡市住宅審議会 開催 

・住生活の現状と課題に関する意見交換 

平成 26年 12 月 24 日 コミュニティについての勉強会 開催 

平成 27年 1 月 30 日 平成 26 年度 第３回福岡市住宅審議会 開催 

・基本目標と施策の体系・基本方針について 

  

平成 27 年度 

平成 27年 7 月 10 日 平成 27 年度 第１回福岡市住宅審議会 開催 

・福岡市住生活基本計画（素案）について 

平成 27年 9 月 1日 平成 27 年度 第２回福岡市住宅審議会 開催 

・パブリックコメント案について 

平成 27年 9 月 16 日 ９月議会報告 

「福岡市住生活基本計画（素案）」に対するパブリックコメントの実施

について 

平成 27年 10 月 5 日～ 

平成 27年 11 月 5 日 

市民意見募集 実施 

提出数：11 通、意見件数：27 件 

平成 28年 1 月 20 日 平成 27 年度 第３回福岡市住宅審議会 開催 

・パブリックコメントでの意見を踏まえた修正案について 

平成 28年 3 月 29 日 平成 27 年度 第４回福岡市住宅審議会 開催  

・答申について 

  

平成 28 年度 

平成 28年 5 月 10 日 第６期 福岡市住宅審議会 答申 

「福岡市住生活基本計画（案）について」 

平成 28年 5 月 福岡市住生活基本計画 策定 

 ６月議会報告 

福岡市住生活基本計画の策定について 
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■住宅審議会委員名簿（定数 20名）※平成 27年度第４回審議会時点（五十音順，敬称略） 

氏  名 職  名 備  考 

天野 こう 福岡市議会議員 平成 27 年 7 月から 

今林 ひであき 福岡市議会議員  

内山 省吾 独立行政法人都市再生機構九州支社長  

大貝 知子【副会長】 株式会社大貝環境計画研究所  

岡 俊江 九州大学大学院学術協力研究員  

尾花 康広 福岡市議会議員 平成 27 年 7 月から 

川口 浩 福岡市議会議員 平成 27 年 7 月から 

北里 厚 公益社団法人福岡県宅地建物取引業協会会長  

塩﨑 康弘 国土交通省九州地方整備局建政部住宅調整官  

志賀 勉 九州大学大学院人間環境学研究院准教授  

澁田 英敏 近畿大学九州短期大学生活福祉情報科准教授  

高山 博光 福岡市議会議員  

竹下 輝和【会長】 九州大学名誉教授  

仲田 正徳 独立行政法人住宅金融支援機構九州支店長  

野口 博子 株式会社ビスネット  

野田 ルリ子 福岡市民生委員児童委員協議会常任理事  

林田 スマ フリーアナウンサー  

原 志津子 弁護士 平成 27 年 7 月から 

星野美恵子【副会長】 福岡市議会議員  

安田 進 一般社団法人マンション管理業協会九州支部長  

  

◇審議中に退任した委員 （五十音順，敬称略） 

岡 小夜子 弁護士 平成 27 年 7 月まで 

川上 陽平 福岡市議会議員 平成 27 年 3 月まで 

古川 清文 福岡市議会議員 平成 27 年 3 月まで 

三原 修 福岡市議会議員 平成 27 年 3 月まで 
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住 計 第 1 7 7 号 

平成 26 年９月２日 

 

 

福岡市住宅審議会 会長 様 

 

 

福岡市長  髙島 宗一郎   

 

 

福岡市住宅審議会への諮問について 

 

 

市民一人一人が真に豊かさを実感できる住生活の実現を目指し，「福岡市住生活基本計画」の策

定について，貴審議会のご意見を承りたく諮問いたしますので，よろしくご審議賜りますようお願

い申し上げます。 

 

 

 

諮問事項 

「福岡市住生活基本計画の策定について」 
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（諮問の趣旨） 

 

 本市では，将来の健全な発展を促進するために市政の総合的計画として，「基本構想」，「基本計

画」，「実施計画」の 3つで構成される「福岡市総合計画」を平成 24年 12 月に策定し，「住みたい，

行きたい，働きたい。アジアの交流拠点都市・福岡」という都市像を掲げ，『人と環境と都市活力

の調和がとれたアジアのリーダー都市』をめざして，福岡の未来に向け，市民一人ひとりが夢と自

信をもって，豊かで住みよい美しいまちを創り，経済的な成長と安全・安心で質の高い暮らしのバ

ランスがとれたコンパクトで持続可能な都市として，アジアに貢献し，そして目標とされる都市づ

くりに取り組んでおります。 

 また，住宅分野に関するマスタープランとしては，住宅政策を効果的・効率的に推進するため，

平成 10 年３月に「福岡市住宅基本計画」を策定し，平成 18 年に施行された住生活基本法の趣旨を

踏まえ平成 20 年３月に改定を行っております（計画期間 H20～H27）。 

しかしながら，改定から６年が経過し,この間,東日本大震災を契機とした建築物の更なる耐震化

や省エネ化の要請，少子高齢化の進展など，本市の住まいを取りまく環境は大きく変化していると

ころでございます。 

このような変化に的確に対応し，また，「住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策につ

いて基本理念を定め，施策を総合的かつ計画的に推進し，もって国民生活の安定向上と社会福祉の

増進を図るとともに，国民経済の健全な発展に寄与すること」を目的とした住生活基本法や国策定

の全国計画等に則し，福岡市基本構想や基本計画をはじめとした関連計画との相互連携がとれた，

「福岡市住生活基本計画」の策定について今回諮問させていただき，ご審議いただいた上で，計画

を策定してまいりたいと考えております。 
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平成 28 年 5 月 10 日 

 

福岡市長 髙島 宗一郎 様 

 

福岡市住宅審議会 

会長 竹下輝和 

 

福岡市住生活基本計画（案）について（答申） 

 

福岡市住宅審議会では，福岡市住宅基本計画が平成 27 年度をもって満了となることから，

平成 26 年９月に「住生活基本計画の策定について」の諮問を受け，専門的な見地や市民と

しての視点をもとに，約 17 ヶ月間にわたり活発に審議を重ねてきました。 

 現行の住宅基本計画の改定から７年が経過し，その間，少子高齢化の更なる進展や，  

環境問題に関する世界的な関心の高まりなど，社会経済情勢の変化が顕著であるとともに，

東日本大震災を契機として我が国全体の「安全・安心」に対する認識が大きく変わること

となりました。 

こうした状況のもと，本審議会においては，本市のすまいを取り巻く環境の変化ととも

に，これまでの各種施策に対する市民の評価等を踏まえ，次なる 10 年間に向けての計画を

審議したものです。 

審議を重ねた結果，別添の福岡市住生活基本計画（案）をもって答申といたしますが，

今後，本計画の推進にあたっては，本答申の趣旨を最大限に尊重され，各主体との共働の

もと，積極的な施策展開が図られることを期待するとともに，下記の事項について特段の

留意を払い取り組まれることを要望します。 

 

記 

１． 住宅セーフティネットの更なる取り組み 

少子高齢化が一層進展し，超高齢社会を迎える中，低額所得者や高齢者，障がい者，子育て世帯

などの中で住宅困窮者が増加，多様化しており，特に福岡市では，今後，高齢単身者世帯の増加が

予測され，住宅困窮者となる可能性が高い状況です。これら住宅困窮者がそれぞれの状況に応じて，

適切な住宅を確保できるよう，住宅困窮者の動向等を把握し，将来を見据えた施策に取り組まれる

ことを要望します。 

また，住宅困窮者については，賃貸住宅市場全体で取り組む必要があり，住宅セーフティネット

の強化が求められていることから，住宅困窮者の民間賃貸住宅への円滑な入居支援策の推進に取り

組んでいる福岡市居住支援協議会の役割は重要なものと考えます。今後は更に，居住支援協議会等

を通して，公的・民間賃貸住宅事業者など賃貸住宅市場全体による重層的な住宅セーフティネット

の構築を進めるとともに,社会福祉協議会などの福祉関連団体など多様な主体と連携して柔軟な機

能を有するよう,取り組まれることを要望します。 
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一方，住宅セーフティネットの中核となる市営住宅に関しては，住宅困窮者が増加し，市営住宅

の応募倍率も高い状況が続いている中，市営住宅の管理戸数は現状程度で推移しています。今後，

民間賃貸住宅の活用等も視野に入れながら，将来を見据えた市営住宅のあり方，及び住宅困窮者に

対する住宅供給施策について検討されることを求めます。 

 

２．少子化に対する取り組み 

 子育て世帯は，騒音や振動などの理由で賃貸物件の入居を断られる場合があるなど，子どもを育

てにくい状況にあり，こうした課題を伴って進行する少子化は,社会経済の根幹を揺るがしかねな

い危機的状況となっております。住宅政策においても，少子化に対応するための一層の支援施策の

充実が望まれていることから，子育て世帯のみならず若年世帯を含めた支援に取り組まれることを

要望します。 

 特に多子世帯については，住宅の確保等においても厳しい状況にあることから，市営住宅の利用

等も含め幅広く負担軽減策について検討されることを求めます。 

 

３． コミュニティの形成促進に対する取り組み 

良好なコミュニティの形成は，防犯や防災，緑化や景観，子育てや高齢者の見守り等において  

重要な役割を果たし，まちが活性化するとともに，住宅の資産価値の維持・向上にもつながるもの

です。しかし，少子高齢化等の社会の変化に伴い，地縁的なつながりが希薄化し，特に福岡市では，  

単身世帯率，共同住宅率が高いことから，コミュニティの形成が難しい状況であると考えています。 

そのため，コミュニティの形成が促進されるよう，今後更なる支援の充実に取り組まれることを

要望します。 

特に，分譲マンションにおいては，高経年化と入居者の高齢化，賃貸化の進行などにより管理組

合の機能低下や管理の形骸化が引き起こされることから，適正な維持管理や改修・建替え等を進め

るため，居住者等の良好なコミュニティ形成への支援策について検討されることを求めます。 

 

４．空家に対する取り組み 

少子高齢化や核家族化などにより，適切な管理が行われない空家が増加しており，これら空家に

よる住環境への悪影響が懸念されることから，空家の適正管理に関する普及啓発や放置空家の是正

指導を進めるとともに，活用可能な空家については，既存住宅流通とリフォーム市場の活性化促進

を図るなど，今後更に，空家に対する総合的かつ効果的な対策に取り組まれるよう要望します。 

特に，既存住宅市場の活性化については，安心して住宅を流通するための仕組みや，経済的支援

を含め有効な支援策について検討されることを求めます。 

 

５．施策検討に活用できる住宅関連データの整備 

現在，住宅・土地統計調査などのデータをもとに，様々な施策の検討が行われていますが，住宅

市場の活性化などの施策を検討するためには，民間賃貸住宅等を含めた正確な住宅関連データの 

把握が必要と考えます。 

そのため，今後の住宅施策の調査・検討に活用できるよう，福岡市の住宅の実態等について，で

きるだけ詳細なデータの調査・把握に努めるとともに，他都市のデータや事例等を参考にしながら，

住宅関連データの整備に取り組まれることを要望します。 
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■用語集 

用語 解説文 

あ行 

ＮＰＯ  政府・自治体や企業と独立した存在として、市民・民間の支援のもとで、医療・福祉、環境、

国際協力・交流など社会的な公益活動を行う民間非営利組織・団体。法人格を持たない団体。 

エリアマネジメン

ト 

 地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者等に

よる主体的な取り組み。 

オープンスペース  公園・広場、河川、山林等建物によって覆われていない土地の総称。また、市街地では建物の

敷地内に確保された開放性の高い、まとまった広さの空地や空間。 

か行 

狭あい道路 ここでは幅員が 4ｍ未満の道路のこと。建築基準法では、建築物の敷地は原則幅員 4ｍ以上の

道路に接しなければならないと規定しおり、4ｍ未満の道路に接する敷地は、道路中心から 2ｍの

後退を義務付けている。 

グローバル創業都

市・福岡 

 現在、福岡市と福岡地域戦略推進協議会が取り組んでいる創業支援や新たな経済価値の創出

策、2014 年（平成 26 年）5 月 1 日に国家戦略特別区域として選定された「福岡市グローバル創

業・雇用創出特区」を活用して、行政単独ではなく、産学官民が一体となって目指す都市像。平

成 27 年 3 月に、目指す姿、基本方針、主要な施策を政策パッケージとして体系的に示した「グ

ローバル創業都市・福岡ビジョン」を策定している。 

景観協定  良好な都市景観を形成することを目的に、土地建物所有者等が主体的に美しいまちづくりのた

めのルールを決めることができる制度。 

建築協定  一定の区域内の土地所有者等が、自らの建物の用途や高さ等に関する協定を市長の認可を受け

て締結することができる。福岡市では 87 地区で締結している。（平成 28 年 3月） 

公営住宅 「公営住宅法」に基づき、国の補助を受けて地方公共団体が供給する、住宅に困窮する低額所得

者向けの低廉な家賃の賃貸住宅。 

公的賃貸住宅  公的主体が自ら供給し、又はその関与のもとで供給される賃貸住宅。公営住宅のほか、都市再

生機構賃貸住宅、特定優良賃貸住宅及び高齢者向け優良賃貸住宅などがある。 

コンサルタント派

遣制度 

活動状況等一定の要件を満たす地域のまちづくり協議会による計画案作成活動に対し支援を行

う制度。具体的には、地域の現状・課題の整理、まちづくりの方針・構想の策定、住民の合意形

成等の支援を目的とした専門家の派遣を実施。 

さ行 

再生可能エネルギ

ー 

 太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱など、資源が枯渇せず繰り返し使え、発電時

や熱利用時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しないエネルギー。 

サービス付き高齢

者向け住宅 

住宅としての居室の広さや設備、バリアフリーといったハード面に加え、安否確認や生活相談サ

ービスを提供することなどにより、高齢者が安心して暮らすことができる環境を整えた住宅。 

住宅確保要配慮者 住宅セーフティネット法で、低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを育成する家庭、

その他住宅の確保に特に配慮を要する者を「住宅確保要配慮者」と定義している。 

住宅困窮者 低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子育て家庭、ＤＶ被害者、外国人、ホームレス等のう

ち、自力では適正な水準の住宅の確保が困難な者。 

住宅市街地総合整

備事業 

 既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、美しい市街地景観の形成、密

集市街地の整備改善等を図るため、住宅等の整備、公共施設の整備等を総合的に行う事業。 

住宅セーフティネ

ット 

 自力では住宅を確保することが困難な者が、それぞれの所得、家族構成、身体の状況等に適し

た住宅を確保できるような様々な仕組み。 

省エネ基準  平成 11 年 3 月に改正告示された「住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主の判

断と基準」及び「同設計及び施工の指針」のこと。次世代省エネルギー基準とも呼ばれている。 

自立循環型住宅 気候や敷地特性等の住宅の立地条件および住まい方に応じて極力自然エネルギーを活用した上

で、建物と設備機器の設計や選択に注意を払うことによって、居住性や利便性の水準を向上させ

つつも、居住時のエネルギー消費量（二酸化炭素排出量）を 2000 年ごろの標準的な住宅と比較

して 50％まで削減可能な住宅。 

スケルトン・イン

フィル住宅 

 建物のスケルトン（柱・梁・床等の構造躯体）とインフィル（住戸内の内装・設備等）とを分

離した工法による共同住宅。スケルトンは長期間の耐久性を重視し、インフィル部分は住まい手

の多様なニーズに応えて自由に変えられる可変性を重視して造られるもの。 
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生活交通  通勤、通学、通院、買い物その他の日常生活に欠かすことのできない人の移動をいう。 

総合設計制度  一定の要件を満たす建築物について、計画を総合的に判断して市街地の環境の整備改善に資す

ると認められる場合に、特定行政庁の許可により、容積率制限や道路斜線制限等の高さ制限を緩

和することのできる制度。 

た行 

地区計画 地区の特性に応じた良好な市街地環境の形成・保全を図るため、地区に必要な道路・公園など

の配置や、建築物の用途、高さ、壁面の位置、敷地の規模など、きめ細やかなルールについて、

関係権利者の意見を反映しながら都市計画に定めるもの。 

長期修繕計画 将来予想される修繕工事等を計画し、必要な費用を算出し、月々の修繕積立金を設定するため

に作成するもの。計画期間、推定修繕工事項目、修繕周期、推定修繕工事費、収支計画等を含み、

これらに基づき修繕積立金を設定する。 

長期優良住宅 長期にわたり、良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅を普及することを目

的として平成 21 年 6 月に施行された「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、住

宅の構造や維持保全などについて長期優良住宅の認定を受けた住宅。住宅ローン減税、登録免許

税、不動産取得税、固定資産税の税制上の優遇を受けることができる。 

低炭素社会  温室効果ガスの排出量の削減、温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化並びに地球温暖化に対

する適応を行うことにより、創造的で活力ある持続的な発展が可能となる社会。 

ＤＶ被害者  配偶者（事実婚及び離婚後も引き続き暴力を受ける場合も含む）から、身体に対する暴力（身

体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう）又はこれに準ずる心身

に有害な影響を及ぼす言動を受けた被害者。 

都市再生機構  都市機能の高度化や居住環境の向上による都市の再生を図り、まちづくりのビジョンの実現を

支援するとともに、良好な賃貸住宅の確保や居住の安定を図り、公的賃貸住宅としての住宅セー

フティネットの充実に努めることによる都市の発展と住生活の向上を目標とした独立行政法人。 

は行 

ハザードマップ  火山噴火や洪水、土砂災害、津波等の自然災害に対して、被害が予測される区域および避難地・

避難路等が記載されている地図。 

バリアフリー  高齢者や障がいのある人などが社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去（フ

リー）すること。特に、バリアフリー法 ※ においては、「移動等円滑化」として、高齢者や障

がいのある人などの移動又は施設の利用に係る身体の負担を軽減することにより、その移動上又

は施設の利用上の利便性及び安全性を向上することを規定している。 

※バリアフリー法：高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年 12 月施

行） 

パーソントリップ

調査 

交通の主体である人（パーソン）の１日の動き（トリップ）を把握することを目的とした調査。

人がどこからどこへ、どのような目的で動いているのか。その時の交通手段は何か等が把握でき

る。福岡県の大半に佐賀県の一部を加えた地域で実施されたパーソントリップ調査を北部九州圏

パーソントリップ調査と呼ぶ。 

福岡型のコンパク

トな都市 

平成 24 年 12 月に策定された「第 9次福岡市基本計画」において示された福岡市のめざすべき

都市像。福岡市の成長のエンジンである都心部を中心に、都市の成長を推進する活力創造拠点や、

市民生活の核となる東部・南部・西部の広域拠点、地域拠点などに、拠点の特性に応じて多様な

都市機能が集積し、市民活動の場が提供され、交通基盤のネットワークにより移動の円滑性が確

保された都市。 

福岡県西方沖地震 2005 年（平成 17 年）3月 20 日午前 10 時 53 分に発生した、福岡県北西沖の玄界灘を震源とす

る最大震度 6弱、マグニチュード 7.0 の地震。死者 1名、重傷者 164 人、建物全壊 141 棟などの

被害が生じた。 

福岡市建築物環境

配慮制度（CASBEE

福岡） 

 建築物が環境に与える負荷を低減するため、大型建築物の新築等の際に建築主に「建築物環境

配慮計画書」の提出を求める制度。計画概要は市のホームページ等で公表する。（平成 19 年 10

月 1 日制度開始、平成 24 年 10 月 1 日改正） 

ＨＥＭＳ 「ホーム・エネルギー・マネジメント・システム」の略称。家庭で使う電気や太陽光で発電した

電気などエネルギーの「見える化」やエアコンなどの家電製品をコントロールするなどエネルギ

ーを効率よく使うための機器。 
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ま行 

まちづくりアドバ

イザー派遣制度 

地域のまちづくり活動の性格や熟度に応じた支援を目的として、まちづくり協議会設立以前の

初期のまちづくり活動に対し、学習会の開催や地域の問題点提起の際の助言、住民ｱﾝｹｰﾄ等の支

援を目的とした専門家の派遣を行う制度。 

や行 

ユニバーサルデザ

イン 

年齢、性別、能力、背景などに関わらず、できるだけ多くの人が自由に快適に利用でき、行動

できるように、ものづくり、情報，サービスやまちづくりなどあらゆる場面で、あらかじめ、思

いやりのある配慮を行うという考え方。 

ら行 

ライフステージ  人間の一生において節目となる出来事（出生、入学、卒業、就職、結婚、出産、子育て、退職

等）によって区分される生活環境の段階。 

緑地協定  都市緑地法に基づき、都市計画区域内の相当規模の一段の土地の所有者全員の合意により、緑

地の保全または緑化に関する協定を締結し、市長が認可する制度。 
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